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平成21年３月５日（木曜日）

午前10時０分開会

会議に付託された議案等

○議案第42号 平成20年度宮崎県一般会計補正

予算（第４号）

○議案第44号 平成20年度宮崎県山林基本財産

特別会計補正予算（第１号）

○議案第45号 平成20年度宮崎県拡大造林事業

特別会計補正予算（第２号）

○議案第46号 平成20年度宮崎県林業改善資金

特別会計補正予算（第１号）

○議案第50号 平成20年度宮崎県農業改良資金

特別会計補正予算（第１号）

○議案第51号 平成20年度宮崎県沿岸漁業改善

資金特別会計補正予算(第１号)

○議案第54号 宮崎県行政機関設置条例の一部

を改正する条例

○議案第63号 平成20年度宮崎県一般会計補正

予算（第５号）

○その他報告事項

・エコクリーンプラザみやざき問題について

・農政水産部における緊急雇用対策への取組状

況について

・愛知県における高病原性鳥インフルエンザの

発生状況と本県の防疫対応について

出席委員（９人）

委 員 長 宮 原 義 久

副 委 員 長 黒 木 正 一

委 員 外 山 三 博

委 員 坂 口 博 美

委 員 蓬 原 正 三

委 員 野 辺 修 光

委 員 満 行 潤 一

委 員 松 田 勝 則

委 員 長 友 安 弘

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

環境森林部

環 境 森 林 部 長 髙 柳 憲 一

森 山 順 一環境森林部次長
（ 総 括 ）

寺 川 仁環境森林部次長
（ 技 術 担 当 ）

飯 田 博 美部 参 事 兼
環 境 森 林 課 長

計 画 指 導 監 森 房 光

環 境 管 理 課 長 堤 義 則

環境対策推進課長 道 久 奉 三

施設調査対策監 大 坪 篤 史

自 然 環 境 課 長 飯 干 利 廣

森 林 整 備 課 長 徳 永 三 夫

山村・木材振興課長 楠 原 謙 一

木材流通対策監 河 野 憲 二

工 事 検 査 監 濵 砂 金 徳

林業技術センター 金 丸 隆 一
所 長

木 材 利 用 技 術 有 馬 孝 ・
セ ン タ ー 所 長

農政水産部

農 政 水 産 部 長 後 藤 仁 俊

西 田 二 朗農政水産部次長
（ 総 括 ）

伊 藤 孝 利農政水産部次長
（ 農 政 担 当 ）

太 田 英 夫農政水産部次長
（ 水 産 担 当 ）

岡 崎 ・ 博部 参 事 兼
農 政 企 画 課 長
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郡 司 行 敏農 水 産 物
ブランド対策監

地域農業推進課長 上 杉 和 貴

担 い 手 対 策 監 山 内 年

営 農 支 援 課 長 吉 田 周 司

農業改良対策監 佐 藤 吉 史

消費安全企画監 八反田 憲 生

農 産 園 芸 課 長 串 間 秀 敏

畜 産 課 長 押 川 延 夫

家畜防疫対策監 山 本 慎一郎

農 村 計 画 課 長 原 川 忠 典

国営事業対策監 桐 山 和 人

農 村 整 備 課 長 矢 方 道 雄

工 事 検 査 監 西 重 好

水 産 政 策 課 長 桑 原 智

漁 業 調 整 監 山 田 卓 郎

漁港漁場整備課長 那 須 司

漁港整備対策監 今 西 宏 美

総合農業試験場長 村 田 壽 夫

県立農業大学校長 米 良 弥

畜 産 試 験 場 長 荒 武 正 則

水 産 試 験 場 長 関 屋 朝 裕

事務局職員出席者

議 事 課 主 査 大 野 誠 一

政策調査課主査 坂 下 誠一郎

ただいまから、環境農林水産常○宮原委員長

任委員会を開会いたします。

まず、委員会の日程についてであります。

お手元に配付いたしました日程案のとおりで

よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

それでは、そのように決定いた○宮原委員長

します。

執行部入室のため、暫時休憩いたします。

午前10時１分休憩

午前10時４分再開

委員会を再開いたします。○宮原委員長

当委員会に付託されました平成20年度補正予

算関連議案等の説明を求めます。

なお、委員の質疑は、執行部の説明がすべて

終了した後にお願いいたします。

おはようございます。環○髙柳環境森林部長

境森林部でございます。よろしくお願いいたし

ます。それでは、座って説明をさせていただき

ます。

お手元に配付しております環境農林水産常任

委員会資料（補正）の表紙をごらんください。

本日の説明事項は、予算議案が５件、その他の

報告事項が１件でございます。

１ページをごらんください。まず、予算議案

でございますが、議案第42号「平成20年度宮崎

県一般会計補正予算」、議案第44号「平成20年

度宮崎県山林基本財産特別会計補正予算」、議

案第45号「平成20年度宮崎県拡大造林事業特別

会計補正予算」、議案第46号「平成20年度宮崎

県林業改善資金特別会計補正予算」、さらに、

経済・雇用緊急対策に関連した国の第２次補正

予算に伴う予算としまして追加提案いたしてお

ります議案第63号「平成20年度宮崎県一般会計

補正予算」についてであります。

（１）平成20年度環境森林部歳出予算の表を

ごらんください。この表は、議案第42号を初め

とする５つの議案に関する歳出予算を課別に集

計したものでございます。このうち議案第42号

に関する一般会計の補正につきましては、表の

中ほど、補正額Ｂの列の小計の欄にございます

ように、25億1,563万5,000円の減額をお願いい
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たしております。また、同じく議案第44号、45

号、46号に関する特別会計の補正につきまして

は、下から２段目の小計の欄にありますよう

に、１億2,483万1,000円の減額をお願いしてお

ります。この結果、一番下にございます合計欄

でございますが、一般会計、特別会計を合わせ

まして26億4,046万6,000円を減額いたしており

ます。

次に、議案第63号に関する一般会計の追加補

正についてであります。これは表の中ほど、追

加補正額Ｃの列の小計の欄にありますように、

４億7,418万円の増額をお願いいたしておりま

す。

この結果、補正額と追加補正額を合わせまし

た補正後の一般会計予算額は22 4億 4 , 3 6 2

万 5 , 0 0 0円、特別会計予算額は５億3, 0 6 4

万9,000円となり、環境森林部の補正後の予算

額は、合計の欄にありますように、229億7,427

万4,000円となります。

次に、２ページをごらんいただきたいと思い

ます。議案第42号と63号に関する平成20年度繰

越明許費の補正についてでございます。これ

は、昨年９月から10月の台風等によりまして、

近接して施工する関連工事におくれが生じたこ

とや、工法検討に日数を要したこと、並びに国

の第２次補正予算の関係等によりまして、翌年

度への繰り越しを余儀なくされたものでありま

す。

その内訳は、（２）の表、追加分で、森林整

備課、山村・木材振興課所管事業を合わせまし

て、合計の欄にありますように、76カ所、繰越

額で15億5,628万7,000円、（３）の表、変更分

で、自然環境課、森林整備課、山村・木材振興

課所管事業を合わせまして、合計の欄にありま

すように、37カ所、繰越額で13億1,606万6,000

円をお願いいたしております。

次に、３ページでございます。議案第42号に

関する平成20年度債務負担行為補正の追加につ

いてであります。これは、森林整備課が所管し

ております林道事業につきまして、債務負担行

為の追加をお願いするものであります。

次に、４ページをお開きください。その他の

報告事項でございます。エコクリーンプラザみ

やざき問題についてでございます。このことに

つきましては、１月15日に開催されました当常

任委員会におきまして、外部調査委員会の最終

報告書の概要について報告をさせていただいた

ところであります。その後、知事の刑事告発の

表明や浸出水調整池の補強工事への着工などの

動きがありましたので、本日は、これらの内容

などにつきまして御報告をさせていただきま

す。

私からの説明は以上でありますが、詳細につ

きましては担当課長から御説明申し上げますの

で、よろしくお願いいたします。

それでは、環境森林課の○飯田環境森林課長

平成20年度２月補正予算について御説明をいた

します。

お手元の平成20年度２月補正歳出予算説明資

料の赤いインデックスの環境森林部の次にあり

ます、青いインデックス、環境森林課のとこ

ろ、ページ数でいいますと163ページをごらん

ください。

環境森林課の補正額は、補正額の欄にありま

すように、一般会計で１億8,062万円の減額で

あります。この結果、補正後の額は26億5,984

万3,000円となります。

それでは、主なものについて御説明をいたし

ます。

１枚お開きいただきまして、165ページの上
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段、（目）環境衛生総務費の下の（事項）職員

費で1,329万3,000円の増額であります。これは

支給対象職員が増員となったことなどによるも

のでございます。

次に、下段の下から２つ目の（目）林業総務

費の下の（事項）職員費で9,498万3,000円の減

額であります。これは支給対象職員が減員と

なったことなどによるものであります。

１枚お開きいただきまして166ページの中ほ

どにあります（目）林業振興指導費の２つ下の

（事項）森林計画樹立費で768万9,000円の減額

であります。これは国庫補助決定に伴うもの

や、各種調査委託に係る入札、見積もりの執行

残などによるものでございます。

次に、その下の（事項）森林整備地域活動支

援交付金事業費で8,474万5,000円の減額であり

ます。この事業は、森林施業計画の認定を受け

ました人工林におきまして、森林所有者等によ

る施業区域の明確化作業や歩道の整備に対しま

して交付金を交付するものでありますが、当初

想定した事業量に対しまして、森林施業計画の

樹立が進まなかったことなどから、交付対象森

林が当初予定の約82％にとどまったことによる

ものでございます。

環境森林課の説明は以上であります。御審議

のほどよろしくお願いいたします。

環境管理課の補正予算につ○堤環境管理課長

いて御説明いたします。

お手元の平成20年度２月補正歳出予算説明資

料の青いインデックス、環境管理課のとこ

ろ、169ページをお開きください。

環境管理課の補正額は、補正額の欄にありま

すように、一般会計で8,599万5,000円の減額で

ございます。補正後の額は５億7,880万4,000円

となります。

それでは、主なものにつきまして御説明させ

ていただきます。

171ページをお開きください。

まず、中ほどの（事項）大気保全費で323

万1,000円の減額であります。主なものは、説

明欄７の有害大気汚染物質モニタリング事業

の100万8,000円の減額であります。これは有害

大気汚染物質の分析委託料が入札で安くなった

ことによる減額が主なものであります。

次に、一番下の（事項）水質保全費で1,268

万8,000円の減額であります。１枚おめくりい

ただきまして172ページをお開きください。主

なものは、１の水質環境基準等監視の1,125

万9,000円の減額であります。これは河川等の

公共用水域や地下水の水質分析委託料が入札で

安くなったことによる減額であります。

次に、一番下の（事項）公害保健対策費

で3,550万4,000円の減額であります。173ペー

ジをごらんください。主なものは１の公害健康

被害補償対策でありますが、高千穂町土呂久地

区の公害健康被害者への療養の給付や遺族補償

一時金等の補償給付が当初見込み額を下回った

ことによるものであります。

最後に、一番下の（事項）合併処理浄化槽等

普及促進費で3,010万1,000円の減額でありま

す。主なものは３の浄化槽整備事業で、これは

浄化槽整備に係る市町村への補助であります

が、市町村の要望基数が当初の見込みを下回っ

たことによるものであります。

環境管理課の説明につきましては以上であり

ます。御審議のほどよろしくお願いいたしま

す。

それでは、環境対策○道久環境対策推進課長

推進課の補正予算について御説明いたします。

お手元の歳出予算説明資料の青いインデック
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ス、環境対策推進課のところ、ページでいいま

すと175ページをお開きいただきたいと思いま

す。

環境対策推進課の補正額は、補正額欄にあり

ますように、一般会計で7,524万7,000円の減額

であります。補正後の額は５億5,995万8,000円

となります。

それでは、主なものについて御説明させてい

ただきます。

ページをおめくりいただきまして177ページ

をお開きください。

まず、上から６行目の（事項）一般廃棄物処

理対策推進費で1,143万8,000円の減額でありま

す。この主なものは、説明欄２の宮崎県ごみ処

理広域化推進支援事業に係る1,140万3,000円で

ございます。これは、本年度宮崎市ほか３町で

建設いたしました焼却施設に対する交付金でご

ざいますけれども、入札の結果、対象事業費が

減額となったものでございます。

次に、中ほどの（事項）産業廃棄物処理対策

推進費で5,837万8,000円の減額であります。こ

のうち、まず、説明欄２の産業廃棄物処理監視

指導1,224万7,000円の減額につきましては、毎

年廃棄物処理施設から排出されるダイオキシン

類の検査委託契約の入札残によるものと、廃棄

物監視員、県内に18名配属しておりますけれど

も、この監視員の人件費の執行残によるもので

あります。

次に、６の宮崎県廃棄物処理計画進行管理推

進事業1,025万9,000円の減額につきましては、

平成20年度から排出事業者に法律上義務づけら

れました産業廃棄物管理票、いわゆるマニフェ

ストと言われるものですけれども、こちらの交

付等状況調査報告の提出データをデータベース

化するための委託料の執行残、及び廃棄物処理

計画の進行管理のための産業廃棄物処理状況実

態調査委託契約、こちらのほうの入札残による

ものでございます。

次に、７の公共関与推進事業4,081万円の減

額につきましては、主として、エコクリーンプ

ラザみやざきを管理運営いたします環境整備公

社に対する運営費補助金の執行残でございま

す。

８の産業廃棄物税基金積立金719万円、こち

らのほうは増額でございますけれども、これ

は、平成19年度財源として充てていた事業の最

終的に不要となったものの積み立てと、基金利

息の確定等によるものでございます。

次に、178ページをお開きいただきたいと思

います。（事項）廃棄物減量化リサイクル推進

費543万1,000円の減額についてであります。説

明欄１の産業廃棄物リサイクル施設整備支援事

業312万3,000円の減額であります。この事業

は、産業廃棄物のリサイクル施設の整備を行う

事業者に対しまして補助金を交付するものでご

ざいますけれども、その補助金の執行残でござ

います。

２の廃棄物処理施設等における再生利用促進

事業212万4,000円の減額でありますが、この事

業は、廃棄物処理施設等から発生する溶融スラ

グ及び飛灰を土木資材として有効活用するた

め、産学官が連携して研究開発を行うものであ

ります。本事業で今年度に衛生環境研究所に導

入いたしました研究備品の入札残等によるもの

でございます。

申しわけございません。177ページにお戻り

いただけますでしょうか。一番最初に御説明い

たしました（事項）一般廃棄物処理対策推進費

の説明欄２の宮崎県ごみ処理広域化推進支援事

業につきまして、私、先ほど説明の中で「宮崎
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市ほか３町」と申し上げたようでございますけ

れども、延岡市ほか３町で建設いたしたもので

ございます。訂正しておわび申し上げます。

環境対策推進課の説明は以上でございます。

御審議のほどよろしくお願いいたします。

自然環境課の補正予算に○飯干自然環境課長

ついて御説明いたします。

お手元の歳出予算説明資料の青いインデック

ス、自然環境課のところ、ページでいいます

と179ページをお開きください。

自然環境課の補正額は、補正額の欄にありま

すように、一般会計で３億9,429万8,000円の減

額であります。この結果、補正後の額は47

億4,994万2,000円となります。

それでは、主なものについて御説明いたしま

す。

181ページをごらんください。上から４段

目、（目）環境保全費でございます。中ほどの

（事項）自然保護対策費で287万4,000円の減額

でございます。これは主に、自然環境保全審議

会の開催経費や自然保護推進員に関する事務な

どの執行残に伴うものでございます。

次に、182ページをごらんください。一番上

の段の（目）林業振興指導費でございます。中

ほどの（事項）環境緑化推進事業費で117

万6,000円の減額でございます。これは主に、

県民緑化運動やフェニックスの保全に係る補助

金等の執行残に伴うものであります。

次に、183ページをごらんください。中ほど

の（事項）わが町のいきいき森林づくり推進事

業費で1,000万円の減額でございます。これは

市町村による公益上重要な森林の公有化を支援

する事業でありますが、本年度からの新たな事

業であり、市町村での取り組みが少なかったこ

となどにより減額となるものでございます。

次に、その下の（目）森林病害虫防除費の

（事項）森林病害虫防除奨励費で300万2,000円

の減額でございます。これは主に、松くい虫の

伐倒駆除において、地形等の影響から搬出・焼

却処分を行う特別伐倒駆除が減り、現地での薬

剤処理による伐倒駆除となったことなどによる

ものでございます。

次に、184ページをごらんください。一番上

の段の（目）治山費の（事項）山地治山事業費

で144万9,000円の減額でございます。これは、

山腹崩壊地等の荒廃山地における復旧治山や山

地災害の未然防止を図る予防治山などを実施す

る事業ですが、国庫補助決定に伴い事業費が減

額となるものでございます。

次に、中ほどの（事項）緊急治山事業費

で2,324万3,000円の減額でございます。これは

今年度に発生した山地災害を緊急に復旧する事

業ですが、国庫補助決定に伴い事業費が減額と

なるものでございます。

次に、その下の段の（事項）林地崩壊防止事

業で4,000万円の減額でございます。これは今

年度激甚災害が発生しなかったため、実施主体

である市町村において事業の実施がなく、減額

となるものでございます。

次に、185ページをごらんください。一番上

の段の（目）狩猟費でございます。その下の段

の（事項）鳥獣保護対策費で400万6,000円の減

額でございます。これは、鳥獣保護区に隣接す

る農林地での鳥獣被害を防止するため、電気さ

くの設置などに助成する事業において、事業主

体である市町村からの要望が減ったことなどに

よるものであります。

次に、一番下から２段目の（目）公園費でご

ざいます。その下の段の（事項）自然公園事業

費で521万円の減額でございます。次の186ペー
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ジをごらんください。これは自然公園等の利用

施設整備に係る事業において、国の交付金の決

定の変更等による執行残に伴うものでございま

す。

下から２段目の（目）林業災害復旧費でござ

います。その下の段の（事項）治山施設災害復

旧費で３億円の減額でございます。これは台風

等により被害を受けた治山施設を復旧するもの

でありますが、今年度は治山施設が被災しな

かったため、減額となるものでございます。

補正予算については以上であります。

続きまして、繰越明許費について御説明いた

します。

お手元の環境農林水産常任委員会資料（補

正）の２ページをお開きください。下の段の

（３）平成20年度繰越明許費補正（変更）一覧

表をごらんください。表の一番上の段、山地治

山事業でございます。さきの11月議会で、台風

等の影響で工法や事業計画の変更を余儀なくさ

れた箇所について２億24万9,000円をお願いし

ておりましたが、新たに工法の変更等に日時を

要した箇所が生じたことなどから、５億6,451

万円を追加し、７億6,475万9,000円をお願いす

るものでございます。

次に、その下の地すべり防止事業でございま

す。11月議会では2,132万6,000円をお願いして

おりましたが、日之影町星山地区において対策

工法に日時を要したことから、新たに2,136

万6,000円を追加し、4,269万2,000円をお願い

するものでございます。

自然環境課の説明は以上でございます。御審

議のほどよろしくお願いいたします。

それでは、森林整備課の○徳永森林整備課長

補正予算につきまして御説明いたします。

歳出予算説明資料の青いインデックス、森林

整備課、187ページをお開きください。

森林整備課の補正額は、補正額の欄にありま

すように、18億5,382万4,000円の減額でありま

す。その内訳は、一般会計で17億2,655万4,000

円の減額、特別会計で１億2,727万円の減額で

あります。この結果、補正後の額は、一般会

計、特別会計を合わせまして96億2,738万円で

あります。

それでは、主なものについて御説明をいたし

ます。

189ページをお開きください。中ほどの

（目）林業振興指導費についてであります。次

の行の（事項）ひなもり台県民ふれあいの森等

管理費で237万5,000円の減額であります。これ

は施設の工事請負費、修繕費等の執行残による

ものであります。

次に、190ページをお開きください。上から

４行目の（目）造林費についてであります。中

ほどよりやや下にあります（事項）水を貯え、

災害に強い森林づくり事業費で4,347万円の減

であります。これは森林環境税を活用いたしま

して森林整備等に要する経費でありますが、広

葉樹の植栽など事業費の確定に伴う減額であり

ます。

次に、191ページをごらんください。（目）

林道費であります。（事項）道整備交付金事業

費で405万6,000円の減額、中ほどの（事項）里

山エリア再生交付金林道整備事業費で 1 2

万3,000円の増額であります。これは、国の交

付決定を受けた国庫補助金の有効活用を図るた

め、事業間で調整した結果、増減したものであ

ります。

また、その下の（事項）山のみち地域づくり

交付金事業費で２億3,300万円の減額につきま

しては、昨年度まで旧緑資源機構が行っており
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ました緑資源幹線林道を、平成20年度から県営

工事として引き継いだものでありますが、これ

は国の交付決定額が県の要望を下回ったことに

よる減額であります。

次に、192ページをお開きください。（目）

林業災害復旧費であります。４行目の（事項）

林道災害復旧費で14億3,953万3,000円の減額で

ございます。これは平成20年度発生の災害が少

なかったことによる減額であります。

次に、193ページをごらんください。まず、

山林基本財産特別会計であります。上から５行

目の（事項）県有林造成事業費で1,617万1,000

円の減額であります。これは県有林における間

伐などの保育作業を縮減したことによるもので

あります。

次に、下から２行目の（事項）元金で107

万5,000円の減額、次の194ページの（事項）利

子で６万4,000円の減額であります。これらは

農林漁業金融公庫への償還元金と利子の確定に

伴う減額であります。

次に、195ページをごらんください。拡大造

林事業特別会計であります。上から５行目の

（事項）県行造林造成事業費で9,609万円の減

額であります。これは分収林の立木売り払い収

入の減少に伴い、森林所有者等への分収交付金

が減少したこと等によるものであります。

次に、（事項）元金で200万円の減額、次ペ

ージの（事項）利子で1,187万円の減額であり

ます。これも先ほどの山林基本財産特別会計と

同じく、農林漁業金融公庫への償還元金と利子

の確定に伴う減額であります。

次に、追加補正予算について御説明いたしま

す。資料が変わりまして、恐れ入りますが、薄

いほうの平成20年度２月補正歳出予算説明資料

（議案第63号）でございます。これの森林整備

課の、ページでいいますと41ページをお開きく

ださい。追加補正額は、補正額の欄にあります

ように、一般会計で２億3,800万円の増額であ

ります。この結果、補正後の額は一般会計、特

別会計合わせまして98億6,538万円となりま

す。

追加補正の内容について御説明いたしま

す。43ページをお開きください。上から４行

目、５行目にありますように、（目）造林費の

（事項）森林機能保全対策総合整備事業費で２

億3,800万円の増額であります。これは国の第

２次補正予算による国庫の定額補助を活用し

て、説明の欄にありますように、新規事業・路

網整備地域連携モデル事業によりまして、森林

組合等と建設事業者との連携による作業道の整

備を、森林所有者等の自己負担なしで実施する

ものであります。なお、本予算は来年度への繰

り越しをお願いしておりまして、平成21年度

は、15市町村において25路線、約17キロの作業

道の整備を予定しております。

補正予算につきましては以上であります。

続きまして、繰越明許費について御説明いた

します。恐れ入りますが、委員会資料の２ペー

ジをごらんください。まず、（２）の繰越明許

費の追加でありますが、森林整備課の欄にあり

ますように、森林整備事業を初め７事業、総額

で14億88万7,000円の繰り越しをお願いしてお

ります。その主なものについて御説明いたしま

す。

まず、森林整備課の２行目の道整備交付金事

業でありますが、これは、工事の切り取り現場

ののり面におきまして崩壊のおそれがあるとい

うことで、その工法等に日時を要したこと等に

よるものであります。

次に、５行目の林道災害復旧事業費でありま
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すが、これにつきましては、国庫補助決定がお

くれ、事業主体である市町村において繰り越し

となることによるものであります。

次に、その２行下の、先ほど追加補正分とし

て御説明いたしました森林機能保全対策総合整

備事業におきまして、国の補正予算の関係上、

工期的に年度内執行が不可能なことから、２

億3,800万全額の繰り越しをお願いしておりま

す。

次に、（３）の繰越明許費の変更でありま

す。表の中ほどの森林整備課の欄の森林保全林

道整備事業でありますが、補正前の欄にありま

すとおり、１億3,600万円を、箇所数にします

と２カ所ですが、繰り越すこととしておりまし

たが、今回分の欄にありますとおり、１億903

万5,000円、箇所でいいますと４カ所を追加い

たしまして、補正後の欄にありますとおり、２

億4,503万5,000円とするものであります。これ

は、施工中ののり面崩壊の発生などにより、そ

の工法検討に日時を要したことで工期が不足す

ることによるものであります。

次に、３ページの（４）の債務負担行為の追

加についてであります。（事項）森林保全林道

整備事業費でありますが、これは椎葉村の利根

川・三方界線の林道におきまして、今年度に歳

出を伴わない国庫債務負担行為、いわゆるゼロ

国債として限度額5,000万円を設定して今年度

内に契約をするものでございます。

森林整備課からは以上でございます。よろし

くお願いいたします。

それでは、山村・○楠原山村・木材振興課長

木材振興課補正予算につきまして御説明いたし

ます。

お手元の２月補正歳出予算説明資料の青いイ

ンデックス、山村・木材振興課のところ、ペー

ジでいいますと197ページをお開きください。

山村・木材振興課の補正額は、補正額の欄に

ありますように、一般会計で5,292万1,000円の

減額、特別会計で243万9,000円の増額。この結

果、補正後の額は、一般会計、特別会計合わせ

まして43億2,416万7,000円となります。

それでは、主な事項について御説明します。

199ページをお開きいただきたいと思いま

す。中ほどの（目）林業振興指導費、その２つ

下の（事項）林業・木材産業構造改革事業

費1,155万7,000円の減額でございます。これは

国庫補助決定に伴う補正で、主なものは、下の

説明の４、木質バイオマス活用促進事業で、木

材人工乾燥機の燃料を重油から木質バイオマス

に転換するためにボイラー施設の整備を行うも

のですけれども、これにあわせた周辺整備の追

加が認められまして1,103万5,000円の増額。そ

の下の５の林業再生に向けた新生産システム推

進対策モデル事業で、県産材を大ロットで安定

的に供給する体制構築を目的としまして、大型

製材工場を一体的に整備するものでございます

が、このうち、乾燥機の整備内容の変更に伴

う1,075万4,000円の減額、その下の６の森林保

全型低コスト素材生産システム整備事業で、単

独の素材生産事業体に対しまして高性能林業機

械を導入するものですが、１事業体が導入を取

り下げましたことによりまして、718万1,000円

の減額をするものです。

次に、１枚めくっていただきまして、200ペ

ージをお開きください。下のほうの２段目、

（事項）木材需要拡大推進対策費1,911万円の

減額でございます。これは下の説明１の木の香

あふれる街づくり推進事業で、学校や福祉施設

等の公共的施設での木造化・木質化等に対する

支援を行うものですが、予定していました事業
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者が本年度に整備できないとの申し出があった

ことにより、減額するものでございます。

次に、一番下の（事項）木材利用技術センタ

ー運営事業費2,525万4,000円の減額でございま

す。これは主に、次のページの説明１の維持管

理費及び２の試験研究費におきまして、機器の

保守点検等各種委託等の入札の執行残、光熱水

費、試験資材の購入費等の節減に努めたことに

よる減額でございます。また、４の受託事業費

につきましては、森林総合研究所等４つの団体

からの受託研究に係る受託額の確定に伴う補正

であります。

次に、一番下の（事項）林業担い手対策基金

事業費252万円の増額でございます。これは下

の説明１にあります林業担い手対策基金事業に

おきまして、高性能林業機械の入札による執行

残等で747万円の減額、２にあります林業担い

手対策基金積立金につきましては、高性能林業

機械の貸付料の増に伴いまして基金への積立金

を999万円増額するものでございます。

次に、203ページをお開きください。特別会

計について御説明いたします。特別会計につき

ましては、議案第46号にございますけれども、

説明はこの資料でさせていただきます。

中ほどの（事項）林業・木材産業改善資金対

策費243万9,000円の増額であります。これは、

林業等の経営改善のための設備投資などに対し

まして、林業者等に貸し付ける無利子の制度資

金ですが、本年度、民間の融資機関を通じた転

貸による貸付金取扱額がふえましたことから、

これに伴う事務取扱手数料を増額するものでご

ざいます。

引き続きまして、２月補正の追加分について

御説明します。20年度２月補正、議案第63号の

冊子でありますが、青いインデックスの山村・

木材振興課のところ、ページでいいますと45ペ

ージをお開きいただきたいと思います。今回の

補正は国の２次補正予算に伴うものでありまし

て、補正額の欄にありますように、一般会計で

２億3,618万円の増額をお願いしております。

この結果、補正後の額は、一般会計、特別会計

合わせまして45億6,034万7,000円となります。

それでは、補正内容の事項について御説明し

ます。１枚めくっていただきまして47ページを

お開きください。（目）林業振興指導費の（事

項）林業・木材産業構造改革事業費１億7,218

万円の増額でございます。これは、下の説明１

の林業経営構造対策事業費補助金によりまし

て、素材生産コストの低減や間伐の推進等に有

効なスウイングヤーダーなどの高性能林業機械

導入に支援するものであります。具体的には、

宮崎県森林組合連合会が事業主体となりまして

機械を導入し、自力では高性能林業機械の導入

ができない中小の素材生産事業体に低価格で長

期間レンタルするものなどであります。

次の（事項）木材需要拡大推進対策費6,400

万円の増額でございます。下の説明の欄にあり

ますように、県産材の需要を促進するため、１

の木の香あふれる街づくり推進事業によりまし

て、公共施設等の木造化を支援するものであり

ます。具体的には、日南市にあります学校法人

が幼稚園で整備します木造の多目的ホールの建

設、もう一つが、木城町が建設する木造の町営

住宅の建設及びそれに付随する木製外構施設の

整備に支援するものであります。

続きまして、繰越明許費について御説明しま

す。恐れ入りますが、お手元の委員会資料をご

らんいただきたいと思います。２ページでござ

います。上の表で（２）の繰越明許費の追加で

ございます。この表の下の山村・木材振興課の
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欄に記載してございますが、林業・木材産業構

造改革事業で9,140万円の３件、その下の木の

香あふれる街づくり推進事業で6,400万円の２

件、計１億5,540万円の繰り越しをお願いいた

しております。

まず、林業・木材産業構造改革事業につきま

しては、３つの民間事業体がプレカット加工施

設などの整備を行うものでありますが、国から

の交付決定時期の関係で事業主体において事業

が繰り越しとなることによるものでございま

す。

次に、木の香あふれる街づくり推進事業で

は、先ほど２月追加補正で御説明しました事業

で、国の２次補正予算の関係によりまして工期

が不足することから、事業主体である木城町及

び日南市の学校法人において事業が繰り越しと

なるものでございます。

続きまして、下の（３）の繰越明許費の変更

でございます。表の下のほうの山村・木材振興

課の欄の林業・木材産業構造改革事業としまし

て、先ほど明許繰り越しの追加で説明しまし

た9,140万円に、中ほどに今回分というところ

がありますが、１億7,218万円（３件）を加え

まして変更をお願いするものです。これは２月

補正の追加で御説明しました事業で、同じく国

の２次補正予算の関係によりまして工期が不足

することから、事業主体である県森林組合連合

会等において繰り越しとなるものでございま

す。

山村・木材振興課関係の説明は以上でござい

ます。御審議方よろしくお願いいたします。

それでは、その他の報○大坪施設調査対策監

告事項といたしまして、エコクリーンプラザみ

やざき問題について御説明をいたします。

常任委員会資料の４ページをごらんくださ

い。前回の委員会以降の状況につきまして４点

に分けて整理をいたしております。

まず、①浸出水調整池の補強工事についてで

ございます。アの入札ですけれども、公社では

２月３日に入札を行いまして、不動テトラ、西

條組、五幸建設で構成します共同企業体が12

億2,850万円で落札をいたしまして、２月10日

に契約をいたしております。それから、イの現

場事務所の設置ですが、上記の共同企業体では

２月20日から現場事務所の設置工事に着手をし

まして、既に完成をしていると聞いておりま

す。それから、ウの地元対策協議会との協定締

結ですが、公社では、工事に伴う公害防止協定

を３つの地元対策協議会と締結をしまして、

県、宮崎市、国富町も立会人として参加してお

ります。そのほか、公社のほうでは、施工監理

業務についても入札を行いまして、オリエンタ

ルコンサルタンツが2,184万円で落札をいたし

まして、２月３日に契約をしております。

それから、県では、工事の円滑な実施を支援

するために、技術支援会議、環境森林部の技術

担当次長を会長とします会議を２月16日に設置

いたしました。後ほど参考資料のほうで説明を

させていただきます。

次に、②の費用負担の協議についてでござい

ます。アの関係11市町村長会議の開催ですが、

１月27日と２月16日、２回ほど実施をしまし

た。補強工事の費用負担に関する会議を行いま

して、以下の点について、担当課長レベルで具

体的に協議をしていくということになったとこ

ろでございます。１点目は、負担割合について

は裁判等の結果を踏まえ、責任の所在の明確化

を図り、それに基づき決定する。ただし、耐震

工事等新たに付加した分については別途整理す

る。２点目は、工事に支障が出ないように、工
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事費については、責任の問題と切り離して緊急

避難的に県と市町村で折半して立てかえ、公社

に貸し付ける。３点目ですが、その他今後発生

する補修工事等に備えるため、施設の操業に

伴って発生しております売電及び有価物販売の

収入を公社に留保するようにするということ

で、以上のような内容につきまして詳細に議論

すると、具体的に議論するということで、イの

担当課長会議を３月３日から始めたところでご

ざいます。今後、一定の合意形成を目指しまし

て、成案がまとまりましたら、確認書を締結す

る予定でございます。

それから、右側の５ページをごらんくださ

い。③の公社組織の改革についてでございま

す。まず、アの外部調査委員会の提言ですが、

外部調査委員会の調査報告書におきまして、今

後の公社のあり方について次のような提言がな

されたところでございます。１点目が、責任の

所在が明確で効率的な組織体制の確立を図るこ

と。２点目が、安定的な経営が可能な財務体質

の強化を図ること。３点目が、開かれた公社、

信頼される公社としての再生を図ることであり

ます。それを受けまして、公社のほうでいろい

ろと検討されました結果、イの公社理事会にお

ける素案の説明というのが２月17日になされて

おります。その日行われました臨時理事会にお

きまして、理事会の構成変更等に関する素案の

説明がございました。関係機関と調整の上、今

後、３月下旬の理事会で決定していくというこ

とでございます。具体的には、理事会について

は、事業参画市町村11市町村を中心とした構成

にすること。評議員会については、地元対策協

議会等も含めて構成をするということ。また、

公社のあり方、事務局体制につきましては、今

後、抜本的に検討していくとの説明もあったと

ころでございます。

次に、④の法的解決に向けた取り組みについ

てであります。まず、アの公社の対応ですが、

２月17日に開催されました臨時理事会で次の事

項が決定をされております。１点目が、外部調

査委員会の調査報告書を踏まえ、さらなる事実

確認と公社に損害を与えた者に対する責任を問

うため、当時在籍した理事長以下の役職員を対

象に背任罪の疑いで告訴すること。２点目が、

捜査当局から資料提供等の協力依頼があった場

合は、これに全面的に協力すること。さらに、

業者に対して、専門家と協議した上で損害賠償

請求を行う予定であることも報告をされており

ます。

次に、県の対応ですけれども、県としまして

も、２月16日の市町村長会議の席上、次のよう

な理由によりまして、刑事告発を行う意思があ

ることを表明いたしました。今後、専門家や県

警とも協議しながら内容を詰めていくこととし

ております。１点目が、外部調査委員会の報告

書を精査した結果、犯罪の疑いが払拭できない

こと。２点目は、関係市町村長や地元住民から

徹底的な真相究明と法的な責任の所在の明確化

を求める声が強いこと。３点目が、刑事訴訟法

上、公務員には告発の義務が課せられているこ

とであります。あわせまして、当時在籍した県

職員につきましては、行政処分を検討している

ところでございます。さらに、廃棄物処理法に

基づく県の責任に関しましても、その具体的内

容について環境省からの回答文書を踏まえ、さ

らに検討を行っていくことにしております。こ

の点につきましては、後ほど参考資料で御説明

をいたします。

次に、６ページをごらんください。先ほど触

れました技術支援会議についてでございます
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が、今回の工事施工に万全を期すために、県と

しましても、右上にございます対策本部の下に

網かけで記していますけれども、環境森林部次

長をキャップを、関係課長から成ります技術支

援会議を設置いたしまして、その下に所掌事務

と整理していますけれども、施工監理業務の支

援、工事検査業務の支援を行うことといたしま

した。職員が定期的に現場に行きましたり、こ

の会議で必要な報告、検討を行ったりしなが

ら、技術的な面からも公社を支援してまいるこ

ととしております。

次に、７ページをごらんください。先ほど触

れました環境省からの回答文書の内容でござい

ます。実際の回答文書はその次の９ページにつ

けております。それから、その前提となります

本県からの照会文書は10ページ、11ページに添

付しておりますが、わかりやすくごらんをいだ

くために７ページ、８ページにその内容をまと

めましたので、こちらのほうで説明をさせてい

ただきます。

今回、環境省のほうに照会した事項は３点ご

ざいます。そこに照会事項１、そして右側に

２、３と記していますけれども、３点照会をい

たしております。

まず１点目が、廃棄物処理法第15条の16の規

定によりまして、環境大臣の権限に属する事務

の一部が、政令で定めるところにより都道府県

知事が行うというふうにされております。その

事務の具体的内容はどういうことかということ

をお尋ねしたものでございます。

県知事のほうに委任されているものは３つご

ざいます。１点目が15条の８について、15条

の13について、15条の14についてということ

で、県知事にはこの３点が委任されている状況

でございます。

まず、左上の第15条の８についてですが、そ

の下の四角の中に該当条文を記載しております

が、環境省からの回答はこれをそのまま引用し

たものとなっております。環境省の回答、ゴ

シック体のところですが、「知事の行う事務

は、センターが毎年度作成した、事業計画書及

び収支予算書を受理すること並びに毎事業年度

終了後作成した、事業報告書及び収支決算書を

受理すること。また、事業計画書又は収支予算

書を変更しようとするときも同様」であるとい

うふうな回答になっております。

それから、その次の15条の13につきまして

も、同様に四角の中に条文を記載しています

が、こちらのほうもそれをそのまま引用したよ

うな回答となっております。環境省の回答です

が、「知事の行う事務は、法第15条の６各号に

掲げる業務の適正な運営を確保するために必要

な限度において、センターに対し、当該業務若

しくは資産の状況に関し必要な報告をさせるこ

と並びにその職員にセンターの事務所に立ち入

り、業務の状況若しくは帳簿書類その他の物件

を検査させること」となっております。

さらに、右側ですが、第15条の14につきまし

ても、同様に四角の中に条文を記載しています

けれども、それと同様の回答内容でございま

す。「知事の行う事務は、法第３章の２」これ

は廃棄物処理センターのことですけれども、

「の規定を施行するために必要な限度におい

て、センターに対し、法15条の６各号に掲げる

業務に関し監督上必要な命令をすること」とい

うことでございます。

それから、２点目の照会事項ですが、これ

は、外部調査委員会の調査で明らかになりまし

た、平成17年の２月に公社からの報告を受けた

際の県の対応について問題がなかったかどうか
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を聞いたものでございます。それに対しまして

環境省からの回答ですが、照会事項の四角の下

になりますけれども、「知事には、センターが

法第15条の６各号に掲げる業務を適正かつ確実

に実施することを確保するため、必要な監督等

を行うことが求められる」というふうになって

おります。さらに、公社が不十分な報告等を

行った場合の罰則規定に関しましてですが、

「なお、センターが、法第15条の13の規定によ

る報告をせず、又は虚偽の報告をしたときに

は、法第31条第３号の罰則が適用される」とい

うことで、30万円以下の罰金に処するという罰

則が適用されるとの回答になっております。

最後に、３点目の照会事項でございますが、

これは廃棄物処理センターに指定された、今回

は公社になるわけですが、そこが実際に処理施

設を設置しようとする場合に、センター事務の

一部を委任された都道府県と施設の許可権を与

えられた市との関係についてお尋ねをしたもの

でございます。それに対しまして環境省からの

回答ですが、「法第15条の16に基づいて知事に

委任されている事務は、センターが行う法第15

条の６各号に掲げる業務の適正な運営を確保す

るためのもの。法第８条（一般廃棄物処理施

設）、第15条（産業廃棄物処理施設）の規定に

基づき廃棄物処理施設の設置を許可した市長

は、施設の構造及び維持管理が基準に適合し、

施設の設置に関する計画及び維持管理に関する

計画に適合するよう指導監督を行うもの」とい

うふうにされておりまして、この点につきまし

ても、特に具体的に示されたという状況ではご

ざいません。

したがいまして、今後、ほかの県でどのよう

に事務処理を行っているのか、あるいは施設の

許可権のある市との関係をどのように整理して

いるのか、そういったことを調査しますととも

に、法律の専門家である弁護士にも法解釈を協

議するなどしまして、この法律事務の執行に遺

漏がないように、さらなる検討を行っていきた

いというふうに考えているところでございま

す。

説明は以上であります。

執行部の説明が終了しました○宮原委員長

が、ここで５分休憩をとりたいと思います。

午前11時６分休憩

午前11時10分再開

それでは、委員会を再開いたし○宮原委員長

ます。

議案第42号、44号、45号、46号、63号につい

ての質疑はありませんか。

手続がよくわからないのでお聞き○外山委員

をしたいんですが、201ページの木の香あふれ

る街づくり推進事業の減額1,700万余、これは

事業者が事業計画をやめたので減額補正という

ような説明だったですね。そういうことでいい

んですか。

そのとおりです。○楠原山村・木材振興課長

そうしますと、補正の第63号で、○外山委員

同じ事業で6,400万の予算計上してあります。

単純に考えれば、同じ事業でここで当初の補正

で減額にしなくて、これを使えばいいようにあ

るんだけど、何でここで一度減額してしまわな

くちゃいけないんですか。

２月補正の木の香○楠原山村・木材振興課長

あふれる街づくり1,700万の中には、県単独の

事業の分と国庫を使った事業があります。特

に、先ほどの２月補正の中での国庫の分は、幼

稚園等で設置します木製遊具、例えば滑り台と

かそういうのに現在通常の国の予算で補助が来
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ておりまして、それ以外の例えば保育園の木造

の建設とかそういうのは県単で現在やっており

ます。ところが、今、委員おっしゃいました63

号、47ページの木の香あふれる街づくり推進事

業の6,400万は、今度国の２次補正によりまし

て、今回だけ、公共施設と民間事業体も含めま

して木造建築に補助しますという補正対応が出

ましたので、これについて要望をとりまして、

先ほど言いました日南市の学校法人、木城町の

町営住宅が補助対象で国費を使ってできるとい

うことで追加補正をお願いしたものです。

ということは、事業のネーミング○外山委員

はほとんど同じだけど、中身が違うんですね。

当初の減額補正というのは、内装だけではなく

て机とかそういうものもつくる事業だけど、今

度のはちょっと違うということですか。

事項の細事項の中○楠原山村・木材振興課長

ではそういうことになります。

もう一度。○外山委員

従来の国庫補助事○楠原山村・木材振興課長

業は木製遊具等に補助になっていますけれど

も、今回は追加補正で木造建築になったと。で

すから、県単の減額の分と国庫で追加の分は細

部でいいますと違います。

事業名は一緒ですね。○外山委員

そうです。○楠原山村・木材振興課長

事業名が一緒でも中身が少し変わ○外山委員

ると、最初のものは減額でゼロにして新たに組

み立てなくちゃいけないということになるんで

すか。

この木の香あふれ○楠原山村・木材振興課長

る事業は、国費を使った事業とか、県単を使っ

た事業とか、幾つか中身を分けております。先

ほど言いました1,700万は県単独の分です。今

回増額の分は、国費を6,400万使って木造建築

を行うというものであります。

そういう仕分けというか、手続を○外山委員

しなくちゃいけないんですか。私なんかアバウ

トに考えると、同じ事業の中でそこまで細かく

しなくても、同じ事業費の中だから、続けてそ

れを使っていけばいいような感じがするんです

けど、手続上そうしなくちゃいけないんです

か。

１つは、財源が国○楠原山村・木材振興課長

費と県単という分がありますが、もう一つは、

２月補正の時点では２次補正の分が間に合って

おりませんので、２月補正が確定してから、再

度国の２次補正予算に伴うものを掘り起こしし

て追加補正をお願いするということで、時期も

若干違うということになります。

172ページ、水質環境基準等監視○長友委員

の事業ですけれども、1,125万9,000円の減額、

先ほど委託料が安かったというようなお話でし

たけど、この事業自体としてはどれぐらいの予

算を見込んでおられたんですか。

当初が3,236万3,000円、補○堤環境管理課長

正後が2,110万4,000円でございます。

そうしますと、3,000万の事業○長友委員

で1,000万安くやられたということですけれど

も、それで当初予定しておった監視事業ができ

るのかどうか、その辺の内容はどうなんでしょ

う。

この事業は、河川とか海域○堤環境管理課長

あるいは地下水の分析の委託事業ですけれど

も、19年度から入札にいたしました。その関係

で入札で安くなっております。私どもは、精度

管理というのが非常に大事でございますので、

県外でも全く実績がないところについては、19

年度は、水質関係ではないんですけれども、実

際に静岡まで技術職員を派遣しまして、分析機
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器であるとかその経過について調査をさせたり

して精度管理を行っています。この水質環境基

準監視につきましても、今までとデータが大き

く変わっているような場合とか、あるいは基準

を超えた場合には、改めて衛生環境研究所で再

検査するとか、あるいは、同じ測定地点で同じ

ものを県と委託機関で分析してクロスチェック

をすると。そういったことで精度管理を行って

おります。これまでは随意契約だったんですけ

れども、水質分析の積算というのは非常に難し

くて、１項目を１検体だけやれば人件費とか試

薬代で積算できるんですが、まとめて10検

体、20検体やるとコストは下がってくるという

状況がございますので、測定機関によってコス

トが違うということがありまして、実際には非

常に安い金額で落札されているという状況でご

ざいます。

事業の質が確保されるということ○長友委員

が大事でしょうし、逆に言うと、今まで高かっ

たんじゃないのという話にもなりますけど、節

約したということはそういったことになるわけ

ですね。事業の質が確保されることが大事で

しょうから、その辺はしっかり内容を見ていた

だきたいというふうに思います。

それから、次の173ページ、浄化槽の整備事

業、2,979万の減額になっております。市町村

の希望基数が下回ったということですけれど

も、今回の代表質問か一般質問かどちらかで出

ましたけれども、公共下水道事業のランニング

コストが非常に地方の財政を圧迫するというこ

とで、県のほうも下水道処理の計画を見直し

て、市町村の事業等を入れるような方向に少し

改正をしたということでございました。また、

今度の基金にも、206の事業というか、さまざ

まな雇用対策とか景気対策を盛り込んだ事業を

行うその一つのメニューの中に、206のメニュ

ーの中に、浄化槽に関する事業も入っているん

です。これは市町村ともさらにしっかり話をし

て、今からやる公共下水道事業というか、本当

に将来の財政をしっかり見通した上で、住宅密

集地だから公共がいいというのであればそれは

やらなくちゃいけないし、そういうところでも

市町村型の合併処理浄化槽を入れたほうが今か

ら先はいいということであれば、その辺の検討

というのを十分してもらわなくちゃいけないと

いうふうに思います。したがって、その辺との

調整を、これは要望にしますけれども、しっか

り図っていただきたいという気がします。こ

れ、減額になった内容だけ教えてください。ど

んな感じで。県全体だから少なくなったという

ことでしょうけれども。

市町村は、20年度のを要望○堤環境管理課長

する場合には、その前の年の８月ぐらいに県の

ほうに要望を出してまいります。それで予算を

つくっていくわけです。市町村としては、例年

どおりの予算を確保するという意味もあって要

望してくるわけですけれども、実際はそれより

も新築住宅の着工件数が減ってきているという

こともありまして、２月補正で減額をしている

という状況でございます。

不自然な数字じゃなくて、妥当な○長友委員

数字ということで理解をいたします。先ほど申

し上げましたように、今後の下水処理等に関し

ては、将来の財政を見通した上での方向性を

持っていただきたいというふうに思います。

それから、177ページ、産業廃棄物処理対策

推進費、減額5,837万のうちの７番、公共関与

推進事業、これは4,081万ぐらいの減額になっ

ておりました。先ほどの説明では、エコクリー

ン公社の運営補助等の執行残という説明でした
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けれども、この部分に関してはもともと幾らの

予算づけになっていたわけですか。

8,000万円でござい○道久環境対策推進課長

ます。

8,000万が4,000万減額というの○長友委員

は、約半分ということになるんですけれども、

どうしてこういうことになったんでしょうか。

この補助金につきま○道久環境対策推進課長

しては、公社の管理運営に支障が生じないよう

にということで、18年度から毎年当初で8,000

万円計上させていただいております。最終的

に、年度末になりまして、補助必要額というん

でしょうか、そちらのほうを補助することとし

て、残りにつきましては補正で減額させていた

だくという形を例年とらせていただいておりま

す。以上でございます。

どんなことが起こるかわからない○長友委員

ので、割と多目に設定をされているという感じ

は受けます。ただ、運転を始めて３年目ぐらい

に入ってきているわけです。それあたりが落ち

ついてくるのであれば、適正な予算の計上、執

行という形が望ましいんじゃないかと思います

ので、その辺はまた状況を見ながらよろしくお

願いしたいと思います。

63号、追加補正ですけれども、景○蓬原委員

気対策というか、国もようやくきのう本格的に

決まったわけですが、23億8,000万ということ

で、一区切りというか、森林組合等と建設事業

者との連携による作業道の整備に要する経費と

いうことで、路網整備地域連携モデル事業と

なっています。それをもうちょっと詳しく。先

ほどおっしゃったんですが、結構早口だったの

で、何路線だとかいろいろおっしゃたんです

が、これで期待できる景気対策効果というか、

わかりやすく御説明いただくとありがたいんで

すけど。

内容としましては、これ○徳永森林整備課長

は緊急雇用対策ということで１年度だけの事業

となります。従来は森林組合が作業道をつくっ

ておりましたが、緊急対策ということで、今回

は、山村地域の建設産業が大分事業量が減って

きているというものを踏まえまして、森林組合

と建設業を連携させて作業道を抜いていきま

しょうということで、その連携の仕方は今から

検討する必要があります。例えば、森林組合と

建設業が共同体をつくって一緒に作業道を抜い

ていくというような仕組み等は、これからモデ

ル的なものを検討していく必要はあると思うん

ですが、そういう仕組みをつくって、従来は作

業道を１メーター開設するのに大体4,700円か

ら6,700円ぐらいかかります。普通の作業道

は。今回、メーター１万4,000円の国費が来ま

すので、１万4,000円で作業道をつくってしま

えば森林所有者の負担がないということになり

ます。負担がございませんので、１年限りの事

業であるんだろうと思いますが、それを15市町

村で25路線の約17キロでやりたいというふうに

考えております。近年、作業道による災害の発

生、起因するという部分もありますので、ある

程度建設産業の技術的なものも森林組合が導入

しながら、災害に強い作業道を今後つくってい

くというモデル的な仕組みづくりのねらいがあ

るというふうに考えております。

漠としてある程度わかりました○蓬原委員

が、そうなったときに、森林組合と建設産業と

の 13億8,000万の大雑把な割合というのはどう※

いうふうな割合になるんですか。共同企業体を

つくるにしても。イメージというのはもうでき

上がっているんですか。

※18ページに訂正発言あり
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イメージとしましては、○徳永森林整備課長

これを半分半分でするというのはまだイメージ

していないんですが、今考えておりますのは、

作業道をつくるための木の伐採については森林

組合にやっていただきまして、作業道の線形と

か森林所有者等との交渉等、いわゆる施業管理

の面について森林組合にしていただきまして、

作業道をつくる部分について建設業に入っても

らうというイメージかなというふうに思ってお

ります。山村地域では、昔、林業をやっていた

人が建設業をやっています。今、山村の建設業

は非常に苦しい状況にありますので、ここをも

う一遍林業と連携させたい。それをモデル的に

やりたいというイメージなので、森林所有者と

の交渉とか施工管理についてはできるだけ森林

組合にやっていただいて、開設については建設

業でやっていただくと。

それで、この２億3,800万につきましては、

今まで森林組合がやっていた仕事が建設業に流

れるんじゃないかというイメージがあります

が、これは新たな別枠として２億3,800万、今

までの枠とは別枠で連携分をつくったというふ

うに理解していただいたらいいと思います。

済みません、２億3,800万の間違○蓬原委員

いでした。25路線、17キロ、15市町村というの

は、既にある程度こことここというのが決まっ

ているんですか。

国から予算の案内がござ○徳永森林整備課長

いましたときに照会をいたしまして、15市町村

決定をして、その要望に応じて国に予算を要求

いたしまして、満額要求が通ったということで

ございます。

15市町村はどこですか。○蓬原委員

西都市、川南町、木城○徳永森林整備課長

町、西米良村、串間市、日南市、椎葉村、諸塚

村、美郷町、五ヶ瀬町、日之影町、宮崎市高岡

町、野尻町、小林市の15市町村になります。

森林整備課、190ページです。水○長友委員

を蓄え、災害に強い森林づくり事業費というこ

とで、２億2,000万程度が今回１億7,900万とい

うことになるわけですけれども、その解説の中

で、事業費確定に伴うというふうになっていま

す。要するに、植栽未済地というか、さまざま

な解消を図っていく上で山づくりというのは大

事になってくると思うんです。広葉樹林等推進

事業費とか、あるいは針広混交林、４番目の公

益的森林への誘導啓発、こういうのが減額に

なっているわけです。これはどういう状況でこ

れだけ減額をしなきゃいけなかったのか。どれ

くらい予算を考えておられてそうなったのか。

この減額の主なものは、○徳永森林整備課長

１の広葉樹造林事業は、重要な山を伐採した後

に広葉樹を植えて災害に強い山にしましょう

と。ダムの上とか人家の上、そういう災害を防

ぐようなところについて、森林所有者と市町村

が協定を結んでいただきまして、それで県が広

葉樹を植えましょうという事業でありますが、

先ほど委員がおっしゃいましたように、植栽未

済地対策の解消の中で、40ヘクタールはこれで

やりましょうということで計画を立てておりま

した。当初76ヘクタールの計画を立てておりま

したが、実質56ヘクタールとなりまして、予算

にいたしまして3,391万5,000円の減になったと

いうのが１点でございます。

２番目の針広混交林造成事業は、杉林等を間

伐を強くやって、下に広葉樹を発生させて針広

林に導こうという手法ですが、それにつきまし

て、計画が当初340ヘクタールあったものが307

ヘクタールになって810万減ったということで

あります。
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分析といたしましては、１番の広葉樹造林に

つきましては、森林所有者といたしましても、

杉を切った後に経済林としてまた活用したいと

いう方が多くて、自分の山に広葉樹を植えてい

いよという御理解をいただくのに相当あるんで

すが、それは県として、行政として進めていか

ないといけないんですが、市町村との協定を結

ぶまでに数字に達し切れなかったということが

原因の一つだということで、森林所有者の理解

を求めていくということが大事かなというふう

に思っています。

今おっしゃったとおりだろうと思○長友委員

います。所有者というものがあるから、こっち

がこうしたいとやった部分とその差が出てくる

というか、それはあると思うんですけど、理解

をいたしました。

自然環境課に２点お伺いいたしま○松田委員

す。今回の補正が、市町村の取り組みが少な

い、減少したからという原因を聞いた箇所が２

カ所あったように覚えておるんですが、ま

ず、183ページ、わが町のいきいき森林づくり

推進事業費、こちらのほうがなぜゆえに市町村

の取り組みが少なくなったのか、お示しいただ

けますか。

先ほども説明しましたけ○飯干自然環境課長

ど、今年度からの新規事業であったということ

でございます。なかなか当初の市町村の予算の

対応が難しかったのでございますが、予算上は

計画量を30ヘクタールしておりましたけど、現

実的には４市町村の６カ所の25.53ヘクタール

ということで、面積量的にはほぼ確保できたん

じゃないかと。それと、購入単価が想定してい

たより安かったと分析しております。今、要望

をとっておりまして、次年度以降は達成できる

ようにしたいと思います。

参考に４市町村をお教えいただけ○松田委員

ますか。

綾町、西米良村、えびの○飯干自然環境課長

市、木城町でございます。

続きまして、同様の原因で補正に○松田委員

なったところがありました。185ページ、鳥獣

保護対策費、電気さく等々という説明をいだた

いたんですが、こちらのほうも市町村が大変熱

望、渇望しておった事業であったかに思います

が、これが市町村の要望が少なくなったその原

因のほうをお示しください。

電気さくの設置につきま○飯干自然環境課長

しては、事業費の負担割合が、県が３分の１、

市町村が３分の１、受益者が３分の１でござい

ます。前年度のほぼ要望量に応じて予算化して

おりましたけれども、ある市町村、２つほどご

ざいまして、市町村予算の追加ができなかった

ということが第１点。それと、本年度からシカ

の有害鳥獣対策において１頭当たり5,000円の

助成をするということで、そちらのほうの効果

もあったんじゃないかと考えているところでご

ざいます。

参考までに、シカの5,000円の補○松田委員

助のほう、利用度合いはどのようなものか。顕

著に出ているのか、お教えいただけますか。ま

だ出ていないんでしたっけ。

11月15日からの狩猟期に○飯干自然環境課長

ついては対象としておりませんので、14日まで

の狩猟期間以外の有害捕獲では、2,000頭の計

画に対しまして約1,850頭を捕獲しておりま

す。残りは、３月15日から南九州４県の一斉捕

獲もございますので、達成できるのではないか

と考えております。

了解しました。ありがとうござい○松田委員

ます。
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ほかにございませんか。○宮原委員長

177ページの一番下の産業廃棄物○坂口委員

税基金積立金のところをもう一回詳しく説明

を。

こちらのほうにつき○道久環境対策推進課長

ましては、廃棄物処理業者、収集運搬業者の方

が廃棄物の重量をはかる。トラックスケールと

いうらしいんですけれども、そちらのほうに対

しまして２分の１以内、限度額が200万円…

…、失礼いたしました。こちらのほうの積立金

の増額につきましては、19年度事業で財源とし

て充てていた事業が、２月補正で昨年度減額い

たしました。そして最終的にどうなったかとい

うことで、683万7,000円という金額ですけれど

も、こちらのほうが執行残として残ってしまっ

たということでございます。それに基金の利息

等の確定がございましたものですから、こちら

のほうでトータル719万円の増額補正をお願い

いたしているところでございます。以上でござ

います。

181ページの自然保護対策費の中○坂口委員

の自然環境保全審議会の67万9,000円減額で

す。審議会はどういう内容のものをどういう頻

度でやっているのかということと、審議会の位

置づけですね、義務づけとかそういうのはどう

なっているんですか。

自然環境保全審議会の中○飯干自然環境課長

に５つの部会がございます。具体的には、自然

環境部会、鳥獣部会、温泉部会、沿道修景美化

部会、野生動植物部会ということでございまし

て、それぞれの案件は各部会において決定され

て答申をされますが、今回は、全体の総会に審

議会に諮るような案件がございませんでしたの

で、開催しておりません。そのための減額と

なっております。

全体予算はどれぐらいで組んでい○坂口委員

るんですか。会合１回で大体どれぐらい５つの

部会を。

全体では104万円で組ん○飯干自然環境課長

でおります。

そこから答申なりが出る。今回は○坂口委員

必要なかったとか、答申が出るということにな

ると思うんですよ、その部会で。今回こういう

テーマでこういうことを審議してもらうことが

必要だというのは、行政が問題意識を整理し

て、そこに放り込んで開催される性格の審議会

なのか。常設しておいて、審議会自体がその必

要性を感じたときに、自分らがテーマを決めて

審議していって答申を県に上げてくると。性格

的にはどちらになるんですか。

審議会の下部組織の各部○飯干自然環境課長

会が個別の案件を審議します。部会も今回８回

の予定だったんですけど、５回の開催の減もご

ざいます。それを踏まえて、最終的に大きな問

題を全体の審議会の総会で審議をするというこ

とになっております。

審議会とかそういうぐあいにし○坂口委員

て、法的にそれが義務づけられているのは別で

すけど、こういったたぐいので、開かなかった

年もあるとか、何もしなかった年もあると。審

議会とやっておくと、毎年当初予算で、前年何

ぼだからということで最初に審議会ありきの予

算になっていくと思うんです。審議会を開いて

中身が上がってこなかったとか、予算を組んだ

けど一回も会合をやらなかったというのは、全

体的に再検討すべきじゃないかという気がして

お尋ねしたんです。それがなければ施策を組み

立てることもできないとか、そこから例年予算

に伴っただけの価値ある答申が上げられてき

て、確かに県政の誘導策にそれが機能したり、
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あるいは具体的に新たな事業なり施策の立ち上

げにつながったり。これは一回見直すときに来

ているんじゃないかという気がしているもので

すから、たまたま減額されているのと、審議会

と銘を打たれているということでお尋ねしたん

です。

次に、森林整備課ですけど、189ページで

す。一番上の升のところの公共工事品質確保強

化対策費、これは当初予算ではゼロで、補正

で1,376万6,000円組まれて、34万8,000円が

残ったということになる。当初必要がなくて、

途中で品質の確保に係るような対策費が必要に

なってきたということは、何らかこれを立ち上

げる必要が品質の面において出てきたと理解す

ればいいんですか。

これは公共三部で県の技○徳永森林整備課長

術推進機構、いわゆる入札改革をやる中で低入

札がふえるということで、三公共から推進機構

に８人分の人件費、人件費といいますか、調査

委託費として払っておりまして、県土整備部が

６人、農政が２人、環境森林部が２人というふ

うに低入札の……。

６、２、２だったら10人にならん○坂口委員

ですか。

済みません、県土整備部○徳永森林整備課長

４人です。計８人で現地を調査していただくと

いうことになっております。これは当初から組

んでおりまして、補正前の1,376万6,000円を当

初で組んでおりました。

そうすると、１つには、これが例○坂口委員

の平成19年度で、検査が必要だという低入札対

象が３部合わせて202カ所あった。結果的に102

カ所に１回ずつしか検査に行っておられなかっ

た。だから、品質の確保がちょっと心配だと県

が専門的に判断しながら、とうとうチェックで

きなかったというのが半分あったわけです。し

かも３カ月、半年、１年かかる工期の中でたっ

た何時間か見ているだけなんですね、半分の現

場も。予算が減額されていく中で新規で立ち上

げたということは、必要性はかなりある状態だ

と思うんです。21年度に向けて、そういった反

省を振り返って、将来残す施設として責任の持

てないものを今、合格させているということで

すね、県は、公共事業で。心配はあるけど、

チェックしないまま合格させて受け取ってしま

いましたよということ。21年度に対してこの状

況をどうつながれるわけですか。

この制度は、委員おっ○徳永森林整備課長

しゃるとおり、現場監督と事務所の監督という

目的が１つありまして、もう一つは下請に対す

るしわ寄せをやっていないかどうか等も含めて

現場を見て、悪いときにはそれを発注者側に報

告してもらうと。最終的に県の監視委員会に報

告するというシステムをとっているんですが、

工事そのものを県が引き取れるかどうかといい

ますのは、最終的には工事専門がやる完成検

査、それに基づいて県は完成を引き取ると、目

的物を引き取るという形になりますので、あく

までも、施工中の段階でできるだけ完成時に不

備がないようにしていこうということが目的だ

というふうに認識しておりますので、21年度に

ついてもこの８人体制で、環境森林部としては

２名体制でやっていきたいということを考えて

おりまして、環境森林部の20年度に実施した箇

所につきましては、114件中28件を実施してい

ただいているところです。

ということは、これはあってもな○坂口委員

くても、総合検査で合格すれば受け取れるんで

すよということになるんですね、契約の内容に

よっては。しかしながら、新たに立ち上げたと
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いうことは、低入札が始まって、段階的に確認

していったり指導しないと、結局品質に影響が

出てくる可能性のある案件がありますと。だか

ら、新たに監視員が必要になりました。しかし

ながら、限界があるから、半分ぐらいしかやっ

ていませんと、公共三部では。それもたった１

回ですということは、あってもなくてもいいけ

ど、品質自体は心配だ、完成検査だけじゃ見抜

けないんだ、見抜けないけど受け取っているん

だというのが現状だということでしか理解でき

ないんですね、今の説明では。

いわゆる検査業務という○徳永森林整備課長

ものと……。

わかっていて聞いているんです。○坂口委員

だから、今これがなくても契約をすれば品物は

受け取れますよと。100％合格しています

と。65点以上ありますと。だけれども、低入札

でこの価格でできるわけないよと。例えば地方

自治法からいっても、あるいは建設業法から

いっても、下請の保護に関する法律からいって

も、品確からいっても、公共事業の適正化に関

する法律からいっても、いろいろ心配な点があ

る。全体に発注者は責任持って、何十年先にも

安全な施設でなければならないんだと。エコク

リーンみたいになっちゃだめなんだと。その心

配がある価格で契約を今やっているから、何千

件という契約案件の中から何百件かはその対象

箇所だ。危ない、監視しよう、だから必要だと

立ち上げた新規事業でしょう、これ。

そのとおりです。制度的○徳永森林整備課長

には。

202カ所あったんですよ、平成19○坂口委員

年は、発注者が判断した箇所が。それを対象の

箇所に102カ所しか入っていないんです。１カ

所二度入っただけでほかは１回です。これはそ

ういうことで確保に責任持てる予算なのと。だ

から、必要なければなくすべきだし、だめなら

品質の確保に責任持つべきです。発注者責任が

あるんです。

予算を組んでいるという○徳永森林整備課長

ことは、そういう意味があるんだろうと思いま

す。しかし、契約上の話をさせていただきます

と、途中の指導を、確かにそういうことが起こ

り得るので、検査の制度におきましても、中間

検査をふやしたり、そういう制度は検査の制度

の中でやっております。それプラス、こういう

監視を置いてやっていかないといかんのじゃな

いかということでこの制度を発足したというふ

うに考えております。

新たなチェックで現場をチェック○坂口委員

する頻度をふやしたということですね、中間検

査とかそういう段階確認をふやした。今の説明

は。現実的には減っていますね。総合評価に時

間をどれだけ新たに使いだしたですか。内部処

理の問題ですよ。クレームへの対応、質疑への

対応、総合評価での審査書類の審査、これで残

業がどれぐらいなっているか。土日出勤がどれ

ぐらい出てきているか。公共三部ですよ。有給

休暇はどれぐらい消化しているか。ふえた時間

量は何のためなのというと、自分らを守るため

の作業ですよ。そして、今、現場に出ていく頻

度が、必要性がふえてきたというけど、現場に

出ていっている時間を調べてみらんですか。

減っていますよ。それで品質の確保に責任持て

ますか、何十年先の。手抜きが見抜けますか。

手抜きがあるとは言わない。可能性があるから

そういう現場が出てきたわけでしょう。チェッ

クが必要になったわけでしょう。出せないわけ

でしょう。これはなくすかふやすかどちらかの

判断を迫られていると僕は思うんです。必要か
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必要でないか。必要ならばやっぱり品質確保を

やるんだ。発注者責任という新たな責任が出て

きたんですよ、品確法というのが。

そうやって低入札、低入札と県は言っている

けど、裏で見えない負担がそれだけふえてきま

したよ。リスクもふえましたよ。さっき環境管

理課長も言われた。水質保全で、東京まで職員

を出して、本当にそれをやれる会社か、大丈夫

なのか調べるということは、その検査を行った

からかかる経費なんです。だから、競争させて

去年に比べて安くできましたといっても、新た

な経費がこれだけ出てきていますよ。リスクも

出てきていますよ。ひょっとしてそこへ行って

検査が間違っていたり、データがおかしい、余

りにも乖離がある。県でお金かけて調べた。そ

のデータはだめだったですよ。こういうリスク

が出てきたということ、今の競争入札制度の導

入、市場原理主義の導入で県はこれだけのリス

クを皆さんにかぶせて責任持てない状況ですと

いう説明は何らないじゃないですか。今、課長

だって正当性を主張するけど、そうじゃないで

すよ。品質を確保するために検査を強化しな

きゃだめなものが出てきた。本当に約束どおり

の品物をつくってくれるか心配な契約がたくさ

ん出てきだした。チェック体制組もう。しかし

人が足りない。完成検査で点数合格したんだか

らとれるという従来の正当性を主張しているだ

けで、心配事を解決しましたというのは何もな

いじゃないですか。今後、新たなリスクがどう

出てきましたというのは何もないじゃないです

か。

さっきの路網整備だってそうですよ。ちょっ

と時間を稼ぐけど申しわけない。気持ちを申し

上げておく。森林組合あるいは地元の業者さん

に配慮しなきゃいけない。経済対策だ、雇用対

策だといって、結局は公費を出しているんです

よ。経済や雇用が著しく大変だと。一方では、

こういう低入札、手を抜かざるを得ないような

金額で入札させて、県は競争入札制度と言って

いるけど、上限価格を拘束して最低制限価格を

決めるわけでしょう。みんなで競争しろという

わけでしょう。それは最低制限価格をリサーチ

する競争です。最低制限価格による契約相手を

探す競争入札です。そこを高くしたらとれない

んですよ。ここではまった人しかとれないとい

う宿命なんです。だから、自由に競争させてい

ますと言うけど、それは間違いですよ、結果論

でいったら。そこしかとれない競争を導入しま

した。だから、最低制限価格の契約ばかりに

なっていくんですというのが今のあり方です。

それはいいですよ、結果論ですから。

そういうことをやっていて、これから先が僕

は大事だと思うんですけど、例えば皆さんが文

房具屋さんと取引契約される。あるいはいろん

なイベントをやって食料屋さんでもいいです。

あるいは印刷屋さんでもいいです。そこと契約

するでしょう。県と契約したばかりにうちは赤

字で倒産しましたという契約はあり得ないんで

すよ、公契約においては。それは、税金を出動

するときは、必要なものを確保すると同時に、

地域経済への影響を考慮して、社会秩序、一般

的な経済を混乱させない価格で契約をされてい

るからなんです。原資が税金だから。だけど、

公契約の中で、公共工事の契約をしたら、そこ

で赤字を出したことが原因で倒産をしました、

リストラをやっていっていますという現実がこ

れだけ出ているんです。そこに環境森林部長と

しては、税金を出動していくという、環境森林

のトップにおられるという責任から、例えば部

長の庁議がありますよ、県民政策部あたりにそ
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のことをどう提案されていますか。あんたらは

税の出動に対して県政をどこへ誘導しようとし

ているんだ。公共工事での契約をやるごとに業

者は倒産していっている。仲間に聞くと、赤字

だと、契約額は。しかし、それでしかとれない

仕組みを県土整備はやってしまった。我々もそ

れに沿って今、契約をやっていて忍びないとい

うことは提案されないんですか、提言されない

んですか、知事にも県民政策部にも。県民政策

部というのは、そこらの企画調整、あるいは問

題意識すら持っていないと思うんです。この現

実ですよ。環境森林部長名で契約している業者

がそこをやったことで赤字が出ているんです。

それを重ねて倒産に至っている。一方では、経

済対策だ、雇用対策だといって、ある意味じゃ

乱暴ですよね、出し方が。工事だって、今から

だれにどうやってどんな仕事をさせるかわから

ん。そして路網を整備していく。ことしに限っ

ては受益者の負担もありません。災害も起こら

んような立派な路網ができますよと。路網をつ

くったら来年からまた受益者の負担が要って、

そこは雨が降ったら壊れるんですよと。こんな

将来に責任を持たないこと。それをやってでも

雇用を確保しなきゃしようがないと税金投入し

ているんですよ、そこに。一方ではそんな契約

のアンバランスがあるんですよ、公金契約に。

これ、問題意識を持たないですか。部長に。各

論はいいです。

今回の入札制度改革にお○髙柳環境森林部長

いて、いろいろな過去の経緯を踏まえて一定の

こういう判断結果が出されました。いろんな現

象、今出ました低入札価格の問題、あるいは品

質の確保の問題、あるいは建設業者の倒産の問

題、私たちはこの現実はやはりちゃんと見て、

皆様方のあるいは県民の意見を聞いて、今後、

それはいろんな場で検討されるべき事項だとい

うふうに思っております。

今度の代表質問でも一般質問で○坂口委員

も、最低制限改革の率は余りにも乱暴だと、90

％ぐらいにしろというのがありましたね。今後

研究していく、研究していく、研究していくと

いう答弁ですよ。これは部長のところも契約を

持っている以上は責任があると思うんですけ

ど、県土整備部長が代表して答えただけ。検討

して解決できますか。例えば、会計法、予決

令、ここで上限は85％以上にしちゃならないと

元法律があるんですよ。それに従って、県の契

約約款なりあるいはいろんなルールの中で85か

ら下にする。80％から85％にするというのは。

これは85に上げろという悲痛な叫びですよ、業

界からも議会からも。研究する、研究すると

言っています。県がやれない理由というのは会

計法でしょう。なぜそのことを答えないんです

か。会計法が限界です、85％以上は不可能なん

ですと。僕らはほかの努力をしますよ。財務省

に、85％なんて何だ、明治23年じゃないか、予

決令なんて何だと。そんなのが今時の経済に整

合していますかと。この親法律を変えられない

ですよ、こわくて。それだけの度胸は持たない

でしょう、知事も、部長も。長崎はやったです

よ。これは会計検査院とけんか覚悟です。けん

かをするだけの自信を持っていますよ、多分。

間違いですよ、この法律は。現実を伴っていな

い。だから、国土交通省でも、林野庁でも、農

水省でも、最低制限価格85％のところに持って

いくために、ある時期までは純工事費だけです

よ。それから現場管理費を入れて。昨年は今度

は、一般管理費も20％だったのを30％にふや

し、いろいろやっている。でも、法律の中で

やっぱり85％で抑えていますよ。こんな現実が
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あるんだということを知らせなきゃ、余りにも

ひどいと思って僕は聞いていたんです。途中で

とめようかと思ったです。本当に悲痛でした

よ、みんなの頼みは。そして、国土交通省で大

臣にも審議官にも話していますよ、そのこと

は、だめだって、国交省は。今一生懸命やって

いますよ。恐らく何らかのあれが必要というこ

とを年度内に出して４月１日ぐらいに意思表示

するでしょう。それを持っていって、県が仮に

内部検討として、あれだけの短い質問の間でト

ーンが変わってきたから、いろいろ検討とか、

参考にしながらとか、それを外したと。だか

ら、何らかの限界を感じて、やらなきゃいけな

いということをやっていて、仮にあそこで数字

を上げようとしたときに、やっぱり財務省はお

くれますよ。早くても６月か９月。そのときに

数字を決め切らんです。だから、ここは腹決め

をやるのか、限界があるからもうちょっと待っ

てくれと言わなきゃ、業者は一生懸命すがりな

がら倒産していっているんですよ。春先にはや

るとか、春先に国が動いてからこうだと、そう

いうことを僕は県民政策部はしっかりすべきだ

と思うんです。県民政策部がそういった実態が

あることをわからせるような、もうちょっとま

しな議会への対応とか。それから、庁議で、現

実を見据えて問題意識を投げていって、みんな

で解決しようという気がなければ、僕は物すご

く今、県は罪なことをやっていると思うんで

す。本会議なんて物すごく重みがありますよ。

検討したって限界がありますよ、県が国をこわ

がっている以上。国が何だという腹になればそ

れは検討の価値は出てくると思うんです。そこ

をぜひ持ち帰ってここらの方針は示してくださ

いよ。自民党も近々陳情を上げることになって

いる。同じようなあれだろうと思うけど、それ

で同じようなことを繰り返していれば、最終日

には僕は一人でも知事のところに乗り込んでい

こう、それぐらい今腹を決めています。これは

要望でいいですけど、そういう状態をわかって

ほしいです。委員の皆さんにも。今、県がやっ

ていることというのを。

部長、何かありますか。○宮原委員長

私ども公共三部の一つ○髙柳環境森林部長

で、公共事業を担っておりますので、今、坂口

委員のほう、あるいは今回の議会でいろいろ意

見も出たこともありますし、また、要望等もい

ろいろ受けておりますので、これは公共三部の

ほうで、きょうの委員会の御発言も含めまし

て、検討といいますか、つないでまいりたいと

いうふうに思っております。

くどくなりますけど、コスト意識○坂口委員

というのは、これから将来の維持管理費、将来

の利用に耐え得る安全の確保、こんなことを始

めたことによるリスク回避のための新たな人件

費とかチェックのためのもの、トータルで何ぼ

ででき上がりました、だから高い安いじゃない

とだめですよ。契約額が安うございました。競

争して県は一生懸命県民の皆さんの血税を大切

に使っていい仕事をやっていますと、こんなん

じゃだめだと思うんです。トータル的に県民の

ために本当にいい品物をより安く確保できまし

たというのじゃないと、トータルじゃないです

よ、堤課長も僕が言っている意味ははわかると

思うんですけど、リスクを伴っているんです

ね。リスク回避のための経費が新たに、今まで

全く要らなかった予算が東国原知事になって出

動されだしたということを大きく県は責任を感

じたり、そこには何らかのものを県民に出して

いって、これでいいかということを世論を正し

く形成しないと、僕は将来間違うと思うんで



- 26 -

す。要望でいいです。

要望ということでよろしくお願○宮原委員長

いをします。ほかにございませんか。

それでは、もう時間ですので、午後１時５分

から再開をしたいと思います。

暫時休憩します。

午後０時６分休憩

午後１時４分再開

それでは、再開いたします。○宮原委員長

議案についての質疑を引き続き。

199ページ、山村・木材振興課、○外山委員

再度済みませんが、一番下のほうの木質バイオ

マス活用促進事業、先ほどの説明で周辺整備に

増額の1,100万、これはどこにどういう補助を

されるのか、もうちょっと具体的に教えてくだ

さい。

この木質バイオマ○楠原山村・木材振興課長

ス活用促進事業というのは、木材の人工乾燥機

を重油で今使っていますが、端材とかそういう

のを使えるようにボイラーを整備するものであ

ります。20年度は２カ所、都城と日南に整備を

することにしております。都城のサウスウッド

宮崎協同組合、日南市のサファリウッド協同組

合。その中で、都城市のサウスウッド協同組合

で、ボイラーを設置するとき、建物といいます

か、屋根を最初申請していなかったんですが、

国のほうと協議してそれまで追加で認められる

ということで、追加的に整備をするということ

で1,103万5,000円の増額をお願いしているとこ

ろです。

当初予算を組むときにはその辺ま○外山委員

で認められなかったということですか。

特にサファリウッ○楠原山村・木材振興課長

ドにつきましては、11月補正でお願いした分

で、そこまで計画をしていなかったということ

であります。

ほかにございませんか。○宮原委員長

それでは、ないようですので、次に、その他

の報告事項について質疑はありませんか。

エコクリーンプラザに関してです○満行委員

けれども、県庁も人事異動の時期になりまし

た。環境整備公社の役員も任期満了を迎えると

いう時期に来たんですけれども、引き続き県と

しては理事会に役員を送られるのか。また、

今、田中理事長ですけれども、ポストはどうい

うふうになるのか。部長も理事でおられますけ

れども。そういった変更等考えていらっしゃる

のか、お尋ねをします。

理事会につきましては、○髙柳環境森林部長

一応３月で任期ということで、今後の理事会の

あり方については、今までも理事会の中でいろ

いろ意見が出ておりまして、それを踏まえて、

３月の末に行われます理事会の中で決定する方

向で検討がされておるようでございます。な

お、理事長につきましては、これは理事の互選

で決まるということで寄附行為上なっておりま

すので、４月以降については寄附行為上はそう

いう取り扱いになると思います。

引き続き県としては、今、枠とい○満行委員

うか、理事長、あと、理事ですか、何人か出て

いらっしゃいますけれども、その枠は引き続き

出されると。そして、理事長選任は理事会で決

めると。建前はそうなんでしょうけれども、引

き続き、理事長は県から出す人を理事長に据え

たいというお考えなのかどうか。

今、県の理事としては、○髙柳環境森林部長

副理事長が３名おる中の１名が環境森林部長、

それから、商工観光労働部長が理事として、こ

れは産廃の関係ということで入っているんだろ
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うと思います。それと、県のＯＢということで

今、田中理事長が入っておりますが、枠そのも

のにつきましても、今までの要望の中で、やは

り市町村主体の理事会にすべきだという御意見

等も理事会の中で出ておりますので、そういっ

た方向で検討がされていると思います。ただ、

県が２名になるのかどうかというのは、現時点

ではまだ決めておりません。

田中理事長は現職じゃないわけで○満行委員

すけれども、県のＯＢということで、県の意向

を持って田中氏は理事会へ入り、県の意向を

持って理事長に就任されているというふうに理

解をしているんですけれども、それでいいんで

しょうか。

その辺の県の意向でどう○髙柳環境森林部長

こうというのは、ちょっと申しわけないんです

が、理事長は19年から今の職にありますけれど

も、県の意向というところまでは私は把握いた

しておりません。形の上でしか申し上げられま

せんけど、理事の互選で理事長になられたとい

うふうに理解をいたしております。

理事会は今まで、県のＯＢの前は○満行委員

副知事が理事長をされておられたわけで、それ

からどういう経緯があるのかわかりませんけれ

ども、現状は県庁のＯＢが理事長に就任されて

いるということですので、それはやっぱり、我

々はわかりませんけれども、県庁が今の理事会

の構成、理事長、副理事長、理事を送っている

というのは、県の意向としてあったんじゃない

のか。理事会の中で、県のＯＢが理事長で、副

理事長、理事にというふうに、建前はそうなの

かもしれませんけれども、県の意向というの

が、県庁の意向というのが色濃く反映をされて

理事会の中の今のポストだろうと思うんです。

だから、それはしっかり押さえてほしい部分。

市町村主体という意見もあるということなんで

すけれども、何回も出てきますが、今回のエコ

クリーンプラザは、県が関与している、県があ

るから地元も了解をしているという経緯がある

わけで、その中の理事会の構成ですから、これ

はやっぱり大きな意味を持っていると思うんで

す。理事長、副理事長、理事を県が責任持って

出しているということに、県民、地域の住民が

理解をしている部分もあるだろうと思いますの

で、変更というのをわかりやすいというか、県

の姿勢というのを明確に示していただきたいと

思いますが、いかがでしょうか。

これは公共関与というこ○髙柳環境森林部長

とで当初スタートして、県が関与してずっと

やってきております。今お話ありましたよう

に、当初は理事長に副知事がなっておりまし

て、その後は、現職の派遣というのを踏まえ

て、ＯＢの今の田中理事長という形になってお

ります。それで、理事会の中でもいろいろ意見

がございまして、例えば副知事に理事長になっ

てほしいとか、あるいは今の現職の田中理事長

でやってほしいという意見も出ておりますの

で、いろんなそういった意見を踏まえて決めら

れていくものだというふうに思っております。

県の考え方がまとまるというのは○満行委員

いつなんでしょうか。具体的にどういうポスト

にだれを送るかというのは、いつの時点ではっ

きりするんでしょうか。

これは人事の絡みもある○髙柳環境森林部長

んだろうと思うんですが、現時点では、私ども

で決定してどうこうという話ではございません

ので、関係部局とも協議して決められるものだ

と思います。

基本的なことを二、三点お尋ねし○長友委員

ます。公社の運営というのは、寄附行為をもと
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にして、さまざまな規定とか要綱を決めながら

運営されていくと思うんです。今回指摘されて

いるのは、重要なさまざま協議された、意思決

定を協議する協議簿とか、あるいは建設工事と

かいろんなことを行うに当たっての決裁伺と

か、さまざまな文書がなくなっているというの

がありますね。その規定か要綱の中に文書の保

存期間というのがあって、永年保存しなくちゃ

いけない、10年、５年、３年、１年とかあると

思うんですけれども、このたぐいというのは、

今ないと言われているものは大体どれくらいの

保存が必要だった文書かというのはわかります

か。

公社では、県の文書取扱○髙柳環境森林部長

規程がございますが、これに準じた形で宮崎県

環境整備公社文書取扱規程というのが定められ

ております。今お話しありましたように、文書

の種類とか重要度に応じまして保存期間という

のは、永年、10年、５年、３年、１年というふ

うに区分をされております。通常、契約とか支

出に関する文書というのは５年、重要な契約あ

るいは財産の取得等に関する文書は10年とされ

ているものだと思います。それで、つくってい

ないのかなくなったのか、これがまだはっきり

していないんですが、例えば設計段階では、プ

レキャストコンクリート工法に決定した根拠と

なる資料は、通常の保存期間でいきますと、や

はり10年程度の保存になるのではないか。ある

いは契約関係の変更契約の決裁伺とかいろんな

必要な文書が、つくられたのか、破棄されたの

か、これも現時点ではっきりしませんけど、そ

ういったものは５年の期間ではないかというふ

うに考えております。

第３水槽あたりを修理するにして○長友委員

も、これは大変応急なことをやったものだか

ら、大概話し合ってやっているわけですけれど

も、しかし、事は税金の投入ということになる

わけですから、当然そういう文書というのは工

事に関連してなくちゃいかんわけです。だか

ら、そのこと自体が大変問題だと思うんです。

それと、その文書の保存期間というのは、作

成した年の次の年度から５年とか10年になると

思うんですが、それでいいんですね。17年11月

にオープンしているわけですけれども、16年ぐ

らいには工事が着々と行われているわけです。

だから、16年ぐらいにはさまざまな文書がつく

られる。それからしますと、17、18、19、20と

いうことで、この問題が発覚した20年度時点ま

でにはきちんと保存されておかなくちゃならん

わけです。これがないという状況になっていま

すので、その辺をひとつやっぱり押さえておか

なくちゃいけないと思います。

それから、知事の行う事務ということで、環

境省からの回答が何点か来ているんですけれど

も、例えば15条の８については、事業計画書、

報告書あるいは収支決算書、またはそういう変

更があったときの書類を受理するという話、こ

れを受け取ると、こういうのが一つの事務だと

いうのが示されています。ところが、その下

の15条の13においては、当該業務もしくは資産

の状況等に関し必要な報告をさせること並びに

その職員にセンターの事務所に立ち入り、業務

の状況もしくは帳簿書類その他の物件を検査さ

せることとなっています。16年ぐらいから事業

をずっと行われているんですけれども、この間

に所管部としてこの辺の書類のチェックという

のはなさらなかったのか。また、監査委員も入

るということですけれども、監査委員のところ

を見ると、出資団体とかそういうものに関して

は３年に一度入るようになっているので、
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ひょっとしたら、立ち上がった段階では監査委

員も入らんで、３年ぐらいということで後に

なったと。たまたま19年、20年ということに

なったのかもしれませんけれども、いずれにし

ろ、知事の行う業務の中に、そういうものを

しっかり見なくちゃいけないと、これが15条

の13だろうと思うんですけれども、それは行わ

れていたのかどうか。どうでしょう。

その点については、外○大坪施設調査対策監

部調査委員会の調査報告書の中にも記してある

んですけれども、直近で申しますと、平成19年

の１月に、民法に規定された公益法人の監督官

庁としての定期検査というものが実施されてお

りまして、そこで業務の運営状況とか事業内

容、実施状況、そういったものについて検査が

なされております。県としてはそれが直近の状

況であります。

しかし、事業計画、予算あるいは○長友委員

事業報告並びに決算というのは、毎年度あるわ

けですし、それに付随して何かあれば、立ち入

りを素早くやるべきじゃないかということです

ね。17年時点でさまざまな問題が起こっていた

わけですから。だから、その辺があっていたの

かどうかということです。

それから、もう一つ、15条の14について、知

事の事務ということで、法15条の６各号に掲げ

る業務に関し監督上必要な命令をすることとい

うのがあるということ自体、これは監督をすれ

ば当然責任が伴うと思うんです。非常にわかり

にくいんですけれども、市長のほうも、施設の

構造及び維持管理が基準に適合しているかどう

かとか、あるいはその中で維持管理、市長のほ

うも維持管理と、知事のほうも、15条の６各号

に掲げる業務というのは、建設、改良、維持、

管理と入っていますから、両方これは維持管理

に関してかかわるというような感じがするんで

す。その辺はどう立て分けられているんです

か。

今、委員がおっしゃいま○髙柳環境森林部長

したように、廃棄物処理センターとして、環境

大臣から知事に委任された監督権限と、宮崎市

が施設の許可権者としての指導監督がありま

す。同じ法律の中で監督責任というのがあるも

のですから、そこの整合性、事務の整合性、合

理性はどう図るんですかということの照会を、

照会事項の問い３という形でしたんですけれど

も、そこについてはこういう回答でありました

と。それとか、監督責任についての問題も、一

般的な監督云々というのはあるんですが、例え

ば公益法人の指導監督、民法34条の公益法人の

監督については、３年に１回程度こういう業務

をしなさいというのが示されておるんですが、

ここについては具体的にないものですから、都

道府県知事が行うとされている監督、15条の16

の規定に基づいて、今おっしゃいました15条の

８、13、14、この事務の具体的な内容を教えて

くださいと。これは法律に基づいて環境大臣が

都道府県知事に委任した事項ですから、そうい

うことでお聞きしたんですが、回答はこういう

回答でした。

それと、一般論は別にして、照会事項の２で

は、質問のところをごらんいただくとおわかり

いただけると思うんですが、県としては、公社

に対して年度当初に事業計画書、収支計算書

を、そして翌年度の当初に事業報告書、収支決

算書を提出させております。そして、先ほど言

いましたように、直近で19年１月に検査を行っ

ております。17年２月に公社から、水張り試験

の結果、想定内の沈下によって漏水が確認され

た。それに対して、防食工事あるいは防水工事
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を施すとの報告は受けていますと。こういう事

実に対して、県の対応について、法律上権限を

おろされている事項とか県の責任について問題

があると考えられるのか教えてくださいと、具

体的な事例について。あるいは、公社からの報

告内容が不十分な場合とか、報告を公社が怠っ

た場合、そういったことについての公社の責任

というのはどう考えられるのかということで、

具体的にお聞きしたのが照会事項の２というこ

とであったわけです。しかし、回答は、今、委

員おっしゃいましたような中身の回答でしかな

かったということが事実でございます。

ですから、それについて今後さらに検討する

ということになれば、ほかの県でどういうよう

なことをやっているのか、あるいはこの解釈に

ついて、法律の立法されたときの趣旨といった

ものを今後調査していく必要があるというふう

に思っております。

だから、やっぱり明確にしていか○長友委員

なくちゃいけないでしょうし、他県の例を調査

するということですけれども、こういう形の廃

棄物処理センターをつくってやっている、調査

に行くような対象県というのは何県ぐらいある

んですか。

廃棄物処理センターとし○髙柳環境森林部長

て指定をされておりますのが、私どもが把握し

ているのはたしか19カ所だったと思います。た

だ、中身については、一般廃棄物の処理という

のは少なく、産廃の処理とか、あるいは一般廃

棄物を一部やっているというようなところが…

…、今、19カ所が廃棄物処理センターとして指

定されておるようですが、建設済みの施設につ

いては10カ所というふうに私どもの調査では今

理解をいたしております。

いずれにしろ、今後の展開がどう○長友委員

なるかというのは、告発とか告訴という問題も

控えておりますので、わからないんですけれど

も、公社自体というのは、宮崎県環境整備公社

ということで、県がやはりその監督権限を持つ

わけです。そして、今回のそういうさまざま

な、監査でもこれは指摘されましたけれども、

公社自身がきちんとしておかなくていけない部

分が欠落をしているというのは、これは県が

しっかりと見て指摘をしてきちんとしていかな

くちゃいけないわけですから、今後進展してい

くでしょうけれども、基本原則というか、原理

原則にのっとって公社等の監督はしっかりして

いかなくちゃいけないと。これは要望というこ

とにしておきたいと思います。

今後の基本的なことを聞きたいん○野辺委員

ですが、工事が始まりましたね。今からの課題

ですけど、この負担については、私の間違いで

あれば訂正してもらいたいんですが、宮崎県内

に17の一般廃棄物の施設がある中で、エコクリ

ーンセンターだけに５億円の交付金が流れてい

る。ほかの市町村も事務組合でやっているわけ

です。宮崎市に言わせると、県が負担しろとい

うような言い方だと思っておりますが、ほかの

県内市町村は一部事務組合で、わずか何百万と

か2,000万ぐらいの交付金は流れていますが、

５億円も出ているわけです。そういう中で宮崎

市が主張されるような形をとると、県民全体の

感情として、我々はそれはちょっと議会でも通

すことはできないと思っているんですが、今後

の基本的な負担割合について、今から裁判とか

始まれば別ですけど、いろんなものをクリアし

ながらも、基本的には、県が負担するというの

は県民感情として許されないと思うんですが、

その辺の考えはいかがでしょうか。

平成７年に公社を立ち上○髙柳環境森林課長
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げたときは、県内の産業廃棄物を処理する施設

として公共関与でつくってほしいということ

で、44市町村あるいは県内の各産業関係団体の

長のから県のほうに要望がございまして、そう

いうことで公社を設立したわけです。途中で平

成11年に一般廃棄物の処理もという形で変わっ

てきております。広域化の整備を県のほうで進

めていき、あるいは役職員も派遣してきたとい

う経緯も一つは踏まえなきゃいけない。それと

もう一つ、今おっしゃいますように、一般廃棄

物の処理施設というのは広域化されています

が、各地域にございますので、一般廃棄物の処

理という点だけをとらえれば、そこの均衡とい

うのは考えてしかるべきだというふうに基本的

に思っております。

スタートはわかるんです。しか○野辺委員

し、そのときは県南、県北、例えば日南・串間

も都城・西諸と一緒になってやるということ

が、どういう理由かわかりませんが、それが崩

れて、南那珂は南那珂の事務組合でやっている

わけです。県北もそういう形だと思います。公

社としてのスタートのいきさつはあったにし

ろ、私は、むしろ今後は、この管理運営につい

ては、すべて整理がついた時点において県は手

を引いて、市町村の運営にゆだねるべきだと考

えておるんですが、その辺についてのお考え

を。

県が手を引くという部分○髙柳環境森林部長

については、できた経緯をいろいろ主張される

ところも当然ございますし、先ほど言いました

ように、県が関与するとすれば、基本的には産

業廃棄物の部分について、県の産業廃棄物とい

う形で経緯も来ていますし、少ないんですが、

そういう処理もしておりますので、エコクリー

ンの今後の業務のあり方、そことも関連をして

まいりますので、引くか引かないかというの

は、あそこの機能をどういう形で持っていくか

ということと密接に関連いたしますので、そこ

を今後十分、県公社、関係市町村と協議をして

いき、その結果に帰結するのではないかという

ふうに思っております。

もう一点、今度の技術支援会議で○野辺委員

すね、工事検査業務の支援となっていますが、

最終的には宮崎市とのかかわり合いはどうなる

んでしょうか。

当然ながらこれは公社○大坪施設調査対策監

が発注している業務ですから、公社のほうで主

体的に発注者としてしっかりと監督をしていく

ということになりますが、この問題はこれだけ

重要な問題になっていますし、県は廃棄物処理

法上、技術的支援を行うというふうな規定もご

ざいます。したがいまして、県としましても、

今回の工事が万全を期して進められるようにと

いう趣旨で、施工監理ですとか検査に関する技

術的支援をしっかりやってサポートしていこう

ということで発足させたものでございます。

最終的な完成検査はどこが行うわ○野辺委員

けですか。

それは、契約に基づい○大坪施設調査対策監

て発注者である公社が、公社の責任として行い

ます。

宮崎市がやったのは許認可だか○野辺委員

ら、今回は完成検査に宮崎市はタッチしないと

いうことになるわけですか。

そこはちょっと研究し○大坪施設調査対策監

てみますけれども、やはり施設の許認可権者で

すから、当然かかわってくると思っておりま

す。

さっきの説明資料の４ページ、今○坂口委員

の野辺委員のにダブる部分もあるんですけど、
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まず、工事の円滑な実施支援ですけど、１つに

は、今度は工事監理は常駐でやられるわけです

ね、重点じゃなくて。そこの中で、支援会議と

いうものを立ち上げて公式な組織としてそこに

介入していくわけでしょう。技術指導、支援。

そうなったとき、今後問題が生じたとき、事後

責任ですね、またあいまいになるんじゃないか

というのが１つと、それだけの技術力、識見力

が本当に行政にあるのかということです。こう

いった専門業者、オリコンあたりの持っている

ノウハウあるいは技術力。介入しないほうがむ

しろいいんじゃないかという気はするんですけ

ど、そこらの判断はどうやられたんですか。

坂口委員おっしゃいま○大坪施設調査対策監

したように、施工監理は今回常駐で行われま

す。したがいまして、前回のようなことになら

ないように、公社としても万全を期してすると

いうことでございます。ですから、当然ながら

公社のほうの監督責任でもって工事が進められ

るということになりますので、それを補完する

意味合いということで、県としてもできるだけ

のサポートをしようということで、このような

ことを設置したという状況でございます。

それは精神論であって、具体論で○坂口委員

すよ、技術とか工事、ハードの部分ですから。

むしろまた後の責任を、何らかの提言をそこに

やるわけでしょう、指導を。事後、万が一トラ

ブルが起こったとき、またそこであいまいにな

りますよ。お金を払って、契約をして、物事を

約束してやらせるわけですから、そこで初めて

瑕疵がはっきりできるわけです。下手に口をき

いていて、ことごとく見たけど、失礼だけど技

術的に対応できないですよ、民間のこういった

コンサルには。後のことを考えるとむしろ僕は

再考を促しますね。いいものをつくるために

も。どんなですか。

今の考えですと、もち○寺川環境森林部次長

ろん発注は公社ですので、公社が責任を持って

工事を行って検査もやるということでございま

すけれども、二度と失敗は許されないというこ

と、それから、県がリーダーシップをとって

やっていくということで、この会議がやるの

は、技術的な助言とか、相談があった場合のそ

れへの対応ということで、課長だけがやるん

じゃなくて課に属する職員も事務局的な立場で

参加しながら、県として助言とか相談に応じて

いくというふうな体制で考えております。した

がいまして、一義的な責任はやはり公社にある

ということだと思います。

ということで前の工事は発注され○坂口委員

ているんです。だけどこんなもめているんで

す。責任分担がぴしっとされていなかったし、

介入すべきところをしていなかった。それより

も何よりも、まず、そういった技術支援なり相

談なりが上がってくると思いますか、コンサル

タントからこの会議に。上げるようなコンサル

タントとまた契約をやるんですか。

コンサルタントと相談○寺川環境森林部次長

というのもありますけれども、基本的には公社

からの相談を受けて対応していくということが

基本かと思います。

こんな会議に相談なんか持ちかけ○坂口委員

させずに、コンサルタントにしっかり指導して

契約内容を履行させることですよ、公社の一番

今回とるべき態度は。また県に相談させて県の

判断で公社がそれで指示を出すんです。県の責

任がまた出てきますよ。そう思いますが、どう

ですか、次長。

そこは責任ははっきり○寺川環境森林部次長

させて行う必要があるというふうに考えており
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ます。

請負契約では、責任をはっきりさ○坂口委員

せたら介入できないんですよ。一切相手に任せ

なきゃ介入できないんです。妨害になるんで

す。相手が正しいことをやっているのに待った

かけたりしたら。それでもあえてやるんです

か、次長。

法に触れるような介入○寺川環境森林部次長

はもちろん問題だと思いますけれども、そうで

ないような形で支援をしていくということにな

るかと思います。

具体的にはどういうことがありま○坂口委員

すか。そうでないような形で、県が介入しな

きゃならんようなしっかりしたものをつくるた

めに前向きの介入。それだけの自信、だれがど

ういうときにどういうことを想定して当たると

いうことを想定されているんですか、全庁ぐる

みというなら。

例えば、検査が何回か○寺川環境森林部次長

あるかと思いますけれども、そういう公社の…

…。

待ってください、検査なんかは○坂口委員

ちゃんとその専門の担当があるんですよ。そこ

で下命されるんです。下命された人がしっかり

そこで必要な書類を作成してやっていくんで

す。下命復命ですよ。報告。そんなことやるか

ら責任があいまい。またあいまいにしようとい

う意図があるんじゃないの、これ。違うんです

か。

そういう意図はござい○寺川環境森林部次長

ません。

なければ、再考する考えはないん○坂口委員

ですか。僕がこれだけ言っていることの意味が

わからないんですか。部長はどうですか。本当

にこれは必要と思いますか。機能すると思いま

すか。そして、なぜこんな厳しいことを言うか

というと、外部調査委員会の報告に県民は冷め

ていますよ。何だ、これはと。期待外れ。幾ら

かけて何をどういう条件つけてやったんです

か。外部調査委員会に幾ら。その算定基礎は何

ぼ。委託料ですね。そして、何をやりなさいと

県は指示したんですか。それと同じようなこと

ですよ、これ。

外部調査委員会の委託費○髙柳環境森林部長

というのは、委員会は委員の報酬という形でお

願いしておると思います。

その結果、報酬といえども、委員○坂口委員

の人たちでしょう、日当が払われるでしょう、

招集したら。費用がかかっているんです。県民

は、僕らも含めてだけど、がっかりしているん

ですよ、あの報告は。ここまでしか踏み込まな

いのかということを。委員会で指摘したことが

整理されただけですよ。今までの議事録を見て

みらんですか。何も出てきていないです。だか

ら、そういうことにコストをかけて、今回また

コストをかけてやるわけでしょう。そんなこと

をする必要のないところのコンサルタントはい

なかったのか。国内で一番いいコンサルタント

を選んだというなら、そんな技術力なりが本当

に県にあるのかということですよ。下手に介入

すると、介入した分責任が出てくるということ

です。これをやめろと言うんじゃない。僕はや

めたほうがいいと思うけど、再考するぐらいな

いと、次長のはあくまでも100％間違いないと

いう今の説明ですよ、我々のやることは。本当

にその自信、部長、ありますか。

確かにこれは請負工事○髙柳環境森林部長

で、外部調査委員会の中でも、施工監理はきち

んとやることが大事だということを言われてい

ますし、委員おっしゃるように、同じ過ちを二
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度繰り返すことは絶対してはいけないというふ

うに思っております。当然それなりのきちんと

した業者ということで、オリエンタルという形

で選ばれています。施工監理業者として、責任

を持ってやらなければいけないことはきちんと

やっていただくということは当然だと思いま

す。

例えば施工監理は、今回の場合、○坂口委員

常駐で出せば、コンサルタントは何分野の技術

士を何人出す。常駐させる。ＲＣＣＭを何人出

させる。学識経験、どれを張りつけるというと

ころで契約金額が決まってくるんです。そこに

さらに県が入っていく余裕があるような契約に

なっているんですか。そうじゃないでしょう。

万全を期してあるでしょう。下手に介入しない

ほうが僕はいいと思うから、これは再考を促し

ますよ。

なぜそんなことを言うかというと、甘いんで

すよ、例えば今度の工事費でも、後の費用負担

を考えて裁判をやるんだと言うけど、裁判が出

すべき結論のところで、こういうことだからあ

なたのところが何千何百幾らですよと、県と市

町村と公社と業者とに請求できるのかどうか。

仮にそこまで裁判が決着つけたら、今回もまた

ＪＶと契約されているけど、ここをやったＪＶ

企業体に請求しようとしたら、ＪＶの中で既に

倒産している企業があるんですよ、当初の工事

をやったところで。ＪＶには県は指導基準をつ

くって出資比率を義務づけているんです。利益

の配分を。ということはリスク配分も義務づけ

ているんです。飛んでしまった会社にだれが求

めるのか。その分空間ができるんですよ、裁判

でこんなもの決着つけても。つきもしないと思

うけど。そしてまた今回ＪＶで組むんです。だ

から、教訓を生かしていないんです。甘いんで

すよ、県の考えは。

耐震補強部分と補修部分、今度の工事も、補

修部分については責任に伴って負担していくん

です。耐震補強は別な工事ですと分類したと言

われるけど、こういう分類をしましたというこ

とを今関係者に了解をとっておかないと。これ

は工事部門ならわかると思うんですけど、補修

工事だけをやる設計を上げる。１億設計料がか

かったとするでしょう。補強工事だけをやる工

事をやる。１億かかったとするでしょう。１億

と１億、２億かかるケース。補修と補強を含め

た工事をやる。省略できる部分はないとして同

じことをやるとして、それを同時にやるとした

ら、２億のはずが１億9,000万、１億8,000万に

設計額はなるんです。だから、諸経費の案分か

ら何からやってやっておかないと、後またもめ

ますよ、これ。だから、甘いんです。専門家に

相談すべきですよ、そういう内容を。本当にこ

れでいいのか。こういう分け方をしたけど、市

町村はこれで納得するなと。でないと、またも

めますよ。経費は合算経費になるということで

す。

だから、コンサルに介入する必要があるん

だったら、そのコンサルとの契約はよすべきで

すし、それに対応できるようなコンサルだった

ら、県はむしろ介入しないこと、そして履行さ

せることに徹すべきだと僕は思うんです。しか

もこれだけのメンバーが会議組んだら、また１

回で何十万の経費が出ていきますよ。その間の

業務はそこで滞りますよ。通常やっているの

は。これはぜひ再考を促したいということ。あ

んまり言いたくないけど。

そして、今のＪＶも含めて、今後瑕疵責任を

そこに伴うことにすれば、今回の三者ＪＶがそ

の間生き残る担保をすることとか、その間廃業
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でもしていったらそこの人が責任持つべき担保

はだれがするのか、瑕疵責任をだれがとるの

か、ＪＶの中の。そんなことまでやっておかな

いと、教訓を生かすためにはそこらが必要と思

うんです。

そして、次、告発に移りますけど、田中理事

長個人の告発がありますね。この前の警察本部

長と部長なり知事のやりとりを見ていると、今

後かなり証拠を固めたところまで作業を進めて

からじゃないと受理しないのかなという気がし

ますけど、田中理事長個人の立場で証言なり証

拠書類の提出をしようとしたとき、公務員が公

務に関して知り得た秘密というものの限界があ

ると思うんです。これが成立する見通しを持っ

ておられるかどうか、一つ、まずお伺いをした

い。

田中理事長の刑事告発○大坪施設調査対策監

については、今の段階で受理されているという

話は聞いておりません。公社としましては、先

ほど申しましたように、理事会で告訴するとい

うことが決定をされまして、本日、第１回目の

弁護士を交えた公社と県警との協議がされると

いうふうに伺っております。

それに伴って県もまた別な法的手○坂口委員

続をとると。２つ今後進むわけですね、作業

が。どちらかなんですけど、県ですから、県に

考え方とか整理の仕方を聞きたいんですけど、

今のようないい加減なことでは受理することす

らちょっと無理だよというトーンに聞こえたん

ですよ、警察本部長の答弁は。もうちょっと特

定して絞り込めということなんですけど、そん

な中で、いろんな書類なり証拠品がなくなって

いるというけど、今、長友委員も聞かれました

けど、工事の流れを見たときと現地を見たとき

に、まず、公社が発注したときのルールという

のがあると思うんです。入札をしますとか、設

計の基準は何になっていますとか、負担するの

はだれとだれとだれがどういう負担をします

と。今、野辺委員の県の出資も含めて。それは

最終的に、入札とか契約に係る部分ですけど、

どこに乗っかってそれを準用してやられたの

か。具体的には、例えば県は契約約款に乗っ

かって契約事を進めますね、県の財務規則なり

契約約款。これはどうなっているんですか、公

社の場合。

工事につきましては、宮○髙柳環境森林部長

崎県の工事請負契約約款と同じもので公社は

やっているというふうに聞いております。

そうなると、契約約款の運用基準○坂口委員

の16というところでは、業者は請け負ったら責

任持って設計内容を履行していく。工期以内に

完成届を出すとなっています。工期以内に完成

届を出すのは、業者自身が完成したことを確認

して、設計書どおりのものができたということ

で発注者にまず書類を出していく。これは運用

基準の16です。これは間違いないですね。それ

にのっとったと。ということは、完成しました

という書類が届かなきゃその作業はそこで停滞

するわけです。だから、完成届書類は必ずつく

られているわけです。業者の判断で出すわけで

す。出せということは言えないんですね。それ

を受ける。受けたとしたら、受け取った側は、

今度は契約約款の31ですけど、受理した日か

ら14日以内に工事検査をやらなければいけな

い。だから、受け取った、決裁が上がってい

く。下命が下るわけですよ、だれが検査に行き

なさいという理事長下命が。これも人が動いた

ということは、下命がなければ人は動けないわ

けですね、組織ですから。だから、下命はちゃ

んとなされているし、受理されて14日以内にそ
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の書類はつくられているわけです。指名された

担当者は行って所定の検査をやる。検査報告書

を上げる。復命するですよ。そして、完成合格

した場合は、合格していましたということをま

た報告する。していない場合は業者に適切な指

導をやらなきゃだめなわけです。工期以内に完

成させなきゃだめということです。ここまで

は31条間違いないですね。それをやる。じゃ、

完成して立派なものができて合格しましたと上

がってくる。今度は財政方が40日以内に受け

取ってお金を払わなきゃならない。これは32条

です。

だから、ことごとく書類ができて決裁ができ

ていなきゃ事は進んでいないんです。ないとい

うことはおかしいんですよ。つくられたことは

間違いないんですから。そうしたら、外部調査

委員会だって、つくった人はだれだったという

のは当時の組織を見ればわかるじゃないです

か。そこにも確認とっていないわけでしょう。

つくったかつくっていないかわからない。なく

したかなかったのかわからないという報告とい

うことは、その確認も外部調査はやっていない

から、今度は逆に、先ほどのように日当の範囲

内で会議開いてくださいよじゃなくて、やっぱ

り条件を出して、こういうことをやってくれ

と、僕は県もやるべきだった。ここでも認識が

甘かったと思うんです。外部調査委員会に委託

していくときの。通常の会議の中でやってくれ

というんじゃ。だから、こうなったけど、これ

は済んだことで、その認識の甘いのが今の介入

ですよ。中途半端な介入をしないことです。責

任を100％持たせる。そして理論的に詰めさせ

ていくことですよ、数字をして。県は、県の請

負工事約款に基づいてそれを準用してこの工事

をやらせているんだ。だから、工期以内に完成

届が出ているはずだと。出ていなくてやったと

いうことは、そこでは今度は工事をした側の法

的責任が出てくるんです。出していないのを工

事をやるというのはそこでもう違法ですから。

完成していないものを出したということは、業

者の違法性が出てくる。完成していなくてもい

いから出せよと言ったんだったら、発注者側の

責任が出てくる。

そして、そこで、これまでのいろんな報道な

りを見ると、だれだったかな、副理事長あたり

だったかな。あそこで水が漏れるのはわかって

いたと。しかしながら、市町村から物すごくせ

がまれていたと。急げ、急げ、急げと。早く

やってくれと。間に合わせろよと言ってきて。

市町村は公社の構成メンバーで理事でもあるけ

れども、使用者側、第三者の受益者でもあるわ

けです。受益者が急げ、急げ、急げと言った。

発注者の責任はあったけど、第三者の便宜を

図ったということじゃないですか。当事者じゃ

ないじゃないですか、利用する人は。だから、

こういうのを理論的に詰めなきゃだめというこ

とを、僕は警察本部長は怒ったと思うんです

よ。ましてバラエティー番組なんかであれをお

笑いものにしたんじゃ、それは警察はたまった

ものじゃないですよ。自分の進退かけて取り組

む作業ですから、この告発に伴う捜査というの

は。だから、もうちょっと県はふんどし締めて

かかれよ、甘いぞという認識、僕は警鐘を鳴ら

してくれたんだと思うんです。そこらはどう思

われますか。可能性ないですか、もう少し県の

手元で、県が持っているルールに従って特定す

る方法はないですか。

全般的には申し上げられ○髙柳環境森林部長

ませんが、今、坂口委員からお話のありました

工事請負契約約款に基づく手続について、例え
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ば、管理型最終処分場については完成届け出は

出されております。検査日もされて調書もある

んですが、ただ、工事目的物の引渡申出書につ

いては、最終処分場の工事においては書類上そ

の分が抜けております。また、１工区、２工区

ですが、１工区については同じく引渡申出書が

確認できていません。ただ、２工区については

目的物引渡書そのものはありますが、申出日の

記載がされておりません。そういうことで、書

類についてはすべて確認させていただいており

ます。

それと、そういう書類は通常つくるはずだけ

れども、つくったんですか、つくらないんです

かというのも、外部調査委員会の事実聴取の中

で聞いておりますが、明確につくったとかつ

くっていないという回答がないものですから、

わからない部分というのが全般的にそういうふ

うにございます。

そうなると、見かけ上だけでいけ○坂口委員

ば、業者は、完成していないのにうその書類を

上げたということになるじゃないですか。完成

届というのは完全に履行しなきゃだめですも

の。業者は、できもしないものをできましたよ

といって完成届を出してしまった。契約約款の

運用基準の第16に違反していましたと。それか

ら引渡申出書がないということは、引渡申出も

ないのに、だまされて検査してしまって、それ

を見つけずに合格させてしまって、引き受けの

申し出もないうちに、会計方は40日以内という

判断を誤って、31条ですよ、そこの理解もでき

ないままに金を払ってしまったという２つ見え

るじゃないですか。

今おっしゃいましたよう○髙柳環境森林部長

に、今後、工事請負契約約款に基づいて一つ一

つ詰めて、それを踏まえて、契約に基づく損害

賠償を弁護士と民事裁判でやっていかないと、

請求する過程ではそういうことが必要になりま

すので、弁護士とそういう形で民事裁判を進め

ていくものと理解しております。

民事はそうですね。でも、最終的○坂口委員

に民事で決着はつかないと思うんです。それと

もう一つ、今まで県が言ってきた説明というの

は、刑事のほうも、自治法なり何なりすべてに

厳しくやっていきますよということです。それ

で、これを今のような、あったはずだ、だから

あんたが悪い、受け取りを出したあんたが悪い

じゃ、同じことの繰り返しです。民事では決着

つかないと思うんです。だから、そこのところ

をどうやっていくかというのと、入り口で99.9

％こういうはずだということで最後まで行こう

としたら、膨大な日にちがかかってしまいます

よ。だから、99.999なら、それは我々プロに任

せてくださいというのが警察本部です。全部は

要らないです。入り口ですよ。

すべて事実関係が特定で○髙柳環境森林部長

きて犯人がわかれば、それにこしたことはない

と思うんです。ただ、外部調査委員会というの

はあくまでも任意の聴取ですし、事実に基づい

たことしか言えません。いろいろ聞くにして

も、捜査権なりそういうのがあるわけではござ

いませんので、そこにはおのずと限界が、確か

に不十分だという御意見もいろいろ聞きます

が、私たちは、この問題については一生懸命

やっていただいたというふうに理解いたしてお

ります。いろいろ評価はございます。ただ、告

発につきましても、県が行政だけで判断して

やったということではございませんで、きのう

も本会議での質問にお答えしましたように、も

ちろん市町村長さんからも、事実を明確にしな

さいとか、あるいは地元の住民の方から、事実
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関係をはっきりさせろという御意見もあり、そ

して弁護士にも相談をしまして、その上で知事

が判断をされたものであります。それで、私た

ちも専門ではございませんが、行政として告発

についてのいろんな調べもしますし、いろんな

部署もございます。ただ、一般的には告発とい

うのは捜査の端緒にとどまると。あるいは被告

発人の特定についても被疑者を特定する必要は

ないものとされており、この場合には被疑者不

詳として告発することになるとか、私どもも専

門家でございませんけど、いろんな本とか、専

門家にお聞きして、その上で判断をいたしてお

ります。ただ、本部長さんはああいう答弁をさ

れましたし、そういう実務的な部分については

私ども承知していない部分がございましたの

で、警察に告発ということになれば、そういっ

た手順については県警本部の御指導もいただき

ながら、今後、専門家を交えて進めていきたい

というふうに思っております。

そこだと思うんです。被疑者を特○坂口委員

定できないまでも、起こったことは特定できま

す。そのときにその担当だった人。業者なら支

店長ですね、支店長名で完成届を出しているけ

れども、この場合は自主申告だから、完成検査

は。指導されて出す、請求されてじゃない、自

主申告だから、自主申告をした時点で完成して

いなかった、完成検査届が提出されておるとい

うことは、運用基準の第16に違反した行為がな

されたということを１つ、これはやれますよ。

それから、作成されたかされないかわからな

いけど、支出されているのにないということと

か、日付が抜けているものについてはこういっ

た行為ということをしながら絞り込めますよ。

特定できなくてもいいわけですから、履行しな

かった、だから、どちらかに欺いた責任がある

ということで、特定しなくても絞れますね。そ

こだと思うんです。

外部調査委員会を評価していると言われたけ

ど、外部調査委員会は弁護士も入っているわけ

でしょう。そして、県は法的に解決しなさいと

いう提言をしているわけです。例えば、完成工

事の届け出も出ていないのに検査をやってい

る。完成していないものに完成工事検査を出し

たと。ここには県の約款をあざむいた、背任し

てしまった可能性が著しく高い。あるいはそう

いった書類がないのに会計からこれだけの大金

が支出されている。これらは大いに問題である

というぐらいはそこに指摘すべきだと思うんで

す。そして、後、こういう方法をやりなさい、

我々の限界はここまでですと。そういうものは

出てこないんです。委員会で言ったようなこと

が出てくるだけで。

補強工事にしても設計比較までやっているけ

ど、一方では、本当にプレキャストでもつのか

と、耐震に。それとか、シールドでとめている

けれども、土質調査については余り詳しい結果

は出てこない。今回、深礎ぐいを掘っていくと

きあるいは矢板を打ち込むとき、何が起こるか

わからんですよ。そのとき、パイプラインは本

当に滑動しないのか。滑動したらすぽんと抜け

ちゃうんです。そういうところに触れずに、こ

れが完璧な方法だということを認めて、そんな

設計分野まで、一方のほうでは入っています

ね、こんな難しい領域に入っていて、これがい

いからこれを勧めますなんて言いながら、一方

の専門の法律の分野じゃそうでしょう。だから

僕らは軽いと言ってるだけで、ただ、部長が、

あれは立派な報告をしてくれたと。それは見解

の違いだからそれをここで議論する気はないけ

れども、僕らから見ると、そういうことをし
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て、県民の大方がそう感じていますよというこ

とです。とりとめなく何やかや言ってしまった

けれども、僕は県の認識はまだまだ甘いと思っ

ています。何かコメントがあれば部長に。

とにかく地元の廃棄物処○髙柳環境森林部長

理施設の安全・安心というのを第一に考えて

やっていかないと、今後の廃棄物行政というの

は非常に不信感を持たれますので、そういう意

味では、今回の取り組みというのは非常に重要

な、大変な事業だと思っています。そういう意

味でも、いろんな方の御意見もお聞きして、改

善すべきところは改善して、本来のちゃんとし

たものになるようにしていく責任があると思っ

ております。

ほかにございませんか。○宮原委員長

ちょっと確認をしたいんですが、○外山委員

皆さん方もお読みになったと思うんですが、２

月28日の宮日新聞に、環境整備公社に関する記

事で、「発覚をおそれ迂回発注か」と。かとい

うことは断定はしていないんですが、ちょっと

ポイントだけを読みますと、環境整備公社が当

時、施設の業務を請け負うひむかエコサービス

という会社から迂回して、そこから仮設調整池

の設置事業を約１億円で発注したと。そして、

それは一般競争入札ではなくて随契であったと

いうようなことで、当時の理事長は、問題発覚

を隠ぺいする思惑があったことを明かしておる

と。簡単に言うとそういう記事なんですが、こ

れに関しては、このとおりなんですか、それと

も何か違うところがあるんでしょうか。

私どもも新聞報道を読○大坪施設調査対策監

みまして確認をしました。既にこのような形で

ＳＰＣに委託をしてその仮設工事がされたとい

うことは、昨年５月のこの県議会の常任委員会

の場で理事長も説明をされていますし、外部調

査委員会の報告書のほうにも、Ｄ区画に仮設の

調整池を設置したというふうな経緯は載ってい

ます。したがいまして、事実関係そのものは既

に明らかになっていたことだろうと理解してお

りますが、ただ、一方で、こういう問題が発生

しているということを隠ぺいするために行われ

たのかどうかということまでは、そのときの状

況を調べてみないと何とも言えないのかなとい

うふうに考えております。ただ、田中理事長が

新聞のコメントの中で、責任を回避し、隠ぺい

したととられても仕方ない。公社事務局のあり

方を変えなければいけないと話したというふう

にされていまして、それは事実そのように説明

をしたというふうに聞いております。以上であ

ります。

このＳＰＣというところを通じて○外山委員

迂回して事業を発注したということは、別に問

題はないんですか。至極当たり前、別に問題な

いというふうな見解なんですか。

それが補修工事という○大坪施設調査対策監

ことになれば、公社の規則の中で、１億円の事

業ということになりますと当然入札ということ

になるんでしょうから、そこをどう判断するか

ということなんでしょうけれども、その当時の

理事会では、ＳＰＣに業務委託費の増額変更と

いう形で説明されて、ＳＰＣのほうから仮設の

改装工事をするということでの発注がされてい

るようでありまして、一応理事会ではそのよう

なことで承認が得られているということであり

ます。

こういう形のものは私も今ここで○外山委員

初めて知ったんですが、今の説明の中で、県と

しては、こういう発注の仕方はあってもいいと

いうふうに今とられておられるんですか。それ

とも、ちょっとおかしいと。直接公社が発注す
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ればいいのに、そこで迂回をどうしてしたかと

いうところまでは県のほうは調査をされなかっ

たんですか。

その是非に関しての調○大坪施設調査対策監

査はやっておりません。

隠ぺいしたいからこういうことを○外山委員

やったということを当時の理事長が言っておら

れるというふうな記事になっているんです。こ

れは事実ですか。その辺のところは当時の理事

長にも聞かれたと思うんです。

その当時の理事長には○大坪施設調査対策監

確認はいたしておりません。

それじゃ、この件はこっちに置い○外山委員

ておきまして、迂回にしろ、公社の発注、１億

円で随契をしたということについてはどんなふ

うに思っておられるんですか。

公社の理事会でＳＰＣ○大坪施設調査対策監

への業務委託費の増額変更という説明がされて

いるということですので、公社としてはそんな

ふうな判断をして決定されたんだと思っていま

すが、県としてのそこの判断といいますか、そ

この事実がどうだったのかという調査まではま

だやっていませんので、それが是だったのか非

だったのかということは、この場ではちょっと

判断できません。

それはいろんなテクニックで維持○外山委員

管理費の総額契約、しかし実際工事はやってお

るわけですね。ですから、この記事を読む限り

においては、県がやっておる方向とはちょっと

違うことをやったなと。しかも、当時の理事長

が言っておられるように、隠ぺいととられても

仕方ないと。県のほうはその確認もしていない

ということは、やっぱり当事者としての責任を

投げておるというか、さっき坂口委員も言って

おられたように、今度のこの負担割合にして

も、裁判の結果を見て決めたいということは、

あなた任せなんですよ。やっぱり当事者として

県がぎりぎりまで、書類がなければ何でなく

なった、なくなった責任はだれかというところ

まで突き詰めていけば、責任の所在は当然出て

きますね。ですから、私は、前回の委員会で、

県の責任はどこですかと、県の責任はあるのか

ないのか、そのことを聞きました。次の委員会

までに県が責任があるのかないのかを含めた答

弁をお願いしておるんですが、県の責任がどこ

にあるということはまだ今のところ公式に聞い

ておりません。ですから、今度のこの負担割合

にしても、裁判がいつ行われるか、結果がいつ

出るかわからない中で、そういうところに丸投

げなんていうのは、これは行政として非常にお

かしいと思うんです。ですから、やっぱり県が

もうちょっと責任者としての自覚を持って責任

を明確にしていく。県の責任はここだ、市町村

と当時の職員の責任はどこまでだということを

とことんまでやって、その中で、県がこういう

ふうに考えるから負担をこういうふうにしてほ

しいと。そういうことじゃないと、県は全く逃

げて丸投げというふうに市町村からとられても

仕方ないと思うんです。部長、どうですか。

この問題につきまして○髙柳環境森林部長

は、これが表面化しまして、当時の状況という

のは、公社の隠ぺい、指導してかかわってきた

県、行政に対する信頼感というのは、もうなく

なっていたんですね。それで、これはやっぱり

専門的に客観的に調査をしてもらわないと、公

社がやったあるいは県がやったという調査につ

いては、信頼がないような状態の中で、これを

どう進めるかということで、この委員会でもい

ろんな御意見、あるいは議会のほうからもいた

だきながら、専門的、客観的に調査をすべきだ
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ということを踏まえて、立ち上げて、それぞれ

の立場での調査をずっとやってきたわけです。

それで、市町村のほうから、県が丸投げをして

いるとかそういった意味の批判というのは、私

は受けておりません。警察のほうではそういう

言い方をされておりますが、ただ、この事実関

係というのは、突き詰めて聞いても、記憶がな

いとか、そうだと思いますとか、よくわかりま

せんと、事実聴取というのはかなりそういう部

分がございまして、もちろん証言の合わないと

ころとかそういう形である程度の部分はできる

んでしょうけれども、ただ、これはあくまでも

任意で、事実に基づいた調査でございますの

で、そこにはおのずから限界があるし、そこの

信ぴょう性というのはよくわからないものです

から、そして、特定の部分についてだけ問題が

起こっているという話ではなくて、最初の設計

から施工から、あるいは検査から支払いから、

いろんな部分で、通常では理解できないような

事象というのがいろいろ出てきているものです

から、もちろん私たちも外部調査委員会を立ち

上げる前に当時の職員にいろいろ聞きました。

しかし、これは数年前のことだということなん

ですが、よくわからない、覚えていないという

ような回答がかなりございまして、そういった

中でこれをどういうふうに明確化するかという

ことで、外部調査委員会でやっていただいた。

事務局は私どもで、いろんな資料については全

部調査して、それを外部委員会のほうに事実と

して上げて、その中でいろいろ質問なり検証を

していただいたということでございます。

確かに、行政処分というのは任命権者がやる

ことですので、これについての調査を今後さら

にやっていくことは当然でございます。やらな

いということではございません。ただ、県で

も、何万、何十万といういろんな工事をやって

きているんですね、土木でも農政でも、公共工

事というのは。これだけ大きい工事はないにし

ても。こういったことが何で起こるんですかと

いうのが正直、皆さんわからないんです。ある

いは検査員の方についても、土木の技術者に、

あなたはこういった場合に、急ぐから何だから

と理由はいろいろあるのかもしれませんけど、

検査員として、物が不完全な状態で合格させる

ということができるんですかと。いや、そんな

こと、とても恐ろしくてできませんと。いろい

ろ調べました。私ども、昨年の閉会中の常任委

員会で、数回御迷惑をおかけしましたけど、そ

の中でいろいろ当時の人に聞きましたけど、事

実関係をはっきりすることができない。そし

て、客観的に個々の事実解明をするには、その

当時でも、即告発すべきだという意見もありま

した。しかし、それは幾らなんでも、ある程度

調査をしていかにゃいかん。その調査の中で

は、行政も公社も不信感を持たれるという状態

の中で、客観的、専門的に外部調査委員会でや

るべきだということに至ったところでございま

す。

確かに、先ほど坂口委員からもいろいろあり

ましたように、市町村からもうちょっと究明で

きないのかという意見もございました。しか

し、今、大方一致している意見は、さらに原因

究明をして責任を明らかにしないと、市町村は

議会、対県民に対して説明ができないから、そ

こについては徹底してやってほしいということ

で、もちろん行政も、今後、行政処分というの

がありますので、引き続きそこのところは詰め

ていきますけど、犯罪の疑いが払拭できないと

いう知事の最終的に御判断があったわけです。

時効の問題というのも当然ございますので、並
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行してそういった事実を明らかにすることにつ

いては、行政は何もやらないということではご

ざいませんで、いろいろ御意見もございますの

で、引き続きやっていかなきゃいかんというふ

うに思っております。

当事者能力がないから、外部調査○外山委員

委員会に責任の所在まで明確にしてほしいとい

うこともあって多分調査をお願いされました

ね。しかし、現実としては責任の所在までは踏

み込んでいない。本会議の議論を聞いておりま

しても、県警本部長は、警察に告訴をする前に

もう少し内部で事務的に詰められないんでしょ

うかという話もされましたね。私もそう思うん

です。今、部長が、検査をする人間が本当にで

きなかったのか、書類がない、そういうことを

ずっと言われた。それを突き詰めていけば、そ

こに責任の所在が出てきますね。責任者という

のが嫌だから腰を引かれたというか、そんな感

じもするんですよ。だから、刑事事件にするし

ないという以前の問題。刑事事件になるかどう

かというのはその後でいいわけですから、その

以前の事務的な積み上げの中で、どこに過失が

あったのか、何がミスったのか、だれが責任

持って決裁書類を決裁しなかったのか、それと

も決裁書類が上がらなかったのか、そういうこ

とを本気で、自分たちが本当に責任を明確にす

るということであれば、もっと私は詰められた

と思うんです。

今、私が聞きましたね、迂回融資という言い

方でしたが、これについても当時の理事長には

全然聞いていないということは、全くそこに入

ろうという意思を感じられないんですよ。あと

は要望にとどめますが、いま一度県として責任

の所在を明確にすると、そういう気持ちを持っ

て調査をぜひしてもらいたいと思います。この

ことは要望で結構です。

要望ということですので、よろ○宮原委員長

しくお願いします。ほかにございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

それでは、ないようであります○宮原委員長

が、そのほかで何かございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

何もないようでありますから、○宮原委員長

以上をもちまして環境森林部を終了いたしま

す。執行部の皆様、御苦労さまでした。

暫時休憩いたします。

午後２時22分休憩

午後２時29分再開

それでは、委員会を再開いたし○宮原委員長

ます。

当委員会に付託されました平成20年度補正予

算関連議案等の説明を求めます。なお、委員の

質疑はあしたということでよろしくお願いしま

す。

農政水産部でございま○後藤農政水産部長

す。よろしくお願いいたします。

まず、お礼を申し上げます。２月に開催いた

しました農産園芸特産物総合表彰式、宮崎家畜

保健衛生所検査棟調査、さらには、県立農大校

卒業式等につきまして、県議会におかれまして

は、大変お忙しい中、御出席を賜りましてまこ

とにありがとうございました。

それでは、座って説明をさせていただきま

す。

お手元の環境農林水産常任委員会資料を１枚

お開きいただきまして、右側の説明項目をごら

んいただきたいと思います。本日、農政水産部

からは、議会提出議案５件、委員会報告事項１

件を予定しております。なお、このほかに急遽
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ではございますが、別資料で１枚、鳥インフル

エンザ関係の情報につきまして御説明申し上げ

たいと考えております。

まず、資料を１枚お開きいただきまして、１

ページをごらんいただきたいと思います。平

成20年度補正予算についてであります。

まず、（１）の平成20年度歳出予算課別集計

表につきましては、その上に１から４まで書い

てございます、議案第42号の平成20年度一般会

計補正予算、議案第50号の平成20年度農業改良

資金特別会計補正予算、議案第51号の平成20年

度沿岸漁業改善資金特別会計補正予算、議案

第63号の平成20年度一般会計補正予算について

一括掲載いたしております。なお、議案第63号

につきましては、御案内のとおり、国の経済・

雇用緊急対策に関連いたしました第２次補正予

算に伴う予算として追加で予定いたしておりま

す。

まず、42号の一般会計補正予算につきまして

は、２月補正額の一般会計の合計の欄にありま

すように、61億1,337万8,000円の減額補正をお

願いいたしております。これは昨年に比べまし

て台風災害等が少なかったことによりまして、

災害復旧事業が26億8,000万円と大きく減額に

なったことや、燃油、配合飼料及び鉄骨等資材

の価格高騰によりまして、生産者がハウスや畜

舎の整備を次年度以降に見合わせたことによる

強い産地づくり対策整備事業等での減額が主な

要因になっております。

また、議案第50号、51号の特別会計補正予算

につきましては、下から２段目、7,666万9,000

円の減額補正をお願いしております。

次に、議案63号の一般会計の追加補正予算に

ついてでございますが、表の中ほどの列、２月

追加補正額の合計の欄にありますとおり、農村

整備課、漁港漁場整備課の２課で1,772万9,000

円の増額補正をお願いいたしております。

この結果、２月補正額と２月追加補正額を合

わせました補正後の一般会計予算額は、368

億 9 , 7 9 8万 9 , 0 0 0円、特別会計予算額が４

億6,901万5,000円となりまして、農政水産部全

体の補正後の予算額は、373億6,700万4,000円

という状況になってございます。

次の資料の２ページをごらんいただきたいと

存じます。平成20年度の繰越明許費についてで

あります。

まず、上の表、（２）平成20年度繰越明許費

補正一覧表についてであります。農政水産部合

計では14の事業、50カ所におきまして、今回14

億8,130万4,000円の繰り越しをお願いしており

ます。これらは、繰越理由に記載しております

とおり、事業主体において事業が繰り越しにな

ること、関係機関との調整に日時を要したこと

などの理由によりまして、翌年度への繰り越し

を余儀なくされたものであります。

次に、下の表、（３）平成20年度繰越明許費

補正一覧表につきましては、２つの事業、２カ

所におきまして、今回1,772万9,000円の繰り越

しをお願いしております。これらは、繰越理由

に記載しておりますとおり、国の補正予算の関

係によりまして、事業主体において事業が繰り

越しとなることによるものであります。繰越事

業の執行につきましては、関係機関との連携を

図りながら早期の完成に努めてまいりたいと考

えております。

次に、資料の３ページをごらんいただきたい

と思います。議案第54号「宮崎県行政機関設置

条例の一部を改正する条例」であります。改正

理由の欄にございますとおり、日南市、北郷

町、南郷町の合併に伴いまして、行政機関の所
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管区域及び管轄区域を変更するものでありま

す。以上が提出議案であります。

次に、７ページをごらんいただきたいと思い

ます。委員会報告事項の農政水産部における緊

急雇用対策への取り組み状況についてでござい

ます。さきの臨時県議会において承認をいただ

きましたみやざき農業チャレンジ支援事業等に

ついて、これまで、関係機関と一体的に農水産

業分野における雇用創出に努めてきたところで

ございます。本日は、その取り組み状況につい

て御説明させていただきます。

これらの議案及び報告事項の詳細につきまし

ては、この後、関係課長から御説明申し上げま

す。

私からは以上です。よろしくお願いいたしま

す。

農政企画課でございま○岡崎農政企画課長

す。平成20年度２月補正について御説明いたし

ます。

お手元の歳出予算説明資料の青いインデック

ス、農政企画課のところをおあけいただきたい

と存じます。251ページをお願いいたします。

農政企画課の２月補正額は、一般会計のみ

で、１億3,123万9,000円の減額補正をお願いし

ております。この結果、２月補正後の予算額

は24億3,211万2,000円となります。

それでは、主な内容について御説明いたしま

す。

めくっていただきまして253ページをお願い

いたします。上段の（事項）職員費でございま

すが、１億1,298万4,000円の減額となっており

ます。減額の主な理由といたしましては、出先

機関の総務事務一元化等の組織改正に伴う配置

がえなどによるものでございます。なお、各課

の職員費に係る減額補正につきましても、おお

むね同様の理由によるものでありまして、各課

の説明は省略させていただきます。

次に、中段の（事項）農業情報技術対策費で

ございますが、702万8,000円の減額補正となっ

ております。この主な理由といたしましては、

３の産学官連携による宮崎県農水産試験研究機

能発揮促進事業において、効率的な事業実施に

努めたことに伴う事務費の執行残による減額補

正であります。

次に、254ページをお願いいたします。中段

の（事項）総合農業試験場管理費でございます

が、489万5,000円の減額補正となっておりま

す。これは総合農業試験場の維持管理に係る費

用の執行残による減額補正でございます。

続きまして、宮崎県行政機関設置条例の一部

を改正する条例について御説明いたします。提

出議案の第54号になりますけれども、内容につ

きましては、お配りしております環境農林水産

常任委員会資料で御説明させていただきます。

常任委員会資料の３ページをお開きくださ

い。

まず、改正の理由でございますが、平成21年

３月30日の日南市、北郷町及び南郷町の合併に

伴い、当該機関の所管区域及び管轄区域が変更

になることから、条例の一部改正を行うもので

ございます。

改正内容は、第７条の南那珂農林振興局の所

管区域に係る規定中、「南那珂郡」を削除し、

同様に、第９条関係の宮崎家畜保健衛生所の管

轄区域に係る規定中、「南那珂郡」を削除する

ことといたしております。

施行期日は、合併期日であります平成21年３

月30日でございます。

農政企画課は以上でございます。よろしくお

願いいたします。
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続きまして、地域農○上杉地域農業推進課長

業推進課より御説明をいたします。

お手元の歳出予算説明資料の257ページをお

開きください。

地域農業推進課の２月補正額は、一般会計で

３億4,229万5,000円の減額、特別会計で422

万7,000円の減額、合わせまして３億4,652

万2,000円の減額補正をお願いしているところ

でございます。この結果、２月補正後の予算額

は、32億3,201万3,000円となっております。

それでは、主な内容について御説明いたしま

す。

259ページをお開きください。まず、中ほど

の（事項）農業会議・農業委員会費546万4,000

円の減額についてであります。これは主に、農

業会議委員手当及び市町村農業委員会への交付

金について、国の補助決定等に伴い、減額をす

るものであります。

次に、（事項）青年農業者育成確保総合対策

事業費1,745万8,000円の減額についてでありま

す。これは主に、就農支援資金の貸し付け減等

に伴い、特別会計への繰出金が不要となったこ

とによるものであります。

続きまして、260ページをお開きください。

（事項）中山間地域活性化推進費961万5,000円

の減額についてであります。これは主に、中山

間地域等直接支払制度推進事業において対象農

用地面積が確定したことに伴い、直接支払交付

金を減額するものであります。

次に、中ほどの（事項）農業経営構造対策事

業費１億5,967万7,000円の減額についてであり

ます。これは事業主体が、販売予定先の倒産を

受け、計画見直しを行ったことによる事業の取

り下げや、入札執行残に伴い減額をするもので

あります。

次に、下段の（事項）農業大学校費1,376

万3,000円の減額については、主に農業大学校

における警備、清掃等の庁舎管理委託料等の入

札執行残に伴う減額によるものであります。

次に、261ページをごらんください。（事

項）構造政策推進対策費１億363万6,000円の減

額についてであります。これは主に、みやざき

フロンティア農地再生事業における耕作放棄地

の再生整備支援について、県を通さない予算で

国が全額を負担する国の第１次補正事業に振り

かえたことにより、減額するものであります。

次に、262ページをお開きください。農業改

良資金特別会計、（事項）就農支援資金対策

費422万7,000円の減額についてであります。こ

れは、新規就農者が新たに農業経営を開始する

ために必要な資金を無利子で貸し付けるもので

ありますが、貸付額が計画を下回ったことに伴

い、減額するものであります。

地域農業推進課は以上でございます。よろし

くお願いいたします。

営農支援課でございま○吉田営農支援課長

す。

引き続き、263ページをお開きください。営

農支援課の２月の補正額は、一般会計分で１

億9,907万8,000円の減額、農業改良資金特別会

計で8,660万8,000円の減額、合計２億8,568

万6,000円の減額をお願いしております。した

がいまして、２月補正後の最終予算額は24

億5,496万3,000円となります。

それでは、主な内容について御説明申し上げ

ます。

266ページをお願いいたします。一番上の

（事項）農業改良資金対策費2,958万4,000円の

減額についてであります。これは貸付金の減に

伴い、特別会計への繰り出しが不要となったこ
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とによるものでございます。

次に、（事項）農業金融対策費5,744万3,000

円の減額についてであります。これは、農業近

代化資金などの各制度資金に係る利子補給額や

貸付額が確定したこと等によるものでございま

す。

次に、268ページをお開きください。農業改

良資金特別会計の（事項）農業改良資金対策

費8,660万8,000円の減額についてでございま

す。主な理由は、貸付金の１億3,000万円の減

等によるものでございます。

これ以外の事業につきましては、いずれも執

行残及び国庫補助決定等による補正減でござい

ます。

営農支援課は以上でございます。

農産園芸課でございま○串間農産園芸課長

す。

引き続き、269ページをお開きください。農

産園芸課の２月補正額は、10億1,082万5,000円

の減額補正をお願いしております。その結果、

２月補正後の予算額は14億6,808万2,000円とな

ります。

それでは、主な内容について御説明いたしま

す。

271ページをお開きください。最初に、中ほ

どの（事項）強い産地づくり対策事業費につい

てであります。それぞれ各作物ごとに事業があ

りますが、この事業は、国の強い農業づくり交

付金により、農産物の生産性の向上を図るた

め、野菜、花卉及び果樹に係る低コスト耐候性

ハウスや集出荷貯蔵施設、茶の防霜ファンや複

合管理機等の条件整備を行う事業であります。

事業の執行に当たり、重油価格やハウス資材の

高騰を背景に、事業主体である営農集団による

ハウス導入の見送り、あるいは団体等事業主体

が計画の再検討を行ったことによる事業の見送

り、また、入札に伴って執行残が発生したこと

等により、合計で７億4,777万9,000円の減額と

なったものであります。

続きまして、その下の（事項）活動火山周辺

地域防災営農対策事業費1,775万8,000円の減額

についてであります。この事業は、桜島の降灰

による農作物への被害を防止するため、防災営

農施設の整備を行う事業でありますが、事業主

体の入札に伴う執行残により減額をお願いする

ものであります。

続きまして、一番下の（事項）元気みやざき

園芸産地確立事業費についてであります。次の

ページをごらんください。１の産地構造改革促

進事業については、県単独事業として野菜の品

質向上等を図るための機能強化型のハウスの整

備、あるいは重油価格高騰対策として導入され

る省エネルギー施設等の整備を行う事業

で、5,604万7,000円の減額、２の個性あふれる

産地育成支援事業につきましては、高付加価値

化、効率化を図るための機械施設等の導入を支

援する事業で、231万7,000円の減額で、事業主

体の国等の事業活用によるものや、入札に伴う

執行残によるもので、３の推進事務費の減額と

あわせまして5,873万5,000円の減額をお願いす

るものであります。

最後に、中ほどにあります（事項）青果物価

格安定対策事業費の１億7,008万6,000円の減額

についてであります。この事業は、野菜価格の

低落時に生産者に対し価格差補給金を交付し、

農家経営の安定等を図るものでありますが、野

菜価格が比較的高値で推移したこと等から、補

給金の交付が少なく、減額となったものでござ

います。

農産園芸課は以上でございます。
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畜産課でございます。○押川畜産課長

引き続き、275ページをお開きいただきたい

と思います。畜産課の２月補正額は、５

億6,614万6,000円の減額補正をお願いしており

ます。その結果、補正後の予算額は38億5,607

万7,000円となります。

それでは、主な内容について御説明いたしま

す。

277ページをお開きいただきたいと思いま

す。一番下の（事項）畜産経営環境保全事業費

の１億1,015万3,000円の減額についてでありま

す。主な減額理由は、１の耕畜連携による資源

循環型農業確立事業において、ふん尿処理施設

や機械等の整備を予定しておりました事業計画

者が、燃油高騰や飼料価格高騰、こういったも

のの厳しい農業情勢から、事業実施時期や事業

規模などの見直しを行ったことによるものでご

ざいます。

次に、278ページをお開きいただきたいと思

います。中ほどの（事項）畜産団地整備育成事

業費の２億107万7,000円の減額についてであり

ます。１の肉用牛振興施設整備事業におきまし

て、４件の業者等の整備を行う予定でございま

したけれども、ほかの事業での実施、それから

厳しい農業情勢の中、事業実施時期等の見直

し、こういったものによりまして国庫補助決定

がなされており、それに伴う減額補正でござい

ます。

次に、279ページをごらんいただきたいと思

います。上から２つ目の（事項）養豚振興対策

費の6,109万5,000円の減額についてでありま

す。２の肉豚生産効率化施設整備事業におい

て、繁殖から肥育までの一貫施設から、肥育施

設のみに事業内容を変更したことによる国庫補

助決定に伴う減額を行っております。

次に、一番下の（事項）畜産物価格安定対策

事業費の1,019万3,000円の減額についてであり

ますが、主なものは、肉豚価格安定基金強化対

策事業における肉豚の契約頭数の減少によるも

のでございまして、執行残等に伴う減額でござ

います。

次に、280ページをお開きいただきたいと思

います。一番上の（事項）飼料対策費の1,240

万5,000円の減額についてでございますが、主

な減額理由は、２の飼料価格高騰緊急対策事業

におきまして、飼料作物収穫調製機械等の整備

を計画しておりましたが、事業主体の計画の見

直しや、入札残による国庫補助額決定等に伴う

減額を行っております。

次に、（事項）公共畜産基盤再編総合整備事

業費の3,339万5,000円の減額についてでありま

す。主な減額理由は、牛舎整備等の計画を見直

したことによるものでございまして、国庫補助

額決定に伴う減額を行っております。

次に、281ページをごらんいただきたいと思

います。最上段の（事項）家畜保健衛生費

の7,321万1,000円の減額についてであります

が、主な減額理由といたしましては、２のみや

ざきの畜産を守る家畜保健衛生所機能強化事業

におきまして、今年度検査棟の建設を行いまし

たが、建築工事費の入札残や設置備品の見直

し、こういったものを行いまして、執行残等に

伴う減額を行っております。

次に、（事項）畜産試験場管理費の1,267万

円の減額についてでありますが、場内管理の作

業を行う非常勤職員報酬の残や、光熱水費等の

節約による執行残等に伴う減額でございます。

畜産課については以上であります。よろしく

お願いいたします。

農村計画課でございま○原川農村計画課長
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す。

引き続き、283ページをお開きください。農

村計画課の２月補正額は、9,995万7,000円の減

額補正をお願いしております。この結果、２月

補正後の予算額、51億8,209万6,000円となって

おります。

それでは、補正内容について御説明いたしま

す。

資料の286ページをお開きください。まず、

上段の（事項）国土調査費でございます

が、125万円の増額をお願いしております。こ

れは地籍調査でございまして、市町村の追加要

望を国へ依頼していたものが今回承認されたこ

とにより、国庫補助が増額決定されたことに伴

う補正でございます。

次に、一番下段の（事項）土地改良事業負担

金でございますが、5,968万7,000円の減額をお

願いしております。これは国営事業の用地買収

等のおくれなどによる繰り越しに伴う国営事業

費の減額確定により、県の負担額を減額するも

のでございます。

農村計画課については以上でございます。

農村整備課でございま○矢方農村整備課長

す。

引き続き、289ページをお開きください。農

村整備課の２月補正は31億9,713万3,000円の減

額補正をお願いしております。この結果、２月

補正後の予算額は129億9,469万2,000円となり

ます。

それでは、主な補正内容について御説明をい

たします。

292ページをお開きください。中ほどの（事

項 ） 農 地 集 団 化 事 業 促 進 費 で ご ざ い ま

す。3,901万5,000円の減額補正をお願いしてお

ります。主な内容は、２の県営土地改良事業に

係る換地清算金の確定によるものであります。

次に、一番下の（事項）公共土地改良事業費

でありますが、５億2,958万9,000円の減額補正

をお願いしております。主な内容は、次のペー

ジの２の県営畑地帯総合整備事業において、茶

園の防霜用水確保のための水量や路線の検討に

時間を要したことにより、当該路線の工事を次

年度としたことや、次の３の県営経営体育成基

盤整備事業において、流末排水路の検討に日数

を要し、その分の工事発注ができなかったこと

などによるものであります。

次に、293ページをごらんください。一番上

の（事項）公共農道整備事業費でありま

す。7,560万円の減額補正をお願いしておりま

す。主な内容は、１の県営農林漁業用揮発油税

財源身替農道整備事業において、未改良区間の

用地交渉が年度内に成立せず、当該区間を次年

度施行としたことなどによるものであります。

次の（事項）公共農地防災事業費であります

が、4,863万6,000円の減額補正をお願いいたし

ております。主な内容は、４の県営ため池等整

備事業において、用水路トンネルのモルタル充

てん工事で、プラントを設置する用地が工事現

場近くに確保できたため、工事コストの縮減が

できたことなどによるものであります。

次に、294ページをお開きください。最後の

（事項）耕地災害復旧費であります。 2 4

億5,264万2,000円の減額補正をお願いいたして

おります。これは、今年度の災害発生が見込み

額を下回ったことによるものでございます。

続きまして、お手元の薄い冊子の20年度２月

補正歳出予算説明資料（議案第63号）をお願い

いたします。57ページをお開きいただきたいと

存じます。農村整備課の追加補正は272万9,000

円の増額補正をお願いいたしております。この
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結果、追加補正後の予算額は12 9億 9 , 7 4 2

万1,000円となります。

１枚めくっていただきまして59ページをごら

んください。（事項）公共土地改良事業費の増

額でありますが、細事項、○地域農業水利施設新

ストックマネジメント事業が、国の第２次補正

予算の成立に伴い、新たに創設されたことによ

るものでございます。詳細につきましては、環

境農林水産常任委員会資料で御説明をいたしま

す。

委員会資料の５ページをお願いいたします。

事業の目的でございますが、右のページの上

段の図をごらんいただきたいと存じます。

本事業は、市町村等の団体が造成した施設等

を対象として、既存施設の有効利用を図りつ

つ、機能を効率的に保全していくために、管理

者による適切な日常管理、技術的な観点からの

機能診断、施設の劣化予測や工法等の比較検討

による対策、計画の策定、計画に基づく対策を

実施するものであります。

対象施設の考え方でございますが、下段の図

にありますように、農業水利施設のうち、ダ

ム、頭首工等の基幹的なものは、既存の基幹水

利施設ストックマネジメント事業の対象でござ

いまして、それ以外の施設が今回の対象となり

ます。

左に戻っていただきまして、２の事業の概要

でございます。予算額は272万9,000円をお願い

いたしております。事業期間は20年度からで、

事業主体は市町村、土地改良区であります。

事業の内容でございますが、本年度は、日向

市の富島地区におきまして、予防的な対策が有

効であると見込まれる施設についての機能診断

を実施し、機能保全計画を策定するものでござ

います。

農村整備課については以上でございます。よ

ろしくお願いいたします。

水産政策課でございま○桑原水産政策課長

す。

お手元の歳出予算説明資料の295ページをお

開きください。水産政策課の２月補正額は、一

般会計で２億2,417万8,000円の減額、沿岸漁業

改善資金特別会計で1,416万6,000円の増額、合

計で２億1,001万2,000円の減額補正をお願いし

ております。なお、２月補正後の予算額は、一

般会計、特別会計合計で17億7,224万1,000円と

なります。

それでは、主な内容につきまして御説明いた

します。

297ページをお開きください。初めに、下段

の（事項）水産金融対策費2,987万2,000円の減

額についてでございます。これは、漁業近代化

資金を初めとする各種貸付金におきまして、一

部繰り上げ償還があったことなどにより、利子

補給額が減少したことによるものでございま

す。

次に、299ページをお開きください。上段の

漁業取締監督費１億2,117万8,000円の減額につ

いてでございます。説明欄２の宮崎県内水面振

興センター経営基盤強化対策資金１億2,000万

円の減額でございますが、これは、財団法人宮

崎県内水面振興センターの経営安定強化を図る

ために、短期運転資金の貸し付けを行っており

ますが、現在のところ、見込みどおりの財務状

況でありますことから、貸付金の執行残分を減

額するものでございます。

次の（事項）水産試験場管理費766万3,000円

の減額についてでございます。これは、水産試

験場本場・小林分場の施設管理費や、漁業調査

取締船の運航管理費などの執行残でございま
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す。

次の（事項）水産業試験費771万7,000円の減

額についてでございます。これは、日向灘沿岸

域などの漁海況調査業務委託の入札残や、受託

事業費の確定などに伴う補正でございます。

次のページをお開きください。特別会計の

（事項）沿岸漁業改善資金対策費1,416万6,000

円の増額補正についてでございます。沿岸漁業

改善資金特別会計につきましては、議案第51号

として提出させていただいておりますが、この

ページで説明させていただきます。補正の内容

でございますが、平成19年度の繰越金が確定

し、歳入が増加したことによりこれを補正する

ものでございます。

水産政策課は以上でございます。

漁港漁場整備課でご○那須漁港漁場整備課長

ざいます。

お手元の歳出予算説明資料の303ページをお

開きください。漁港漁場整備課の２月補正額

は、３億4,252万7,000円の減額補正をお願いし

ております。この結果、２月補正後の予算額

は39億5,699万9,000円となります。

それでは、主な内容について御説明いたしま

す。

306ページをお開きください。（事項）種子

島周辺漁業対策事業費の6,397万5,000円の減額

についてであります。これは、種子島のロケッ

ト実験に伴い、操業制限を受ける漁業への影響

緩和のための漁業用施設整備に要する経費の一

部を、独立行政法人宇宙航空研究開発機構が補

助するもので、事業主体であります漁協の事業

費が入札等の結果により確定したことによるも

のであります。

次に、（事項）漁業振興特別対策事業費

の1,266万5,000円の減額についてであります。

これは、細島港整備事業に伴う関係漁協の漁業

振興対策を実施しておりますが、同じく、事業

主体であります漁協の事業費が確定したことに

よるものであります。

次に、307ページをごらんください。（事

項）水産基盤（漁港）整備事業費の2,6 5 1

万2,000円の減額についてであります。これは

漁港整備のための国の補助公共事業であります

が、工事費の入札残等により国庫補助が決定し

たことによるものであります。

次に、（事項）漁港災害復旧事業費の１

億6,702万8,000円の減額、並びに次の（事項）

水産施設災害復旧事業費の5,959万4,000円の減

額についてであります。この２つの事項につき

ましては、今年度、台風等による漁港や水産施

設の被災が少なかったことによるものでありま

す。

続きまして、お手元の追加補正分の歳出予算

説明資料の61ページをごらんください。漁港漁

場整備課の２月追加補正額は1,500万円の増額

補正をお願いしております。この結果、２月追

加補正後の予算額は39億7,199万9,000円となり

ます。

それでは、内容について御説明いたします。

63ページをお開きください。（事項）漁業経

営構造改善事業の1,500万円の増額についてで

あります。これは国の第２次補正予算の成立に

伴うもので、日南市漁協が行います船を引き揚

げるための上架施設の整備をする経費の一部を

補助するものでございます。

漁港漁場整備課は以上でございます。

続きまして、委員会○上杉地域農業推進課長

報告事項について御説明いたします。

お手元の環境農林水産常任委員会資料の７ペ

ージをごらんください。農政水産部における緊
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急雇用対策への取り組み状況についてでありま

す。

まず、地域農業推進課より、①の農業におけ

る取り組み状況について御説明いたします。

１、実施体制でありますが、地域農業推進課

を推進本部といたしまして、関係機関が連携し

て情報等の共有一元化を図るとともに、臨時の

就農相談会等を通じて就農希望者の積極的な掘

り起こしを実施しております。

次に、２、重点的な取り組みでありますが、

（１）事業のＰＲにつきましては、１月23日か

ら３月31日までを就農相談機関として定め、県

内外の就農相談会、ハローワークに事業ＰＲ資

料の配付、１月23日に臨時雇用募集案内を県庁

ホームページに掲載するなど、事業ＰＲを実施

しております。

（２）就農相談会の開催につきましては、県

内外において就農相談会等を開催しております

が、これまでに県の臨時雇用の97件を初め、全

体で314件の相談等があったところでございま

す。

次に、８ページをごらんください。（３）み

やざき農業チャレンジ支援事業による県臨時雇

用の実施状況でありますが、面接により就農意

欲等を審査し、48名を採用しております。配属

先は、農業大学校に19名、総合農業試験場に８

名の順となっております。また、県教育機関と

連携を図って、農業高校においても10名を雇用

しております。配属先での主な作業内容につき

ましては、配属先の特色を生かした作業内容と

しているところであります。

次に、（４）みやざき農業支援人材獲得事業

の実施状況でありますが、農業法人へのアンケ

ート調査や事業説明会、農業法人とのマッチン

グ面接会を実施しております。事業説明会に

は65の農業法人が出席し、２月27日に開催した

マッチング面接会では、14法人から合計74名の

求人があり、求職者として40名が来場しており

ます。この面接会において農業法人の数社が内

定者を出すなど、一定の成果があったところで

ございます。

続きまして、最後に、３番の今後の取り組み

についてであります。みやざき農業チャレンジ

支援事業につきましては、臨時雇用者に対する

就農ガイダンスを通じて、農業法人への就業等

のフォローアップに努めてまいりたいと考えて

おります。また、みやざき農業支援人材獲得事

業につきましては、農業法人とのマッチング面

接会を通じて、農業法人が求める優秀な人材の

確保を支援してまいりたいと考えております。

今後とも、これらの事業につきましては、国の

事業等を活用しながら確実な就農に向けたフォ

ローアップを実施し、本県農業を支える新規就

農者の育成確保に努めてまいりたいと考えてお

ります。

地域農業推進課からは以上でございます。

水産政策課でございま○桑原水産政策課長

す。

お手元の環境農林水産常任委員会資料の９ペ

ージをお開きください。水産雇用促進緊急対策

事業の実施状況についてであります。

本事業は、景気低迷に伴う離職者等を中心

に、漁業への就業を希望する方に対し、本県漁

業の知識及び技術の習得を図るため、漁業現場

等での集中的な研修の受講を支援し、意欲ある

人材の本県水産業への就業を推進するものであ

ります。予算額は372万円でございまして、県

漁連に業務委託し、現在実施中であります。

まず、１の事業のＰＲにつきましては、補正

予算の御承認をいただいた後、直ちに県及び県
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漁連等が連携して求人情報を一層掘り起こすと

ともに、ハローワーク等への事業ＰＲ用チラシ

の配布を初め、県庁ホームページ等への掲載な

どにより、事業内容の周知に努めました。

２の事業に関する相談等の実施状況でござい

ますが、３月２日までの問い合わせ人数は15名

で、うち県内が８名、県外５名、不明が２名と

なっております。研修を希望する方に対しまし

ては、研修内容等を説明し、面接会を３月２日

まで計４回開催しております。

３の研修の実施状況でございますが、現在５

名が研修に参加しております。研修生は、元契

約社員、アルバイトや無職等でありまして、３

名が県内在住者、２名が県外在住者でございま

した。研修先はいずれも定置網漁業の経営体で

あり、延岡市に２名、日向市に２名、南郷町１

名となっております。各漁業現場におきまして

は、水揚げ等の船上での作業、出荷や網等の漁

具の補修作業等の実務の研修を実施しておりま

す。

４の今後の取り組みですが、研修修了後は、

県漁連の運営する県漁業就業者確保育成センタ

ーと連携し、研修受講者が本県漁業に就業でき

るよう、フォローアップに努めてまいりたいと

考えております。

水産政策課は以上でございます。

愛知県におきますウズ○山本家畜防疫対策監

ラの高病原性鳥インフルエンザの発生につきま

しては、委員の皆様方には既に第一報を御説明

いたしております。その後、御案内のように２

例目の発生がございまして、また、本県といた

しましても、発生防止のための農場調査等を実

施しておりますので、概要を御説明申し上げま

す。

資料をごらんいただきたいと存じます。

まず、発生状況ですが、発生場所は、愛知県

の豊橋市、採卵用のウズラ農場２戸でございま

す。飼養羽数につきましてはそれぞれごらんの

とおりでございます。

発生の経緯でございますが、１例目が２月25

日、これは健康状態に特に問題のない定期のモ

ニタリング検査で１戸に抗体陽性が見つかって

おりまして、翌日、インフルエンザウイルスが

分離をされております。27日に分離ウイルスが

Ｈ７亜型（弱毒タイプ）と確定をいたしており

まして、この日に正式発表がなされておりま

す。このウイルスにつきましては、３月１日に

Ｈ７Ｎ６亜型と確定をされておりまして、これ

は我が国で初めての検出でございます。これに

伴いまして、半径５キロ以内の24戸に移動制限

がかけられております。２月28日から当該農場

の殺処分が開始されておりますけれども、３月

２日になりまして、移動制限区域内で清浄性確

認検査をする中で、新たにウズラの農場１戸

で、これも特に死亡等のない健康な状態であり

ましたけれども、遺伝子検査陽性が確認をされ

ておりまして、翌３日にインフルエンザウイル

スが分離をされております。昨日になります

が、３月４日、２例目の分離ウイルスはＨ７亜

型と確定をされておりまして、本日、弱毒タイ

プということが確定をいたしております。新た

に半径５キロ以内の９戸の農場が移動制限にか

かっておりまして、本日以降、２例目の殺処分

等の防疫措置が開始されているというふうに聞

いております。

裏面をごらんいただきたいと存じます。参考

資料でつけておりますが、上のほうが愛知県の

発生場所でございます。渥美半島のつけ根にご

ざいまして、ウズラの卵につきましては、愛知

県が全国の７割のシェアを誇っておりまして、
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大半がこの地域で飼われているということで、

日本一の産地ということでございます。下のほ

うが移動制限区域の概要図でございまして、２

例目に伴いまして移動制限区域が拡充をされて

おります。発生が２戸、周辺農場が32戸となっ

ております。

表に返っていただきまして、本県の防疫対応

でございます。啓発文書等の発出を２月27日、

正式発表がございました日に関係機関にファク

シミリで送付をいたしまして周知を図っており

ます。

それから、農場等の調査につきましては、ま

ず、ウズラの関係でございますが、県内で１カ

所だけ採卵用のウズラを飼っております農場が

ございます。家畜保健衛生所が立ち入りをいた

しまして、健康状態に異状がないこと、それか

ら、愛知県の発生地域と疫学的には関連がない

ことを確認いたしておりまして、加えて、検査

材料を採取いたしまして抗体検査とウイルス分

離をやっておりまして、陰性を確認いたしてお

ります。蛇足でありますけれども、先日御案内

いたしました宮崎家畜保健衛生所の検査棟でウ

イルス分離を実施させていただいております。

そのほか、県内で15戸、105羽が愛玩用とし

て飼養されておりまして、同様に家畜保健衛生

所がすべて立ち入りをいたしまして、健康状態

に異状がないことを確認いたしておりまして、

現在、ウイルス分離の検査を実施いたしており

ます。

それから、養鶏関係でございますが、100羽

以上飼養の農場が約1,000戸ございますが、こ

こにつきましても、家畜保健衛生所を中心に聞

き取り調査を実施いたしておりまして、現在ま

でのところ異状が認められておりません。

最後になりますけれども、今後の対応です

が、引き続き情報収集を行いますとともに、ウ

イルス侵入防止対策の徹底等の啓発を実施して

まいりたいと思っております。それから、農林

水産省と愛知県から、本県を含めまして、過去

の発生県を中心に５県に対しまして職員の派遣

要請が来ておりまして、本日から８日まで２名

の家畜防疫員、これは家畜保健衛生所の獣医師

職員でございますが、現地に派遣をいたしてお

りまして、清浄性確認の検査のための農場立ち

入り、採材を実施することとしております。一

昨年の発生県といたしまして、当地が早く正常

化が図れるように側面的に協力をしてまいりた

いと考えております。

それから、最後になりますが、本日、農林水

産省のほうから、消石灰で全国の養鶏場を緊急

消毒するというような通知も来ております。本

県といたしましても、対応することで発生の防

止に努めてまいりたいと考えております。以上

でございます。

以上で説明が終わりました。質○宮原委員長

疑につきましては、あした10時に再開をさせて

いただきますので、本日はここでとめておきた

いと思います。執行部の皆様、御苦労さまでし

た。

暫時休憩をいたします。

午後３時18分休憩

午後３時22分再開

それでは、委員会を再開いたし○宮原委員長

ます。

あすの委員会は、10時、質疑から行いたいと

思いますが、よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

それでは、そのように決定いた○宮原委員長

します。



- 54 -

次に、委員長報告骨子案についてでありま

す。本来であれば採決後に御意見をいただくと

ころですが、今回は日程的に余裕がございませ

んので、本日までの質疑において委員長報告に

盛り込む要望がございましたら、お出しいただ

きたいと思います。

〔「一任」と呼ぶ者あり〕

一任をいただきましたので、あ○宮原委員長

すの質疑を踏まえて要望等については再度採決

の時点でお聞きいたしたいと思います。よろし

くお願いしたいと思います。

そのほか何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

それでは、何もないようですの○宮原委員長

で、以上をもちまして本日の委員会を終了いた

します。委員の皆さん、おつかれさまでした。

午後３時23分散会
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平成21年３月６日（金曜日）

午前10時０分再開

出席委員（９人）

委 員 長 宮 原 義 久

副 委 員 長 黒 木 正 一

委 員 外 山 三 博

委 員 坂 口 博 美

委 員 蓬 原 正 三

委 員 野 辺 修 光

委 員 満 行 潤 一

委 員 松 田 勝 則

委 員 長 友 安 弘

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

農政水産部

農 政 水 産 部 長 後 藤 仁 俊

西 田 二 朗農政水産部次長
（ 総 括 ）

伊 藤 孝 利農政水産部次長
（ 農 政 担 当 ）

太 田 英 夫農政水産部次長
（ 水 産 担 当 ）

岡 崎 ・ 博
部 参 事 兼
農 政 企 画 課 長

郡 司 行 敏農 水 産 物
ブランド対策監

地域農業推進課長 上 杉 和 貴

担 い 手 対 策 監 山 内 年

営 農 支 援 課 長 吉 田 周 司

農業改良対策監 佐 藤 吉 史

消費安全企画監 八反田 憲 生

農 産 園 芸 課 長 串 間 秀 敏

畜 産 課 長 押 川 延 夫

家畜防疫対策監 山 本 慎一郎

農 村 計 画 課 長 原 川 忠 典

国営事業対策監 桐 山 和 人

農 村 整 備 課 長 矢 方 道 雄

工 事 検 査 監 西 重 好

水 産 政 策 課 長 桑 原 智

漁 業 調 整 監 山 田 卓 郎

漁港漁場整備課長 那 須 司

漁港整備対策監 今 西 宏 美

総合農業試験場長 村 田 壽 夫

県立農業大学校長 米 良 弥

畜 産 試 験 場 長 荒 武 正 則

水 産 試 験 場 長 関 屋 朝 裕

事務局職員出席者

議 事 課 主 査 大 野 誠 一

政策調査課主査 坂 下 誠一郎

委員会を再開します。○宮原委員長

まず、議案第42号、第50号、第51号、第54

号、第63号についての質疑はありませんか。

地域農業推進課、261ページ、構○長友委員

造政策推進対策費の１億円ぐらいの減額という

ことですけれども、その中で、３番目のみやざ

きフロンティア農地再生事業は8,000万ぐらい

減額となっておりますけれども、説明によると

耕作放棄地に関する部分だったと思うんです

が、もう一回内容をお聞かせ願いますか。

みやざきフロンティ○上杉地域農業推進課長

ア農地再生事業の減額についての理由でござい

ます。これは当初、国の農山漁村活性化プロ

ジェクト支援交付金といったものを活用して、

耕作放棄地の再生整備を行うことを考えており

ました。このプロジェクト支援交付金は、国が

２分の１、地元が２分の１という内容でござい

ますけれども、実は、昨年の11月の第１次補正
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事業の中で、国が10分の10負担するという新し

い補正事業が耕作放棄地対策で出ましたので、

そちらのほうに乗りかえたと。全額国が負担を

して地元は負担しなくてもいいといった有利な

事業に乗りかえたことによる減額でございま

す。

ということは、全体的な耕作放棄○長友委員

地解消の計画というのがあると思うんですね、

大体何年度かけてこういうふうにやっていこう

と。進捗状況というのはどれぐらいだったんで

すか。

当初このフロンティ○上杉地域農業推進課長

ア事業で平成20年度に解消を予定していた面積

につきましては、100ヘクタールを予定してお

りました。今回、国の10分の10の事業に乗りか

えたことによって、今現在解消が図られている

平成20年度の実績の面積は約90ヘクタールです

ので、当初予定していた100ヘクタールの目標

はおおむね達成している状況と考えておりま

す。

来年度以降、さらにこの事業は続○長友委員

くんですか。

残念なことに国10分○上杉地域農業推進課長

の10というのは、さすがに１次補正事業という

形ではこの３月までなんですけれども、実は、

新たに平成21年度の国の新規事業で耕作放棄地

対策事業というのがございますので、そういっ

たものを引き続き活用して、21年度以降もフロ

ンティア事業を実施していきたいというふうに

考えております。

それで耕作放棄地というのが県内○長友委員

は解消できそうな感じなんですか。

当初フロンティア事○上杉地域農業推進課長

業をつくったときに、目標は1,000ヘクタール

ほど、これは宮崎県の主に農業上、重要な地域

である農振農用地区域内の面積が1,033ヘクタ

ールで、市町村が農業経営基盤強化促進法に基

づいて作成しています市町村基本構想というの

がございますけれども、その中で位置づけられ

た面積がこの1,000ヘクタールほどでございま

す。これを事業実施期間４年間で解消していく

というのが当初の目標面積ですけれども、これ

を今後実施していくことになると思います。た

だ、事業そのもので解消する面積と、事業を入

れるまでもなく、そんなに荒れていない、た

だ、使う人がいないといったものについては、

このフロンティア事業で、コーディネーターと

いうのを21市町村に今25人置いているんですけ

れども、そういった人たちのコーディネート機

能を活用して、利用する人を見つけて荒れる前

に使っていくといった活動も含めて、この

約1,000ヘクタールほどを解消、または未然に

防止するといったことを考えております。

また農地として使えるようになっ○長友委員

てくるわけですから、これが担い手あるいは農

業に参入してくる方々に使われるということが

大事でしょうから、そちらの方策もお願いした

いと思います。

御指摘のとおりかと○上杉地域農業推進課長

思います。御案内のとおり、新しい農地制度が

今、国会のほうに提出されておりますので、そ

ういった新たな利用のほうを重視した、所有か

ら利用へと変わっていく大きな制度の流れの中

でしっかりと使っていきたいというふうに考え

ております。

きのうの説明の特に畜産課長の説○野辺委員

明の中で、事業主体といいますか、事業計画者

の辞退によって減額というのが非常に多かった

ような気がするんですが、これは畜産業が非常

に厳しいからということだと思いますが、その
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背景をもうちょっと教えていただくと。

当初我々が予算を組むとき○押川畜産課長

に、前年度に事業要望をとってまいります。そ

のときに、国庫補助事業をとってくる場合に

は、事業主体がある程度多目の金額を申し込ま

れている状況がございます。精査していく段階

で、国の要件を満たさなくなったというところ

もございますから、そういったところは事業規

模を縮小して県単事業の中で確実に実施させて

いただくという形でやっております。ですか

ら、事業要望はある程度満たしている状況があ

るというふうに私たちは考えております。以上

でございます。

計画しておった主なものはできた○野辺委員

けど、マッチしないものが減額したということ

になるわけですか。

事業を精査していく段階で、○押川畜産課長

これは事業にのせられないというものもありま

すので、そういったものを精査していく段階で

若干事業費が落ちていくというような話がござ

います。それから、肉用牛の振興施設の中で１

件ほど、椎葉の方なんですけれども、300頭規

模から200頭規模に頭数を落とされて牛舎をつ

くられているところがございます。それは指定

助成事業のほうに乗りかえさせていただいてつ

くっていった。それから、堆肥舎を整備するに

当たりましては、今度は別の事業で堆肥舎を整

備していくと。200頭でございますから、年次

計画で頭数を入れてまいりますから、一遍につ

くれないというところもございましたので、そ

ういう形できちんと事業を振り分けたりしなが

らやっていくという話の中で、当初予定されて

いたものは十分充当している、満たしていると

いうふうに考えております。

もう一度確認させてほしいんです○野辺委員

が、畜産が厳しいがために事業主体が辞退した

というのはないということですね。そう理解し

ていいんですね。

そういったところもございま○押川畜産課長

して事業規模縮小された事業主体もございま

す。

ハウス園芸施設等も差し控えられ○長友委員

たという話もありました。減額された分ですけ

ど、完全に減額ということになりますと、別に

繰り越しということでもないんですね。そこは

どうでしょうか。

御承知のとおり、ハウス○串間農産園芸課長

園芸は、年度当初から燃油・飼料高騰、ハウス

資材高騰と、計画協議を進める段階で急騰した

という背景がございまして、事業実施主体が２

分の１補助でありながら自己負担金があるとい

うことで、低コスト耐候性ハウスですけれど

も、施設を高度化しようという意欲、あるいは

規模拡大だったんですが、ことしは現状の経営

を守ると、省エネ、低コストにシフトするとい

うことで、投資マインドがそちらのほうに傾い

たということで事業中止に至った次第でござい

ます。これにつきましては、ことしの所得の確

保といったことで、投資マインドが向上した上

での再投資と、捲土重来ということではないか

と考えておるところでございます。繰り越しで

はございません。

少し燃油価格が落ちついてきてい○長友委員

るということですけど、新年度予算 新年度―

予算はまた別に精査するからいいですね。わか

りました。そういう希望があればぜひとも予算

づけはしていかなくてはならないだろうと思い

ますので、推移を見ながらよろしくお願いした

いと思います。

水産政策課、297ページ、これは○坂口委員
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説明いただいたんですけど、一番下の水産金融

対策費で、これは繰り上げ償還分がどの部分と

どの部分だったですか。

繰り上げ償還分でござい○桑原水産政策課長

ますけれども、漁業近代化資金利子補給金等で

ございます。

この部分が繰り上げ償還に伴う減○坂口委員

額ですね。３番目の中小漁業関連資金の1,000

万ぐらいの執行残の原因は。

こちらのほうにつきまし○桑原水産政策課長

ては、中小漁業の予算の融資枠が５億円ござい

ますけれども、その執行が約４億円程度だった

ことから残が出たものでございます。

繰り上げ償還の理由はどういうこ○坂口委員

となんですか。繰り上げ償還とこの５億が４億

の理由というのは。

済みません、説明が不十○桑原水産政策課長

分でございました。中小漁業の関連資金のほう

は保証をつけるほうでございますので、繰り上

げ償還ということではなくて、保証枠の使い残

しということでございます。

１番の近代化資金の繰り上げ償還○坂口委員

の原因が何かというのと、３番目のが５億見込

んでいたけど４億しか需要がなかったというそ

の原因です。

繰り上げ償還につきまし○桑原水産政策課長

ては、実際に借りられていた方のほうから早目

に償還されたということでございまして、理由

まで今詳細に把握しておりません。中小漁業金

融制度関連資金のほうでございますが、これに

つきましては、関係漁業者団体から保証制度を

使わせてほしいという要望自体が、枠に現在の

ところ至っていなかったということでございま

す。

僕らの感覚では、繰り上げ償還が○坂口委員

できるというのは経営的に良好なのかなという

のと、一般的には今大変厳しいんじゃないかと

いう気がするんです。それを誘導するようなも

のが何かあったのかということ、経営が改善さ

れてきているかというのを知りたくて尋ねてい

るわけです。

確かに漁業経営は大変厳○桑原水産政策課長

しいわけでございまして、今、委員おっしゃら

れたように、一般的には繰り上げ償還というの

は厳しい状況であろうというふうに思っており

ます。そはさりながらでございますけれども、

繰り上げ償還自体が１億1,700万円余りあった

ようでございまして、経営体の中には繰り上げ

償還をしてでもという経営体が出たという実態

があるということだと思います。

元気のいい経営体はやっぱり元気○坂口委員

がいいと、素直に受け取るということなんです

ね。

国のほうにいたときの感○桑原水産政策課長

覚で言いますと、例えば、カツオ・マグロ、遠

洋とか悪いわけでございますけれども、金融機

関からすると、上位何割かはしっかりとしたい

い経営をされているというふうなところもある

わけでございますから、全体としてみれば、委

員おっしゃられたような経営状態なわけでござ

いますけれども、中には良好な方もいらっしゃ

るというのが実態だろうかと思います。

５番目のまぐろ延縄の特別対策資○坂口委員

金というのは、どういうたぐいの事業費で、ど

れぐらいの枠を持っていて１万5,000円の残

か、事業の概要も含めて説明していただくと。

現在この利子補給はして○桑原水産政策課長

いないわけでございますけれども、過去マグロ

の経営が大変悪くなった際に、低利で融資をす

るといった資金でございまして、その関係の後
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年度の負担があるというような形になっており

ます。

既に実行された部分に対しての利○坂口委員

子の負担分だけ。それで補正額が小さいという

ことでいいんですね。

そのとおりでございま○桑原水産政策課長

す。

次は、今の状況等も含めて教えて○坂口委員

ほしいんですけど、次のページの漁業無線対策

費です。今、漁業無線の経営が官民共同経営み

たいな運営になっていると思うんですけど、経

費の負担が、この予算書では県費で1,900万余

りですか。実際どれぐらいの規模で今、漁業無

線が、どれぐらいの船相手にどういう業務を

やっているのかというのと、費用負担がどう

なっているんですか、無線局。

県と団体合わせて負担し○桑原水産政策課長

ているわけでございますけれども、団体の負担

分につきましてはちょっと調べてみます。

大まかでいいんですけど、どうい○坂口委員

う部分を公費で負担して、どういう部分を団体

負担、組合負担というんでしょうか、参加者負

担。業務的にはどれぐらいの体制で、どういう

業務を今やっているか。

施設の維持管理費につき○桑原水産政策課長

ましては県が負担しておりまして、人件費につ

きましては団体負担が主でございますけれど

も、一部県が負担しているという状況でありま

す。

概要も含めて、どれぐらいの加入○坂口委員

船というんでしょうか、どれぐらいの今、船舶

が加わっていて、費用負担は、公費負担の部分

が人件費の一部となると、免許的にいなければ

ならない資格者というのがいると思うんです。

それと体制を維持するための通信士とか事務職

がいると思うんですが、公費はこれを見るん

だ、団体はこれを見るんだという大まかなもの

がわかれば。わからなければいいです。

調べられると思いますの○桑原水産政策課長

で、今調べさせていただきまして、後でよろし

いですか。

その部分だけ調べていただい○宮原委員長

て、次に移ってもらっていいでしょうか。

ここで知りたかったのは、せん○坂口委員

だって僕らは三重県の浜島に行ったんです。無

線局の規模はびっくりするぐらい小さくなって

いたんです。理由を尋ねたら、経営が苦しいと

いうことで。そうなったときに、今、宮崎の漁

業というのは、中型船を見れば、新たな漁場を

開発・開拓型で出向いていっていますね。それ

と安全面とか、情報提供面で、水産試験場あた

りと衛星通信を使った情報提供での効率的な漁

業というのをやっている中で、無線局の維持と

か、適正な規模を完全に確保していくというこ

とは欠かせない部分じゃないかと思うんです。

そういうときに、横並びじゃないとだめなんで

すけれども、一律この部分しか公費では見られ

ないとなっていれば別ですけれども、先ほど元

気のいい経営体もあるという話であったんです

けれども、１次産業の中でも漁業は特に厳しい

ほうかと思うんです。そういうときに、安全の

確保と、将来の経営を見据えた支援ができるも

のなら、割とここらはすき間で、どういったこ

とでどういう役割を公的に担って、どう維持し

てきているんだというのが余りぴんと来ないん

じゃないかと心配していたものですから、改め

てここは研究してもらいたいなというのもあっ

て、今、概要を教えていただこうかなというこ

とで尋ねたんです。今の部分は、説明してもら

わなくても、わかっている部分でいいです。今
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の答弁だけで。

安全に関しては、確かに○桑原水産政策課長

委員おっしゃるとおりでございます。ただ、県

の負担に関しまして、今、負担しているという

理由の一つといたしましては、県の指導に関す

る部分がございますので、県の指導に関する部

分があるという考え方から助成をしているとい

うふうな発想で、そのような負担をしていると

いう現状でございます。

要望ですけど、本県の漁業の全体○坂口委員

的な今後の推進方策の中で、そういった情報交

換の部分に公がどう役割を果たしていくかも含

めて、こういった予算のあり方を今後研究して

もらえると。他県の事例でちょっと心配な点を

見てきたものですから。

要望ですので、よろしくお願い○宮原委員長

をします。ほかにございませんか。

同じく水産政策課、299ページ、○外山委員

内水面振興センターの件で、きのうの説明で

は、センターの経営状況がよくなったので、強

化資金を出さなくて済んだというような説明

だったと思うんですが、その状況ですね。それ

と、ことしのシラス漁の実態を含めて教えてく

ださい。

本年度の内水面振興センタ○山田漁業調整監

ーの採捕状況ですけれども、本年度は例年に比

べまして好漁な状況で、センターでは392キロ

の採捕が行われております。採捕収入につきま

しては、年度当初の11月から12月にかけて60万

と高値でしたけれども、その後安値になりまし

て、平均で31万9,000円のシラス単価で推移い

たしまして、全体の収入が１億2,500万という

ことで、当初計画いたしておりました8,000万

を超えているということで、計画どおりの遂行

ができたという状況でございます。

シラスをとられる民間の採捕業○外山委員

者、この方々のことしの収量というか、水揚げ

というか、経営状況もいいということですか。

河川の採捕の方たちにつき○山田漁業調整監

ましても、本年度トータルで1,037キロの採捕

がございました。価格については、内水面振興

センターと連動するということになっておりま

すので、平均31万円での収入ということになっ

ております。

今の説明を聞くと、大方県内のシ○外山委員

ラスで池入れが順調にいったかなというふうに

考えるんですが、ことしに限って言えば、外

国、特に台湾あたりからの稚魚は入ってきてい

ないんですね。

本県の養鰻業につきまして○山田漁業調整監

は早期生産を行っております。そのために、池

入れにつきましては12月までにする必要がござ

いますけれども、国内での採捕が12月までに十

分確保できないということで、外国からの輸入

もされております。本年度の外国からの輸入に

つきましては、県外を含めまして2,779キロが

県外、そのうち国外からにつきましては、中国

から入っております。数量は、ちょっとお待ち

ください。

今、手元の資料を見○那須漁港漁場整備課長

る限りでは、県外から2,779キロでございます

が、中国からは1,345キロ入っております。割

合としますと県外産のうちの48％になります。

そうしますと、最終的には、12月○外山委員

までは外国産を入れるが、あとは県内産という

ことで、トータルでは外国産と国産の稚魚の割

合はどんなふうになっているんですか。

ことしの場合は、外○那須漁港漁場整備課長

国産と他県産と県内産と３分の１ずつぐらいに

なっております。
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外国産の場合の価格ですね、これ○外山委員

は高いんですか。まあ安いんだろうけど。

先ほど調整監も申し○那須漁港漁場整備課長

ましたけれども、県内のものが60万ほどで当初

価格が決まっておりましたけれども、外国産の

場合は80万以上の値で池入れされております。

ということは、外国産のほうが高○外山委員

いんだな。年を越えてここでシラスがとれ始め

たときには、外国産を入れないように指導して

あるんですか。

これはそれぞれの養○那須漁港漁場整備課長

鰻業者さんの経営の問題等ございます。県内産

で十分充足できるかどうかというのは、先のこ

とがわかりませんから、経営のほうで判断され

て入れられていると思っております。

外国産を稚魚で入れて生育させて○外山委員

出荷をしたときに、表示としてはどういう表示

になるんですか。国内産ウナギになるのか、外

国産になるのか。生育日数が何日以上だったら

国産になるとかいろんなあれがあると思うんで

す。

国内での飼育ですから、○吉田営農支援課長

国内産だと承知しています。

稚魚も大きさによりますね。どの○外山委員

くらいで入ってくるのかわからないんですが、

稚魚で入ってきて、何カ月以上国内で生育した

ら国内産というふうになるんですか。

ＪＡＳ法上でいいます○吉田営農支援課長

と、飼育日数の長いところということになって

いますので、今おっしゃるように、どれぐらい

の大きさで入ってきて国内でどれだけ飼育した

かというところが分かれ目だろうと思っており

ます。

外国産、特に中国産の場合なん○外山委員

か、抗生物質等々を投与したものの危険性があ

るということで問題になってきておるわけで

す。稚魚の段階で当然そういうのを投与してお

るはずだけど、飼育日数が長くなればそういう

心配はなくなるというふうに考えていいんです

か。

今、委員おっしゃい○那須漁港漁場整備課長

ましたけれども、外国から入ってくるのは基本

的にはシラスウナギでございまして、大きさと

して50ミリ、１尾が0.2グラム以下ぐらいの時

点で入ってまいります。ですから、短くても半

年以上国内で飼育されて、向こうでの飼育期間

というのは非常に短い。飼育というか、一時

飼っているという状況ですので、国内での飼育

期間のほうが極めて長いということになると思

います。

中国産と国内価格、80万、60万、○坂口委員

平均31万9,000円。国内の70万相場がいつぐら

いまでで、その後、いつごろの時点でどれぐら

いの相場になっているんですか。

本年度の入札価格につきま○山田漁業調整監

しては、11月22日に最初行っておりまして、そ

のときの価格は、一番高いのは70万で、62万か

ら70万の間で入札されております。12月19日に

入札しておりますけれども、そのときが35万円

です。12月の大やみでかなりとれておりますの

で、その後かなり安くなっておりまして、12月

末には15～16万円に下がっております。

かなりとれたのがいつですか。○坂口委員

12月のやみ夜、12月末にな○山田漁業調整監

ると思いますけれども、そのときが一番とれて

おります。

そうなると、60～70万が35万に下○坂口委員

がった間に中国物が入っているということにな

りますね。

中国物が入っていますの○山田漁業調整監
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が、12月の上旬に多く入っているようでござい

ます。

中国物はどこから入っているんで○坂口委員

すか、産地は、採捕地は。

採捕地までは確認しており○山田漁業調整監

ません。

中国でその時期までに遡上が始ま○坂口委員

る水域はあるんですか。全く根拠なくて想像な

んですけど、黒潮に乗っかってくるやつです

ね。台湾、日本、中国と思うんです。中国物が

それだけ入ったというのは、僕は根拠なく言っ

ているから間違いかもわからんけど、これは後

ででもまたそこらを。

それはそれで置いといて、台湾のシラスは今

持ち込めるんですか。

現在は、台湾からの輸入は○山田漁業調整監

できない状況になっております。

それはそれで置いておきます。あ○坂口委員

と、1.34トン、３分の１ぐらいずつということ

は、４トン余り池入れがあったということにな

りますね。

本年度の池入れ量は4,209○山田漁業調整監

キロでございます。

宮崎での生産というのは、通年○坂口委員

で3,000トンぐらいが常識的な今までの流通に

乗っかれる成鰻かと思うんですけど、５本物ぐ

らいまでいけば4,000トンを超す量ですね。そ

こらの見通しはどうですか。60万、70万のシラ

スを入れたということはかなりな思い切りです

ね。その時期に相当入っているということにな

ると、2,000円ぐらいを期待しないとやれない

んじゃないかと思うんです。2,000円のとき

が400円でしょう。70万のシラスとなると１匹

が130円ぐらいついていますね。そうなったと

きに果たして4,000トンの出荷、全国がそうい

う状況だったら。ここらは先ほどの説明では、

市場原理、経済行為だからということだけど、

シラスを確保するという部分でかなり積極的な

介入をしているわけですね、市場原理の中に。

そこらまで見越した採捕というものとか、そこ

らは少なくとも把握して情報提供するぐらいは

やっていく必要があるんじゃないかと思って、

ことしの夏を心配しているんですけど、どんな

見通しをされていますか。

業界誌の情報とか養○那須漁港漁場整備課長

鰻業者等の聞き取りで感じている範囲では、

今、委員おっしゃいましたように、ことしの相

場が４本とか５本物で2,600円というのがござ

いましたけれども、2,000円は期待したいと。

最低それくらいは欲しいということは業界誌及

び養鰻業者のほうからは聞いております。

昔、10万か11万トンぐらいあっ○坂口委員

て、それが徐々に落ちてきだしたと思うんで

す。そして、ここでの偽装表示とか残留農薬問

題とかで、消費は決して追い風じゃないと思う

んです。８万トン前後ぐらいにいくのかなとい

う心配を持っているんですけど、それを見たと

きに、業界が心配するのは当然だけれども、

さっき言ったように、本県の場合はかなりな介

入を入り口でやっているんです。出口じゃなく

ていわば種まきの時点で。だから、的確な将来

見通しぐらいの情報提供とか情報交換の場は持

たないと、ことしのシラスウナギの乱高下と、

それでも結果的に４トンを超すような、4.2ト

ンと言われたですか、4,200キロ出荷体制を整

えたわけですね。そこらの心配をちょっとする

んだけど、内水面振興センターの介入のあり方

ですよ。１億2,000万上げてよかっただけで終

わらない部分が責任的にあるんじゃないかと思

うんですけど、これは今後の検討課題でいいで
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す。部長もそこのところを注意してもらう必要

があるんじゃないかという気がするものですか

ら。

おっしゃるとおりかと思○後藤農政水産部長

います。内水面振興センターの機能の中には、

全体の需給率調整ということが大きな根本にあ

ると思っていますので、昨年来いろいろな問題

がありまして、そしてまた、ここに来て、ウナ

ギの養鰻業者等についても経営の厳しいところ

もあるというふうに聞いておりますので、振興

センターの役割、そこのところをもう少しきち

んと検証しながら、できるだけ養鰻業界等に対

してもサポートできるような、そういった公益

的な機能等を備えることが今後とも必要かとい

うふうに考えております。

中国から入ってくるシラスという○長友委員

のは、種類はヤポニカになるんですか。

国内に中国から入ってきて○山田漁業調整監

おりますウナギにつきましても、本県でとれる

同じヤポニカになっております。

ここ４～５年の県内の採捕量です○長友委員

よ、今の話では1,400キロぐらいとれています

けれども、推移はどうなんでしょうか。

最近の県内での採捕量です○山田漁業調整監

けれども、平成16年が全体で632キロで、17

年、18年は１トンを超えておりまして、17年が

約1.5トン、18年が1.2トンで、昨年が不漁でご

ざいまして684キロになっております。

とれる年は非常にいいわけですけ○長友委員

れども、なかなか厳しい年というのがあるの

で、養鰻業は今、愛知とか、鹿児島とか、宮崎

というところが一番その主流になっていると思

いますけれども、本県のブランドまではまだ

なっていないと思うんですけれども、本県の一

つの産業としてやれば、その辺の安定というこ

とが非常に大事になってくるだろうと思うんで

す。先ほどから話がいろいろ出ていますけれど

も、先行きを見通してどのような支援体制をし

いていくか。これはどういうふうに聞いていい

かわかりませんけれども、この産業の今後の安

定した発展は望めるんですか。

今、委員おっしゃい○那須漁港漁場整備課長

ましたように、シラスウナギがあっての養鰻業

でございます。また、シラスの種苗というの

は、一部実験的には種苗生産の技術というのが

国の水産研究所等でやられておりますけれど

も、100％天然種苗で、なおかつその豊凶とい

うのは漁が始まってみないとわからない。日本

でとれるときも場所が偏在することもございま

す。ですから、なかなか種苗面で手当てすると

いうことは厳しいんですけれども、今、中国産

の食品の安全面とかそういった面で、国内産を

非常に大事にする風潮がありますので、そう

いった追い風を受けながら、私たちも養鰻業の

振興には一生懸命努力していきたいと思ってお

ります。

宮崎の川ではとれないけれども、○長友委員

その場合、国内のほかの河川で余計揚がるのか

どうか。トータルとして日本でとれるシラスと

いうのは、まだ安定的に推移しているのか、そ

れとも非常に厳しい状況になっているのか、そ

の辺はどうですか。

今、漁業調整監が申○那須漁港漁場整備課長

しましたように、年によって豊漁、不漁の年が

ございますけれども、全体的には若干落ち目か

なというふうに思っております。ただ、先ほど

坂口委員からもございましたように、黒潮に

乗ってシラスが上がってくるという関係で、黒

潮の離接岸とかそのときの状況等によって、宮

崎でとれたり、関東のほうでとれたり、静岡で
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とれたり。県内とか県外のいろんな産地がござ

いますので、いろんなところでとれたのが県内

産、県外産という形で入ってきて需要を満たし

ておるという状況でございます。

それと、産卵は南方の海域じゃな○長友委員

いかと今言われていますけれども、自然界のウ

ナギが川を下って海へ行くということで、今、

河川とか用水路が三方張りとか、今は自然に近

いような形での整備手法に変わってきているわ

けですけれども、それから、生活雑排水対策が

進んできているので、河川もかなり戻ってきて

いると思うんですけれども、親になって産卵で

きるような状態になるウナギ、これが確保され

ないと産卵量も減ってくると思うんです。その

辺の対策というのは全国的に何かあっているわ

けですか、河川の浄化とかいろんなことは。あ

るいは、河川をできるだけ自然に戻さないと、

三方張りコンクリートの溝が多いんじゃ、自然

にうなぎがすみつかないわけですね。

農政水産部の範疇で○那須漁港漁場整備課長

はないかもしれませんけれども、河川につきま

しては、多自然型川づくりといった形での川に

ついても、今言われましたように、より自然を

残した形での川のあり方もかなり前から言われ

ておりますし、河川の水質の浄化については、

いろんな方面から浄化槽とかその辺の整備も進

んでおりますので、遠回りかもしれませんけれ

ども、そういう形での浄化というのは今後進ん

でいくものと思いますし、悪いほうには進まな

いと思っております。

人工ふ化みたいな技術が確立され○長友委員

ない限り、やっぱり自然相手になろうかと思い

ますので、今とれる策というのは、昔からの自

然の河川の状況というか、全くそういうことは

できないでしょうけれども、ある程度そういう

ことにも気をつけながら河川の整備といいます

か、これは土木になるでしょうけれども、我が

県だけやったって始まらないわけですけれど

も、そういう検討をするような場があれば、ひ

とつ意見は申し上げておいてもらいたいという

ふうに思います。

農業用水の建設のほうを○原川農村計画課長

担当していますけれども、河川法の改正も環境

関係でありましたが、平成13年に土地改良法の

改正もありまして、環境との調和に配慮すると

いうところが義務づけられたところです。事業

計画の策定に当たっては、地域のある程度環境

に詳しい方の意見を聞いて事業計画をやるとい

うことをやっています。ただ、我々の事業は管

理を農家の人がやりますので、多自然型にした

ときに管理も難しいので、農家の方の理解をど

う得ていくか、その上で環境をどう配慮させて

いくのか、その辺を現場、現場でいろいろ工夫

してやっているという状態でございます。

時間をとって申しわけないんです○坂口委員

けど、ここまで話が出たから。地元の河川です

けど、今、しゅんせつなんかやると、工事が進

まないぐらいウナギが入っていて、作業員の人

たちがウナギ拾いを始めてということで、確か

によくなってきているというのがあるのかなと

思うのと、今の長友委員の心配事ですけど、白

鳳丸が40何年の間で、初めてマリアナ水域で、

産卵じゃなくて、受精というのか、放精という

のか、後のウナギを４匹だけつかまえたです

ね。40何年徹底してやって初めてというので、

可能性の話ぐらい、期待も披露してもらえるな

と。そこの情報があれば。

委員のほうが詳しい○那須漁港漁場整備課長

ぐらいですけど、非常に難しいものと言われま

すと、種苗生産の中ではマグロとイセエビとウ
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ナギと言われておりました。マグロにつきまし

ては、御存じのように、近畿大学を中心にある

程度の技術が高まってきて、イセエビにつきま

しても、実験室レベルは出ておりますが、なか

なかと。ウナギにつきましては、国の水産研究

所のほうが人工採卵を行い、親ウナギになるま

での技術を持っておりますけれども、産業レベ

ルに行くレベルではないと思っております。今

回の白鳳丸の発見というのは世界的な発見で、

この知見が、温度の問題とか水質の問題を解決

していく中で、種苗生産技術に必ずプラスにな

ると、私たちも大いに期待しておるところでご

ざいます。

先ほどの発言の点で１点確認した○外山委員

いんですが、台湾からシラスは入らないように

なっておるという発言だったと思うんですが、

この意味ですよ、向こうが出荷規制しているの

か、日本が入れないのか。それともとれていな

いのか。どういう意味なんですか。

これはとれていない○那須漁港漁場整備課長

のではなくて、向こうが輸出規制をしているも

のでございます。

先ほど坂口委員のほうから、黒○宮原委員長

潮の関係で、中国の採捕の場所と時期的なもの

を後でお知らせくださいということがありまし

たので、その分はよろしくお願いしたいと思い

ます。

若干今の議題とずれてし○桑原水産政策課長

まって申しわけないんですが、先ほど坂口委員

から漁業無線の関係の数値でございましたけれ

ども、平成19年度、漁業無線は約6,000万円の

収入で運営されております。本年度の支出、

ちょっとタイムラグがありますけれども、

約2,000万円県が負担しているという状況でご

ざいました。

中国からのシラスの関係でございますけれど

も、今いろんな委員の方々が、台湾から入って

いないのか、中国からどうして入るんだろうか

といったような疑問みたいな形でおっしゃられ

たと思います。一般論といたしまして、通関時

の原産地証明で、税関というか財務省等確認す

るわけでございまして、一般論として、相手国

の公的機関、例えば中国であれば、中国の政府

でありますとか輸出の関係の公的機関が一般的

に証明をするか、もしくはその要がなければ自

己申告のような形で入ってくるという形であろ

うかと思います。そういう観点からすると、確

かに黒潮の流れからすると、通常南からのよう

なイメージがあるというのは、坂口委員おっ

しゃるとおりでございますけれども、通関時に

そういうふうな形で通過をして中国産として統

計上出てしまうわけでございますので、現実的

にはそれ以上恐らく調べようがない状況で、通

関時の書類にも、どこの河川で捕獲したという

こと自体記入されていないであろうと思います

し、仮に記入されていたとしても、税関当局の

ほうが個々のデータをなかなか出していただけ

ない可能性もあると思いますので、そういう点

では調査の限界があるのではなかろうかという

ふうに感じております。

というのが、やっぱり有利な戦略○坂口委員

でいくべきだと思うんです。常識的には遡上の

時期は宮崎が一番ですね。黒潮の関係で、四国

あたりがひっかかるかひっかからないか、あと

は房総半島。だから、平均的なら宮崎が一番有

利なんです。12月までにシラスを入れる、それ

だと高く売れるということを前提にすれば。そ

こらで早いものが別ルートで入るとなると、

せっかくの宮崎の地の利を生かせない。それが

有利に働くか働かないか。あとはそれを警鐘を
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鳴らすか鳴らさないかだと思うんです。言われ

るように通関証明、相手国を尊重しなきゃだめ

だというものがあります。これを徹底してやろ

うといったって、ＤＮＡは一緒ですね、マリア

ナ発日本着だから。そこらを戦略的に、やっぱ

り警鐘の鳴らし方はあると思うんです。せっか

く宮崎で60万、70万のシラスを早く地元でとれ

るという有利性を生かして入れたって、そのと

きに違うルートがぽんと入っていれば、宮崎の

利点が生かせないですね。養鰻100億を目指そ

うとした時期もあったわけでしょう。そこらの

ところがちょっとあったものですから、それを

どうしろこうしろという質疑ではなかったんで

す。宮崎の経営を考えるためにどうあるべき

か、研究すべきところは研究するのか、その程

度だったものですから、余り重く受けとめなく

て。

ほかにございませんか。なけれ○宮原委員長

ば１点だけいいですか。

271ページ、農産園芸課です。低コスト耐候

性ハウスは10アールで幾らぐらいの建設費にな

りますか。

1,000万円程度です。失○串間農産園芸課長

礼しました。平成20年で1,370万程度に値上が

りしております。

多分こういうことなんだろうと○宮原委員長

思ったんです。ハウスの値段がどんどん上がっ

ているということで、今つくる時期ではないと

いうことで農家が多分見送ったんだろうと。落

ちつくのを待っているんだろうな、それと経営

も厳しいんだろうなというのがあったものです

から、これだけのことになっているんだろうと

思ったので、金額の差額を聞いてみたところで

した。

それでは、次に、その他の報告事項について

質疑を受けたいと思います。緊急雇用対策の取

り組みについて、鳥インフルエンザの発生と防

疫についてということです。

説明を受けながらちょっと気に○坂口委員

なって。鳥フルのＨ７亜型とＨ７Ｎ６が入った

やつがあったような……、どこだったですか、

３月１日、Ｈ７Ｎ６と、これはＮが入っていま

すね。宮崎であったときはＨの９種類とＮの16

種類の組み合わせで194種類あって、その中の

Ｈ５Ｎ１亜型だったですか、それが強力な毒性

を持ったものだと。ＨとＮの組み合わせで決ま

るんだというのと、Ｎの６というのは、これは

人伝えに聞いたいわゆる仄聞ですけど、たんぱ

く突起の中の３つぐらいが毒性の特性を持つ突

起の節というんですか、それが６つぐらいにな

るとＨ５Ｎ１と同じ強毒性になるという話を人

伝えに聞いているんです。これはウイルスの進

化と考えるべきなんですか。そういったものに

進化していっているということになるんです

か、Ｈ７Ｎ６の亜型というのは。Ｈ５とＮ６の

組み合わせは既にあったわけですけど、Ｈ５Ｎ

１の突起の中の節、節と考えていいんでしょう

か、その中で強毒性を持つタイプのものと同じ

ものが部分的にあるという話を聞いたんです。

今、委員おっしゃいま○山本家畜防疫対策監

したように、一昨年、宮崎で出ましたときには

Ｈ５Ｎ１という亜型でございましたけれども、

今回はＨ７Ｎ６という亜型ということで、先ほ

ど委員おっしゃいましたようにＡ型インフルエ

ンザでございますけれども、これにはＨが16種

類、Ｎが９種類ありまして、その組み合わせで

基本的には144通りの可能性があるということ

でございます。Ｈの５と７、この２つが基本的

には高病原性のウイルスであるということで、

実は宮崎で出ました高病原性鳥インフルエンザ



- 67 -

も強毒タイプでございます。Ｈ５とＨ７の中で

も強毒タイプと弱毒タイプがございまして、委

員がおっしゃいましたように今回のタイプは弱

毒タイプでございます。ウイルス自体がＨ５が

Ｈ７に変わるとかＨ５とＮ１がＨ７のＮ６に変

わるとか、そういったタイプの変換というのは

ないんですけれども、基本的には、Ｈ５Ｎ１、

Ｈ７Ｎ６の中で、遺伝子がＤＮＡの変換という

ことで変化をしていって、弱毒タイプでありま

すけれども、鳥の間で感染が繰り返される中で

強毒タイプに変異していくということがあると

いうことで、Ｈ５とＨ７については、基本的に

は高病原性でありますけれども、先ほど申しま

したように強毒タイプと弱毒タイプがあって、

今回は一応弱毒タイプでありますけれども、私

どもマスコミ報道で聞いておりますと、強毒タ

イプに変わる寸前で今回モニタリングで発見さ

れたということでございまして、基本的にはそ

ういうこともありまして、ウズラを殺処分して

いるということでございます。

ほかにございませんか。○宮原委員長

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

ないようですので、その他で何○宮原委員長

かございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

それでは、ないようですので、○宮原委員長

以上をもって農政水産部を終了いたします。執

行部の皆様には御苦労さまでした。

暫時休憩をいたします。

午前10時58分休憩

午前11時１分再開

それでは、委員会を再開いたし○宮原委員長

ます。

まず、採決についてですが、委員会日程の最

終日ということになっておりますので、本日の

１時にしたいと思いますが、よろしいでしょう

か。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

それでは、１時にしたいと思い○宮原委員長

ます。

その他何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

それでは、何もないようですの○宮原委員長

で、暫時休憩をいたします。

午前11時１分休憩

午後１時０分再開

それでは、委員会を再開いたし○宮原委員長

ます。

まず、議案の採決を行います。

議案の採決につきましては、議案ごとがよろ

しいでしょうか、一括がよろしいでしょうか。

〔「一括」と呼ぶ者あり〕

それでは、一括して採決いたし○宮原委員長

ます。

議案第42号、第44号から第46号、第50号、

第51号、第54号及び第63号について、原案のと

おり可決することに御異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

異議なしと認めます。よって、○宮原委員長

議案第42号、第44号から第46号、第50号、第51

号、第54号及び第63号については、原案のとお

り可決すべきものと決定いたしました。

次に、委員長骨子案についてであります。本

日の質疑を受けて追加する御要望等はございま

せんか。

〔「一任」と呼ぶ者あり〕

一任ということですので、その○宮原委員長

ほか何かございませんか。
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〔「なし」と呼ぶ者あり〕

何もないようですので、以上で○宮原委員長

委員会を終了いたします。委員の皆様お疲れさ

までした。

午後１時２分閉会




